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1 

 

本プランのめざす社会と基本方向 

１ ジェンダー平等が実現した、「次なる茨木」のすがた 

 性別にかかわらず、一人ひとりの「幸せ」がかなうまち いばらき  

  「誰もが互いにその人権を尊重しつつ、責任を分かち合い、性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮することができるジェンダー平等社会」 

 

 ・・男女共同参画社会とは・・・・（男女共同参画社会基本法第２条）・・・・・ 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担

うべき社会 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

２ 計画の基本方向 

１ ジェンダー平等社会の実現に向けた意識改革 

２ 方針の立案・決定過程への女性の参画拡大 

３ 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの推進 

４ 多様な立場の人々が安心して暮らせる環境の整備 

 





■ 基本方向Ⅰ　ジェンダー平等社会の実現に向けた意識改革

番号 計画策定時
※参考

2023（R5)
年度値

2024（R6）
年度値

目標値
2027年

2024年（R6年）度
実施状況

担当課

女性61.4％
男性56.0%

女性75％
男性７５％

15団体
(2022.4.1)

16団体 15団体 22団体

※市民意識調査では、性別を「女性・男性・自由記述」で設問しました。計画策定時の欄には、女性・男性と回答した方のうち、各問に答えられた方の割合を標記しています。

番号 計画策定時
※参考

2023（R5)
年度値

2024（R6）
年度値

目標値
2027年

2024年（R6年）度
実施状況

担当課

22回/
332人

(2021年)

40回/
827人

27回/
746人

30回/
2,000人

4,889冊
(2021年)

5,453冊 3,993冊 6,600冊

5回 4回
チャレンジ応援セミナー　３回
防災女性リーダー講座　　1回

人権・男女
共生課

１７回 14回

16回/
延べ130人

32回/
延べ400人

きらめき講座
「男の手料理（基礎・応用）」講座
各16回、延べ人数400人

文化振興課

14回/
405人

19回/
403人

おとう飯　　　　　  6回/ 96人
初心者男の料理・ヨガ
                      6回/ 43人
ぱぱっこくらぶ　 2回/ 25人
男女共同参画基礎講座
                     4回/104人
男女共同参画講演会
                     1回/135人

人権・男女
共生課

16回/
154人

6回/
122人

出前講座　６回　１２２人 長寿介護課

３６１回/
９５９人

582回/
1,410人

【取組実績】

人権・男女
共生課

人権・男女
共生課

人権・男女
共生課

人権・男女
共生課

WAMくらぶ     20回/131人
リコチャレ          3回/　49人
デートDV講座    ４回/５６６人

第2次計画（改訂版)の目標値を継続して設定

男女共同参画社会推進登録団体数

指標名

ローズＷＡＭの男女共同参画に関する図書等
の貸出冊数

15団体 （2024.4.1時点）

第2次計画の目標値を継続して設定

第２次計画の女性の目標値を継続して設定、男女の目標値を統一

【活動指標】

再就職セミナーや女性のための
スキルアップ講座の実施回数

男性の生活能力向上のための
講座や事業の実施回数と参加人数

第2次計画（改訂版)の目標値を継続して設定

貸出数　3,993冊

「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担の
考えに「反対・どちらかといえば反対」という
人の割合（市民意識調査）

【成果指標】

25回
実践型勤労者スキルアップセミ
ナー　　　　　　　２講座、24人
能力開発講座
               １講座３回、１4人
就職支援セミナー
                　 　　２回、37人
女性向け起業セミナー
               ３講座７回、５0人

167回/
907人

（2021年）

390回/
2,800人

つどいの広場での
男性参加イベント数　579回
男性参加者数　    1,406人
高校生との
ふれあいまなび事業での
男性参加事業実施数　　3回
男性参加者数　　　　　　 4人

　ジェンダー平等社会の実現に向けた意識改革として、基本目標１_次世代育成に向けた教育及び意識啓発の推進、基本目標2_あらゆ

る世代におけるジェンダー平等の推進について、各種施策に取り組みました。

　成果指標では、「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担の考えに対する茨木市内での市民意識調査は実施していないため、現状

は不明ですが、令和６年度に大阪府下で実施された類似の意識調査では、５年前、１０年前の意識調査結果と比較して、「男は仕事、女

は家庭」という考え方に同感する割合が減少傾向にあることが報告されています（令和6年度「男女共同参画にかかる府民意識調査」

結果報告書より）。また、指標２の男女共同参画社会推進登録団体数については、前年度より登録団体数が１団体減少していますが、

チャレンジ企画やジョインと企画、WAMcafe企画といった実施事業の企画数は増加しており、男女共同参画に取り組む市民団体の活

動は増加している状況です。

　活動指標では、各講座等の実施回数や参加人数である指標３、５は前年度より減少していますが、指標６では大幅に増加しています。

男性を対象とした料理教室への参加希望の方が多いほか、おにクル開館後、子育てイベントへの男性参加が増えていることによりま

す。　活動指標４のWAMの書籍貸出冊数は前年度と比較し減少していますが、WAMの利用人数は令和５年度と比較すると増加して

いますので、施設利用については、増加しています。

　P.7ー１９に掲載している具体的施策では、男女の区別なく、個人を尊重した保育の実施や、教職員へのジェンダー平等についての理

解促進の研修、学習や体験活動の推進を行いました。今後も継続的な実施を行い、意識啓発の推進に努める必要があります。また、研

修や講座においては、より多くの方に課題を認識してもらえるように啓発手法、テーマ設定等、総合的に検討する必要があります。

5

第2次計画（改訂版)の目標値を継続して設定

6

第2次計画（改訂版)の目標値を継続して設定

17回
（2021年）

指標名

2

1

3

4

男女共同参画に関する講座の実施回数と事
業に参加した子どもの人数

商工労政課

子育て支援課

 ３



■ 基本方向Ⅱ　方針の立案・決定過程への女性の参画拡大

【成果指標】

番号 計画策定時
※参考

2023（R5)
年度値

2024（R6）
年度値

目標値
2027年

2024年（R6年）度
実施状況

担当課

34.9％
（2022.4.1)

34.7% 34.0% 40%

16.2％
（2022.4．1）

16.9% 15.7% 20%

21.74%
（2022.4．1）

18.48% 17.39% 27%

27%
（2022.4.1)

25.0% 29.0% 35.0%

【取組実績】

10

第２次計画（改訂版）の目標値を継続

茨木市自主防災組織
組織数：２９
各組織における役員総数：591
（うち女性：174）

大阪府の「公立学校における特定事業主行動計画」の目標値及び第２次計画策定時から現状値までの伸び率を参考
に設定

自主防災組織の方針決定過程への
女性の参画率

7
34.0%
(2024.4．1時点）

国の「第５次男女共同参画基本計画」の目標値を参考に設定

8
管理職（課長級以上）
　全体140人のうち女性22人

「茨木市特定事業主行動計画（2020～２０２４年度）」の目標値を引用（一般行政職を含む全職員）
なお2025年度以降は、次期計画の目標値を適用

9

小学校長：全体32人のうち、
女性5人で15.6％
小学校教頭：全体32人のうち、
女性3人で9.4％
中学校長：全体14人のうち、
女性5人で35.7％
中学校教頭：全体14人のうち、
女性3人で21.4％

人権・男女
共生課

人事課

教職員課

危機管理課

指標名

市立小・中学校長・教頭における女性の割合

管理的地位にある職員に占める
女性職員の割合
※管理的地位にある職員・・・課長級以上の職員

市の審議会等における女性委員の割合

　方針の立案・決定過程への女性の参画拡大として、基本目標3_意思決定の場への女性の参画拡大、基本目標４_地域におけるジェン

ダー平等の推進について、各種施策に取り組みました。

　P.２０-2５に掲載している事業取組としては、職員向けのリーダーシップ研修や、教職員へのキャリアステージ・職種別研修を行い、

次代を担う職員の育成に努めました。女性職員に限らず、管理職、男性職員も同様の研修を受けることで、性別にかかわらず課題を認

識できるよう努めました。また、男女共同参画に関する冊子等としてWAM通信やBOOKガイドによる情報発信により、地域における

ジェンダー平等の促進に努めました。

　成果指標では、指標7、8、9の審議会等、課長級以上職員、校長・教頭の女性割合は、前年度比で約１％減少しています。一方、指標

10の自主防災組織における女性参画率については、前年度比で4％増加しており、各組織により女性比率の前年度比の推移傾向が異

なる状況でした。審議会等では、学識有識者の女性情報が少ないといった声もあることから、女性委員の積極的な登用について各課

へ呼びかけ、また大阪府の人材情報サービスの周知を継続して行う必要があります。その他の組織においても、目標達成に至らない理

由や課題を確認し、女性登用の促進に向けた取組を進める必要があります。

4



■ 基本方向Ⅲ　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの推進

番号 計画策定時
※参考

2023（R5)
年度値

2024（R6）
年度値

目標値
2027年

2024年（R6年）度
実施状況

担当課

61.1% 78%

女性48.4％
男性53.2％

女性70％
男性７０％

22.2％
（2021年）

70.4% 74.0%
現状の高い
水準を維持

番号 計画策定時
※参考

2023（R5)
年度値

2024（R6）
年度値

目標値
2027年

2024年（R6年）度
実施状況

担当課

75.3％
（2021年）

95.9% 97.7% 85%

【取組実績】

指標名

　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの推進として、基本目標５_職業生活における活躍支援、基本目標６_仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）の推進について、各種施策に取り組みました。

　成果指標では、指標１３の市男性職員の育児休業取得率は、前年度と比較して増加しており、高い水準を維持している状況です。ま

た、特定事業主行動計画の令和５年度実績では、男性の育児休業取得者のうち育児休業取得期間が３か月を超える割合が約40％で

した。その他の成果指標については、意識調査を令和６年度実施していないため、不明でありますが、市内事業者への国の働き方改革

や育児・介護休業法サイトの情報提供による啓発や、市民向けの各種講座の開催を実施し、成果指標の向上につながる各種施策に取り

組みました。各種講座においては、現状の実習形式の講座だけでなく、オンライン開催の可能性を研究するなどし、参加者増加に向け

た取組を検討する必要があります。

　活動指標では、パパ＆ママクラスのカップル参加率が97.7%となり、目標値を上回る参加率となりました。また、実施回数および参

加者数も前年度より増加しました。

　その他、P.２6－３４に掲載している活動指標以外の事業取組としては、職業生活における活躍支援として、職員および団体へのハラ

スメント研修を実施し、ハラスメント防止の意識向上に努めました。

　令和６年度時点で把握可能な成果指標及び活動指標の結果は、高い水準となりましたが、引き続き、基本方向に沿ったその他の取組

についても継続して実施し、職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの推進に努める必要があります。

【活動指標】

【成果指標】

パパ＆ママクラスのカップルの参加率

「茨木市特定事業主行動計画（２０２０～２０２４年度）」の目標値（10％）を達成したため、現状の高い水準を維持する
ことを目標とする。（一般行政職を含む全職員）
なお２０２５年度からは、次期計画の目標値を適用

11

国の2020年の現状値を設定

12

14

実施方法：対面での講座
実施回数：1９回
参加者数：妊婦431人　パート
ナー421人第2次計画（改訂版）の目標値を継続して設定

「仕事」「家庭や地域活動」「個人の生活」など、
現実と希望が一致した暮らし方をしている人
の割合（市民意識調査）

25歳～44歳の女性の就業率

13 50人のうち37人

市における男性職員の育児休業取得者率

第2次計画（改訂版）の目標値を継続

子育て支援課

人権・男女
共生課

指標名

人権・男女
共生課

人事課

5



■ 基本方向Ⅳ　多様な立場の人々が安心して暮らせる環境の整備

番号 計画策定時
※参考

2023（R5)
年度値

2024（R6）
年度値

目標値
2027年

2024年（R6年）度
実施状況

担当課

「何を行っても長時
間無視し続ける」

48.9% 70%

「大声でどなる」 56.1% 70%

「交友関係や行き先、
電話・メールなどを
細かく監視する」

60.2% 70%

50.4%
現状値を
下回る

女性42.2％
男性17.3％

現状値を
下回る

乳がん
12.4％
子宮がん
16.5％

（2021年）

乳がん
14.2%
子宮がん
18.4％

乳がん
13.7%
子宮がん
18.6％

乳がん
２５．３％
子宮がん
２４．７％

（２０２９年）

番号 計画策定時
※参考

2023（R5)
年度値

2024（R6）
年度値

目標値
2027年

2024年（R6年）度
実施状況

担当課

10回/
３２７人

(2021年)

10回/
562人

18回/
657人

10回/
650人

3回/
3,440人
(2021年)

3回/
3,670人

4回/
3,668人

27回/
6,000人

【取組実績】

【成果指標】

15

市民意識調査の前回からの伸び率を参考に設定

指標名

DVやデートDVにおい
て、次のような行為を
「どんな場合でも暴力
にあたると思う」割合
（市民意識調査）

こころのケア講座
6回/１４人
暴力防止啓発講座
８回/７７人
デートDV出前講座
4回/566人

第2次計画（改訂版）の目標値を継続して設定

【活動指標】

指標名

人権・男女
共生課

第2次計画（改訂版）の目標値を継続して設定

乳がん・子宮がん検診受診率

　多様な立場の人々が安心して暮らせる環境の整備として、基本目標７_ジェンダーに基づくあらゆる暴力の根絶、基本目標８_困難を

抱える人々への支援、基本目標９_生涯を通じた健康の保持・増進のための支援について、各種施策に取り組みました。

　指標１８の乳がん、子宮がんのがん検診受診率については、市広報誌やホームページでの周知やがん検診の無料クーポン送付、巡回

車検診の実施に努め、成果指標は計画策定時より増加しています。

　活動指標では、指標19、２０の暴力防止やデートDV防止の啓発や講座実施回数、参加人数については、増加傾向にあります。小学校

で実施している「暴力から身を守るワーク」をはじめ、中学生向けデートDV防止啓発冊子や出前講座などにより、こどもたちへのDV

防止に関する啓発を行ったほか、DV防止を啓発するラッピングバスを走らせ、公共施設だけでなく、街中での啓発を行うことで、多く

方への意識啓発に努めました。

　また、DVに関しての相談は男性からの問い合わせも増えていることから、性別にかかわらず相談してもよい、という認識が広まって

いると捉えています。

　その他、P.３5－５2に掲載している活動指標以外の事業取組としては、困難を抱える方が相談しやすいよう、地区保健福祉センター

やいのち・愛・ゆめセンターなど出先機関でも相談ができることの周知、ローズWAMでのDV防止に関するパネル展示、パープルライ

トアップを実施しました。暴力を許さない社会づくりでは、当事者以外の方への理解促進や、その方法・内容の検討、相談しやすい体制

等の整備では、関係機関との連携強化に努めながら、引き続き各種取組を実施していく必要があります。

　性の多様性への理解促進としては、職員への研修実施、コミュニティスペースの実施、パートナーシップ宣誓制度の普及に努めまし

た。様々な困難を抱える人々の支援を引き続き実施し、すべての人が自分らしく地域で暮らしていくことができるよう各種情報の周知

方法の工夫や相談支援の充実に努める必要があります。

人権・男女
共生課

人権・男女
共生課

市民意識調査の現状値を下回ることを目標とする

18

健診チケットの送付、市広報誌
やホームページでの周知を行う
とともに、20歳子宮がん、40
歳乳がん検診の無料クーポンの
送付に加え、巡回車検診を実施
したことにより、意識づけの向
上及び受診者の利便性の向上
を図った。

「健康いばらき21・食育推進計画（第3次）（２０１８～2023年度）」の目標値を引用
なお２０２４年度からは、次期計画の目標値を適用

17

市民意識調査の現状値を下回ることを目標とする

人権・男女
共生課

健康づくり課

人権・男女
共生課

「女性であること」または「男性であること」に
よって、負担感や生きづらさを感じたことが
ある人の割合
（市民意識調査）

暴力を受けた際「相談しようと思わなかった」
割合（市民意識調査）

子ども・若者へのデートＤＶ防止啓発や講座
の実施回数と参加人数

女性に対する暴力防止の啓発や講座の実施
回数と参加人数

16

20

全市立14中学の２年生に
デートＤＶ啓発冊子を配布
（3,102部）
デートDV出前講座
4回/566人

19
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基本目標１　次世代育成に向けた教育及び意識啓発の推進

　子どもたちが性別にとらわれず、一人ひとり自らの意思によって多様な生き方を選択できるよう、保育・教育の充実やキャリア教育等を推進します。また、多様な選択が可能とな
るような学習・体験機会の充実や家庭における啓発機会の充実を図ります。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

１　子どもの頃からジェンダー平等への理解の促進と将来を見通した自己形成支援

(1)ジェンダー平等を推進する保育・教育の推進

保育所（園）、幼稚園、学校等での固定的な性別役割分担意識の解消に努めるとともに、人権尊重を基盤にした一人ひとりを尊重する教育・保育、ジェンダー
平等観の形成を図るための教育・保育を充実します。

ジェンダー平等の視点に配慮した子育てや教育に関する講座等、子育て家庭への学習機会を提供するとともに、講座の内容や開催方法について工夫します。

ジェンダー平等についての理解を深めるため、保育・教育関係者に対する研修を充実します。

ジェンダー平等の視点に配慮したこころのケア、教育相談を実施します。

(2)性別にとらわれないキャリア教育の推進

子どもたちが自尊感情を高め、性別にとらわれることなく主体的に自分らしい生き方を選択できるよう、幼児期から年齢に応じたキャリア教育を推進しま
す。

中学校における職場体験学習を通じて、働くことへの理解を深めます。

外国にルーツを持つ子どもたちが自尊感情を高め、主体性を確立することができるよう、ワールド教室を実施します。また、幼児期から多様性を尊重し合い、
多文化共生の意識を醸成するための取組を推進します。

(3)様々な人々との共生への取組の推進

多様な性のあり方への理解を深めるため、子ども向けの啓発冊子等を作成・配布します。また、互いの良さや違いに気づき、認め合えるような保育・教育を推
進します。

２　多様な選択を可能にする教育・能力開発・学習機会の充実

(4)子どもや若者のための学習や体験活動の推進

子どもや若者が学習や体験活動を通してジェンダー平等について学べる機会を充実します。

子どもたちの理工系分野への興味・関心を高めるための取組を推進します。

(5)生きる力を育む家庭でのジェンダー平等の推進

ジェンダー平等の視点に配慮した家庭教育学級の取組を推進します。

家庭教育学級指導者に対してジェンダー平等に関する情報提供や研修の機会を充実します。

7



令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

公立幼稚園・公立認定こども園において、
人権教育を推進するにあたって茨木市立
幼稚園教育課程基準に位置づけ、男女を
区別することなく、個人を尊重した保育に
取り組んだ。公立保育所において、「茨木
市人権保育基本方針」・「茨木市人権保育
カリキュラム」や保育所保育指針に基づ
き、男女を区別することなく、個人を尊重
した保育に取り組んだ。

男女の区別なく、一人ひとりが大切な仲間で
あるということを、遊びを中心とした生活の
中で、認識できるよう努めた。

男女という意識よりも、一人ひとりを
大事にする保育を目指していくこと
や、性別にこだわらない保育の実践を
することが今後の課題となってきて
いる。

継続 ７，８
保育幼稚
園総務課

「茨木市学童保育指導員要領」をもとに、
人権尊重を基盤とし、男女を区別すること
なく、個人を尊重した保育を行った。

日々の生活や遊びの中で、男女の区別なく、
一人一人がお互いを尊重しながら力を合わ
せ、大切な仲間関係を深めるように努めた。

男女の区別なく、互いを尊重できるよ
う児童を指導するために、研修等を通
じた知識等の充実が必要である。

指導員に対する研
修を充実させ、指
導員要領の改正を
行いながら継続す
る。

学童保育
課

男女混合名簿や性別によらない色分け等、
日々の活動における固定的性別役割分担
意識の解消を図った。

男女混合名簿や性別によらない色分け等の
取り組みにより、日々の活動における固定的
性別役割分担意識の解消を図ることができ
た。

固定的性別役割分担意識の解消につ
いて、引き続き保育所（園）、幼稚園、
学校等での取組を進めていく必要が
ある。

「隠れたカリキュラ
ム」について教職
員間で共通理解を
図る。

学校教育
推進課

子育て関係団体等を対象とした地域子育
て支援者研修において人権やジェンダー
に関するテーマを選定し、研修を開催をし
た。
〔開催〕令和６年５月26日、７月３日、10月
17日、1１月27日

子育て支援関係者に対して、人権やジェン
ダーに関する研修受講の機会を提供でき
た。

次年度も受講者の意見を取り入れつ
つ､研修内容を精査し、実施していく。

継続実施
子育て支
援課

公立幼稚園・公立認定こども園において、
教員及び市職員対象の人権研修に積極的
に参加した。また、園内研修の充実も図っ
た。
保育所において、全保育職員対象の人権
保育研修を実施し、市職員対象の人権研
修を受講した。

公立幼稚園・公立認定こども園において、園
内研修の実施や教員及び市職員対象の人権
研修を受講し、理解を深めた。

研修内容が偏らないよう、研修内容を
精査する必要がある。

継続
保育幼稚
園総務課

教職員に対して、人権研修を実施した。
人権教育研修会
〔実施日〕令和７年１月21日
〔対　象〕市立小中学校教職員
〔テーマ〕ジェンダー平等教育・性の多様性
について

人権研修を行うことでジェンダー平等につ
いて理解を深めることができた。

研修に参加した教職員が各校の教職
員に内容をどのように伝達し、実践を
進めていくのかが課題である。

研修での学びや他
校の取組を自校に
おいて広げること
を促す。

17・116
学校教育
推進課

子どもたち、また教職員自身も、人権意
識・人権感覚を育むことができるよう、
様々な研修を実施した。

①違いを超えて共に生きる～コミュニケー
ションについて考える～
　吉川　ヒロさん
②通常の学級における日本語指導の必要
な児童生徒の理解と支援の在り方につい
て
　立命館大学　嘱託講師　山田　文乃　氏
③SNSによる人権侵害の現状と防止
　NIT情報技術推進ネットワーク株式会社

教職員の人権感覚を高めるため、当事者か
ら学ぶ研修や様々な人権課題に関する研修
を実施した。

教職員が、学級及び学校全体で人権
意識や人権感覚を高め取組を進める
こと、また、多様性を育むことができ
るようになること。

今後も継続して研
修の充実を図って
いく。

教育セン
ター

スクールカウンセラーやスクールソーシャ
ルワーカーと連携して、こころのケアを
図った。

スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーと連携して、こころのケアを図るこ
とができた。

教職員のジェンダー平等の視点を高
めるための研修の充実

引き続き、スクー
ルカウンセラーや
スクールソーシャ
ルワーカーと連携
してこころのケア
を図る。

85
学校教育
推進課

幼児・児童・生徒・保護者・教職員の教育に
関する悩みについて、教育相談を実施し
た。
①電話教育相談　149件　   151回
②心理相談　　  　157件　2,160回
③言語教育相談　165件     907回
④不登校相談　　   74件　   284回
⑤発達相談　　　  884件　3,835回
⑥巡回相談                         79回
⑦特別教育相談　 14回実施37ケース

相談者のニーズにタイムリーに対応し、教育
相談を実施できた。

多様化するケースの保護者や子ども
に寄り添う相談支援を行っていくこ
と。

今後も保護者や子
どもに寄り添う相
談支援を行ってい
く。

教育セン
ター

（具体的施策　１）子どもの頃からジェンダー平等への理解の促進と将来を見通した自己形成支援

3

施策内容

1

保育所（園）、幼稚園、学校等で
の固定的な性別役割分担意識
の解消に努めるとともに、人権
尊重を基盤にした一人ひとり
を尊重する教育・保育、ジェン
ダー平等観の形成を図るため
の教育・保育を充実します。

2

ジェンダー平等についての理
解を深めるため、保育・教育関
係者に対する研修を充実しま
す。

ジェンダー平等の視点に配慮し
たこころのケア、教育相談を実
施します。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

主体的に活動する環境を整え、遊びを中心
とした生活の中で、「幼児期に育みたい資
質・能力」及び「幼児期の終わりまでに育み
たい10の姿」を意識した保育・教育の推進
を図った。

「幼児期の終わりまでに育みたい10の姿」を
ふまえて「幼児期に育みたい資質・能力」を
意識した保育・教育を推進することで、小学
校への学びの連続性について理解を深める
ことができた。

更に小学校とのつながりを意識して
「学びに向かう力」を育んでいくため
に非認知能力についても実践的な取
り組み等を考えていくことや、自尊感
情を今以上に高めていくことが、今後
の課題となる。

継続
保育幼稚
園総務課

各校の推進担当者に対して、研修を実施し
た。
キャリア教育担当者会
〔実施日〕令和６年４月１７日
　　　　　　令和7年2月13日
〔対　象〕市立小中学校教職員
〔テーマ〕キャリア教育の推進

各校の取組をPDCAチェックシートで振り返
り、成果と課題を明らかにし、好事例の紹介
を行い年齢に応じたキャリア教育を推進す
ることができた。

キャリアパスポートやいま未来手帳の
活用方法の工夫

幼児期から系統立
てた取組を行う。

学校教育
推進課

5 全中学校で職場体験学習を実施した。
中学校で職場体験学習の実施をすることで
働くことへの理解を深めることできた。

子どもたちの「将来の夢」に関する回
答が、学年が上がると肯定的評価の
割合が減少する傾向にある。

引き続き全中学校
で職場体験学習を
行う。

学校教育
推進課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

幼児が異文化に触れる機会を取り入れ、
日々の保育の中で指導内容や指導方法に
ついて工夫した。
必要に応じて幼児及びその保護者に対し
て、通訳者の派遣を実施した。

日々の保育実践を工夫するとともに、必要
に応じて幼児及びその保護者に対して、通
訳者の派遣を実施することにより、友だち、
家族、地域など社会とのつながりについて
丁寧に伝えることができた。

就学が近づいてくると、社会の情勢や
日本以外の国に対しても意識が持て
るように、保育の中の視野を広げてい
くことが今後の課題となる。

継続
保育幼稚
園総務課

各校の外国にルーツを持つ子どもたちを
対象にワールド教室を実施した。

ワールド教室を実施することで外国にルー
ツを持つ子どもたちの自尊感情を高め、主
体性を確立するための支援を行うことがで
きた。

自宅から会場までが遠く、送り迎え等
により支援が必要な子どもの中には
参加が厳しい。

定期的にワールド
教室の案内を小中
学校に行い、各校
で多文化共生の意
識を醸成するため
の取組を推進す
る。

学校教育
推進課

小学生、中学生に人権・男女共同参画啓発
リーフレット、カレンダーを配布した。
・小学4年生向けリーフレット：4コマまんが
で考えよう　人権ってなんだろう？
3,800部発行
・中学1年生向けカレンダー：みんなで
Happyにニャろう!!～身のまわりの人権
を考える～3,600部発行

市内の小学4年生にリーフレット、中学1年生
にカレンダーを配布するとともに、各教室に
も掲示してもらい、通年を通して、身の回り
の様々な人権課題に気づくきっかけとなる
情報を提供することができた。

引き続き、用語や掲載情報について
見直していく必要がある。

わかりやすい表現
を意識するととも
に、必要に応じて
新しいテーマを取
り入れた情報内容
とする。

人権・男
女共生課

公立幼稚園・公立認定こども園において、
人権教育を推進するにあたって茨木市立
幼稚園教育課程基準に位置づけ日々の保
育の中で取り組んだ。公立保育所におい
て、「茨木市人権保育基本方針」・「茨木市
人権保育カリキュラム」や保育所保育指針
に基づき、日々の保育の中で取り組んだ。

様々な遊びや活動を通して、一人ひとりを大
切にしながら、幼児同士が温かい人間関係
を結んでいけるような仲間づくりに努めた。
互いの良さや違いに気づき、認め合えるよ
うな保育・教育を推進することができた。

今後も引き続き取り組みを継続して
いく。

継続 1
保育幼稚
園総務課

さまざまな人権学習の具体的な取組のモ
デル案を示した「人権教育授業プラン集
パートⅢ」を教職員に配布し、人権課題の
一つである性的マイノリティへの理解促進
を図った。

「人権教育授業プラン集パートⅢ」を活用す
ることで多様な性のあり方への理解を深め
ることができた。

当事者の有無に関わらず計画的にて
学習に取組むことが必要である。

「人権教育授業プ
ラン集パートⅢ」の
活用を推進する。

117
学校教育
推進課

施策内容

多様な性のあり方への理解を
深めるため、子ども向けの啓発
冊子等を作成・配布します。ま
た、互いの良さや違いに気づ
き、認め合えるような保育・教
育を推進します。

7

子どもたちが自尊感情を高め、
性別にとらわれることなく主体
的に自分らしい生き方を選択
できるよう、幼児期から年齢に
応じたキャリア教育を推進しま
す。

中学校における職場体験学習
を通じて、働くことへの理解を
深めます。

（具体的施策　３）様々な人との共生への取組の推進

6

外国にルーツを持つ子どもた
ちが自尊感情を高め、主体性を
確立することができるよう、
ワールド教室を実施します。ま
た、幼児期から多様性を尊重し
合い、多文化共生の意識を醸成
するための取組を推進します。

4

（具体的施策　２）性別にとらわれないキャリア教育の推進

施策内容

9



令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

キッズスポーツフェスタについて、令和5
年度から引き続き２日間開催及び実施競
技を増やし、参加枠を拡大した。22競技に
延べ1,343人が参加した。

令和6年度に限り開催場所を南及び東市民
体育館で開催した結果、地域の小学校から
の参加者が増加し、キッズスポーツフェスタ
の認知度が向上した。また、当選結果の通知
を早めた結果、参加率が9割を超え、効果的
なイベント実施となり、子どもたちに貴重な
スポーツ体験の機会を提供できた。

令和5年度から2日間開催としたこと
で参加者は拡大したが、各競技の教
室の入会につながるケースが少ない
ため、各地域で開催している教室や受
講生の声などを伝え、継続してスポー
ツに親しんでもらえるよう工夫する必
要がある。

幼少期におけるス
ポーツ体験は健全
な発育に重要であ
ることから、引き
続きスポーツ機会
の提供に努める。

スポーツ
推進課

市内中学生の職業体験を受け入れ、また、
市内中学校からの男女共生センターにつ
いてのインタビューに職員にて対応したほ
か、府立高等学校から依頼を受け生徒の
男女共生に関するプレゼンテーションへの
意見付与を行った。

本市の男女共同参画の取組や男女共生セン
ターの役割について理解を深めてもらった。

作業等を実施していただきながらも
男女共生について学べるようなプロ
グラムを研究していきたい。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

ユースプラザ事業において、調理実習、
キャンプ、各種スポーツなどの社会体験
を、男女の区別なく実施した。
〔開催回数〕　　　　　312回

男女を区別することなく、様々な取組を実施
することで、利用者に多様な機会を提供する
ことができた。今後も、男女の区別なく社会
体験を推進する。

生きづらさを抱えた方を含めいろい
ろな方に参加してもらいたいことか
ら、中学校等に広く周知する必要があ
る。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

市内の公立高校3校で、子育て中の親子と
関わる機会をもつ「ふれあいまなび事業」
を実施した。
延べ参加者保護者143人　こども143人
（A校保護者88人こども90人/B校保護者
51人こども49人/C校保護者4人こども4
人）

命の大切さについてこどもに直接ふれるこ
とで、また保護者の話を聞くことで伝えるこ
とができた。また、子育て環境についても生
徒が知る機会となった。

引き続き次世代を担う生徒に協力し
ていただけるように関係機関に働き
かけていく。

継続実施 78・79
子育て支
援課

公立幼稚園・公立認定こども園において、
人権教育を推進するにあたって茨木市立
幼稚園教育課程基準に位置づけ、日々の
保育の中で取り組んだ。公立保育所におい
て、「茨木市人権保育基本方針」・「茨木市
人権保育カリキュラム」や保育所保育指針
に基づき、日々の保育の中で取り組んだ。

様々な遊びや活動を通して、一人ひとりを大
切にしながら、幼児同士が温かい人間関係
を結んでいけるような仲間づくりに努めた。
また、互いの良さや違いに気づき、認め合え
るような保育・教育に努めた。

今後も継続していくことが大事であ
り、若い職員にも伝えていくことが今
後の課題である。

継続 1
保育幼稚
園総務課

体験活動については、必要な対策を講じて
実施した。
〔実施事業名〕
　①子どもセミナー
　②青少年野外活動センター主催キャンプ
　③小学校自然宿泊体験学習受入
〔実施回数・参加者〕
  ①41回／755人
  ②11事業／2,047人
　③30校／2,757人
〔場所〕
　①上中条青少年センター・各いのち・愛・
ゆめセンター
　②・③青少年野外活動センター

子どもセミナーでは、季節を感じられる企画
を含め、ものづくりを中心とした様々な体験
の場を提供することができた。
青少年野外活動センターでは、学齢や目的
別に様々なキャンプを展開し、体験活動の場
を提供することができた。

今後も実施内容・テーマを検討しなが
ら開催する。

引き続き継続し、
事業を実施する。

社会教育
振興課

固定的性別役割分担意識にとらわれない
職場体験学習や野外体験活動を実施した。

職場体験学習や野外体験活動を通じてジェ
ンダー平等や男女共同参画について学ぶこ
とができた。

固定的性別役割分担意識の強い子ど
もたちへのアプローチが必要である。

固定的性別役割分
担意識にとらわれ
ない職場体験学習
や野外体験活動を
実施していく。

学校教育
推進課

理工系分野への興味・関心を高める機会の
提供として、リコチャレ　in ローズＷＡＭを
開催した。
〔実施日〕
①令和6年7月26日（金）
②令和6年８月2日（金）
③令和6年８月3日（土）
〔内容〕
①「無重力の実験教室」
②「夏休みの自由研究　吸水性物資、水と
油」
③「身の回りで活やくする科学の力」

〔参加人数〕
①25人
②9人
③15人

内容的に性別にこだわったものではない
が、特に理系女子（リケジョ）の育成を目指
し、将来の進路選択において、性別にとらわ
れない決定ができるよう、講座を開催した。
申込・満足度ともに高い講座であった。

今後は、ロールモデルとなる理系の女
子学生等を講師に招き、経験や考え
をお聞かせいただく等、よりモチベー
ションが上がるような効果的な講座
を実施する。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

土曜科学教室・茨木市相馬芳枝科学賞を
実施した。
【相馬芳枝科学賞】
令和6年11月9日、10日　来場者611人
【土曜科学教室】
令和6年５月～令和7年２月　４回実施　参
加者数　89人

相馬芳枝賞は、茨木市立小中学校から作品
の提出があった。また、茨木市内の高等学校
１校が科学教室を開催し、科学に対する関心
が高まった。また、土曜科学教室ではどの講
座も定員に達しており、児童のニーズに応じ
た計画ができた。

理工系分野へ興味・関心が高まるよ
う、様々な取組を行い、参加人数を増
やしていくこと。

今後も様々な取組
を行っていく。

教育セン
ター

施策内容

（具体的施策　４）子どもや若者のための学習や体験活動の推進

子どもたちの理工系分野への
興味・関心を高めるための取組
を推進します。

9

子どもや若者が学習や体験活
動を通してジェンダー平等につ
いて学べる機会を充実します。

8

10



令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

10

児童の保護者が家庭教育の重要性を認識
し､子どもの育成に必要な知識と技術につ
いて学習し､家庭の教育力の向上を図るた
め、市内各小学校区に学級(10学級)を開
設した。「人権」「親学習」等を学習項目とし
て、年間を通じて自主的に学習や情報交換
等の活動を行った。
〔実施日〕令和６年5月～令和７年2月

令和6年度から従来の事業委託形式の見直
しを図るなど、参加者負担軽減の取り組みを
行った。

負担軽減の取り組みを行っているが、
参加者数は減少している。

社会的課題を踏ま
えた学習機会の提
供に努めるととも
に、保護者の自主
性に依存した従来
型事業の継続は今
後より困難になる
ことを見込み、新
たな実施手法を検
討していく。

12・26・
54・78

社会教育
振興課

11 該当事業なし
社会教育
振興課

子育てフリースペースわっくるにて、パパ
向けの講座を開催した。

実施時期や参加条件を工夫し、多くの方に
参加していただくことができた。

継続実施
26・78・
79

子育て支
援課

児童の保護者が家庭教育の重要性を認識
し､子どもの育成に必要な知識と技術につ
いて学習し､家庭の教育力の向上を図るた
め、市内各小学校区に学級(10学級)を開
設した。「人権」「親学習」等を学習項目とし
て、年間を通じて自主的に学習や情報交換
等の活動を行った。

令和6年度から従来の事業委託形式の見直
しを図るなど、参加者負担軽減の取り組みを
行った。

負担軽減の取り組みを行っているが、
参加者数は減少している。

社会的課題を踏ま
えた学習機会の提
供に努めるととも
に、保護者の自主
性に依存した従来
型事業の継続は今
後より困難になる
ことを見込み、新
たな実施手法を検
討していく。

10
社会教育
振興課

ジェンダー平等の視点に配慮し
た家庭教育学級の取組を推進
します。

12

ジェンダー平等の視点に配慮し
た子育てや教育に関する講座
等、子育て家庭への学習機会を
提供するとともに、講座の内容
や開催方法について工夫しま
す。

家庭教育学級指導者に対して
ジェンダー平等に関する情報
提供や研修の機会を充実しま
す。

（具体的施策　５）生きる力を育む家庭でのジェンダー平等の推進

施策内容

11
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17
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19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

（7）市職員・教職員に対する研修の充実

男性にとってのジェンダー平等の意義について理解を促進するための学習機会を提供します。

男性が相談しやすい体制の整備を図ります。

女性の様々なチャレンジを応援するため、子育て世代向けの就労支援フェアを開催するほか、女性向け起業セミナーやチャレンジ応援セミナー等の多様な学
習機会を提供します。

５　メディアを活用したジェンダー平等の推進

基本目標２　あらゆる世代におけるジェンダー平等の推進

　あらゆる世代の人々がジェンダー平等への興味や関心を高めたり、固定的な性別役割分担意識や性別によるアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）を解消したりすることが
できるよう、ジェンダー平等に関する広報・啓発活動の充実や学習機会の提供を行います。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

３　固定的な性別役割分担意識解消のための広報・啓発活動の充実

(6)固定的な性別役割分担意識解消のための広報・啓発活動の充実

男女共同参画講演会や人権を考える市民のつどい等を開催するほか、広報紙や市ホームページ、SNS等の多様な媒体を活用し、固定的な性別役割分担意識
の解消に関する広報・啓発活動を実施します。

（8）生涯学習に関する情報提供と学習機会の提供

生涯学習に関する情報を、様々な機会、媒体を通して提供します。

ローズWAM等を活用して、女性の芸術や文化、ものづくり等の表現活動を支援します。

４　男性にとってのジェンダー平等の推進

 (10)男性にとってのジェンダー平等に関する啓発や学習機会等の提供

ジェンダー平等に関する啓発冊子等を作成するとともに、市公式総合アプリやSNSを活用するなど、情報発信方法を工夫します。

ローズWAMや社会教育施設等においてジェンダー平等の視点を持ち、様々な講座を開催します。

様々な学習機会に誰もが参加しやすいよう、開催日時・場所等について工夫します。また、子育て世代が講演会や審議会等へ参加できるよう、一時的に子ど
もを預かる出前型一時保育を実施します。

(9)女性のチャレンジに関する情報提供と講座の開催

セミナーやイベントの企画・運営等の実践的な活動を通して、女性のエンパワメント支援をします。

固定的な性別役割分担意識の解消について地域団体への働きかけを行います。

市民や地域団体等と連携・協働して、講座や研修の実施等に取り組みます。

ジェンダー平等の視点に配慮した施策や教育の推進に向け、市職員・教職員に対する研修や啓発、情報提供を充実します。

市民や地域団体・市内事業所等がジェンダー平等の視点に配慮した表現について学べる機会の充実を図ります。

(13)情報教育の推進

男性が家事、育児、介護等、生活者としての能力を身につけるための各種講座を開催します。また、学習ニーズの把握に努めるとともに、オンラインによる開
催や参加しやすい日時の設定など、参加者増加に向けた工夫をします。

市内事業所に対して、男性が家庭や地域活動、市民活動へ参画できるよう、男性中心の働き方等を前提とした労働慣行の見直しやワーク・ライフ・バランスに
ついての啓発や情報提供を推進します。

(11)男性のネットワーク支援

男性の家事や子育て、地域活動等への参画を促進するための各種講座を開催するとともに、若者、子育て中の父親、定年前後の男性、介護を担う男性等の
ネットワークづくりを支援します。

インターネット等メディアの利用による性被害等の被害者にも加害者にもならないよう、学校教育、社会教育等を通じて、情報処理・情報発信能力を身につけ
るとともに、情報を主体的に収集・判断等できる能力（メディア・リテラシー）を育みます。

(12)多様な媒体による広報や啓発の充実

広報誌や市ホームページ、SNS等多様な媒体を活用し、ジェンダー平等に関する情報発信を行うとともに、ジェンダー平等の視点に立った表現やイラストを使
用するよう配慮します。

広報誌や市民ハンドブック等の市刊行物において、「表現ハンドブック」を活用するなどにより、固定的な性差観にとらわれない、人権尊重の表現を推進しま
す。

中高年層や生活に困難を抱える人々を対象に、ワード、エクセル等の活用に関する講座など情報化に対応できる能力を育む機会を提供し、情報格差を解消し
ます。

様々なチャレンジに関する情報を収集し、多様な媒体を通じて情報提供をします。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

人権意識の普及・高揚を図るため、「人権
週間」にあわせて、著名人を招き、茨木市
人権センターや教育委員会と共催で講演
会を実施した。

〔実施日〕令和6年12月20日
〔対象者〕市民
〔参加者〕会場入場321人、オンライン配信
の視聴回数延べ254回
〔テーマ〕「自分に向き合って見つけた夢－
人との絆を深めて－」
〔講師〕木山　裕策さん(シンガー)
〔場所〕市民総合センター(クリエイトセン
ター)センターホール

会場入場とオンライン配信を実施した。講演
では、講師の体験談とミニコンサートを実施
し、講師、内容とも高い評価を得られた。

参加者の増のためには、啓発手法、
テーマ設定、講師の選定等、総合的に
検討することが必要となっている。

より多くの方に課
題を認識してもら
えるよう、今後も
継続して実施す
る。

人権・男
女共生課

市ホームページ等を活用し、ワーク・ライ
フ・バランス、両立支援、男性の育児休業等
について掲載し、市内企業における性別役
割分担意識の解消に関する広報・啓発活動
を実施した。

市ホームページ等を活用して、段階的に施行
される育児・介護休業法について、厚生労働
省のホームページを通じて制度を情報提供
することができた。

今後も継続して関係課と連携し、多様
な広報媒体を活用し、固定的な性別
役割分担意識解消のための啓発を
行っていく。

継続
商工労政
課

14

男女共同参画に関する冊子等を発行し、啓
発を行った。
①WAM通信58号：10,000部
②BOOKガイド：隔月発行各550部

ＷＡＭ通信、ＢＯＯＫガイドについては、その
時々の課題に沿った内容を提供できるよう
継続して実施することができた。

WAM通信については自治会を通し
ての各戸回覧を廃し、WEBでの発行
を検討する必要がある。

今後も継続して実
施する。

53・60
人権・男
女共生課

15

地域の多様な主体が参画し、地域活動の
洗出しから共有、解決方策を検討する協議
の場づくりとして、「地域活動の活性化に
向けたワークショップ」を実施した。
【実施校区】
2校区（西、天王）

ワークショップには、地域の多様な団体から
老若男女を問わず参加していた。地域課題
の共有や地域の将来像についての意見交換
を通して、より多くの方が地域活動に幅広く
関われる方策を考える一助となった。

ワークショップの手法を用いた協議の
場づくりが各地域組織の話し合いに
おいて浸透するよう、ワークショップ
には、幅広い年代層と男女問わず参
画できるように周知することが重要
である。

継続
地域コ
ミュニ
ティ課

自治会や地域活動について、自治会連合
会と連携し、シニアカレッジ「いこいこ未来
塾」で講座を行った。
日時：令和6年７月７日（日）午前10時～１
２時
場所：高齢者活動支援センター・シニアプラ
ザいばらき
対象：地域活動体験コース　受講生15名
テーマ：茨木市の地域活動（自治会）はどう
なっているの？
講師：茨木市自治会連合会会長
　　　　地域コミュニティ課職員

自治会の役割をはじめ、自治会活動に関す
るアンケート調査の結果を踏まえた加入促
進の取組や地域活動の活性化に向けた取組
を紹介した。また、茨木市自治会連合会の会
長より、地域組織間の協議の場づくりの大切
さなどを事例を踏まえて紹介し、地域活動
は、老若男女を問わず、協力して取り組むこ
とが大切であることを周知することができ
た。

今後も継続して実施し、地域活動への
参画につながるよう啓発に努める必
要がある。

継続
地域コ
ミュニ
ティ課

（１）男女共同参画社会推進登録団体の活
動を支援した。
〔登録団体数〕1５団体
〔支援内容〕
登録団体連絡会の開催支援
登録団体が行う男女共同参画推進活動の
支援

（２）男女共同参画に取り組む市民団体の
活動を支援した。
〔実施事業名〕①チャレンジ企画
　　　　　　　②ジョインと企画
　　　　　　　③WAMcafe企画
〔企画数〕①３企画②２企画③８企画

チャレンジ企画やジョインと企画、
WAMcafe企画を通して、男女共同参画社
会の推進に取り組む団体を支援し、団体活
動の活性化を図ることができた。

今後は、大学等と連携することで、若
年層の視点を取り入れた事業を実施
する。
WAMＣａｆｅについては、単なる会議
室代わりの利用ではなく、場所を活か
した交流の場となるような企画を期
待したい。

今後も継続して実
施する。

32
人権・男
女共生課

施策内容

16

ジェンダー平等に関する意識や実態、取組状況等について継続的に調査・分析を行います。

ジェンダー平等に関する啓発
冊子等を作成するとともに、市
公式総合アプリやSNSを活用
するなど、情報発信方法を工夫
します。

性別による格差や不平等の実態を把握し、その解消を図るとともに、施策の立案に役立てるため、男女別データを収集します。

統計や調査・研究結果を市ホームページや茨木市統計書等で公表し、データを提供します。

国際的な視点に立ったジェンダー平等に関する資料の収集と情報提供を推進します。

男女共同参画講演会や人権を
考える市民のつどい等を開催
するほか、広報紙や市ホーム
ページ、SNS等の多様な媒体
を活用し、固定的な性別役割分
担意識の解消に関する広報・啓
発活動を実施します。

情報通信技術（ICT）を活用してジェンダー平等に関する資料等を提供します。

(15)ジェンダー平等に関する情報提供機会の充実

(14)ジェンダー平等に関する調査・研究、情報収集の充実

（具体的施策　６）固定的な性別役割分担意識解消のための広報・啓発活動の充実

13

固定的な性別役割分担意識の
解消について地域団体への働
きかけを行います。

ローズWAMや図書館等が連携し、ジェンダー平等に関する各種資料に親しめる機会を充実します。

市民や地域団体等と連携・協働
して、講座や研修の実施等に取
り組みます。

13



令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

（１）市職員を対象に、多様性理解研修を実
施した。
〔実施日〕令和６年10月2日
〔対象者〕新任課長級職員
〔受講者数〕14人
〔講　師〕株式会社　自然総研　講師　黒野
正和　氏

（２）市職員を対象に、ハラスメントに関す
る研修を実施した。
〔実施日〕令和６年8月5日
〔対象者〕新任係長級職員
〔受講者数〕26人
〔講　師〕人権・男女共生課職員

研修の実施により、市職員を対象に、男女共
同参画意識の醸成を図ることができた。継
続して実施する。

実施方法やテーマ等の見直しを含め、
引き続き、各職員の男女共同参画意
識の醸成を図る。

継続 51・64・65 人事課

教職員に対して、人権研修を実施した。
人権教育研修会
〔実施日〕令和７年１月21日
〔対　象〕市立小中学校教職員
〔テーマ〕ジェンダー平等教育・性の多様性
について

人権研修を行うことでジェンダー平等につ
いて理解を深めることができた。

研修に参加した教職員が各校の教職
員に内容をどのように伝達し、実践を
進めていくのかが課題である。

研修での学びや他
校の取組みを自校
において広げるこ
とを促す。

2
学校教育
推進課

教育課題別研修で、人権教育研修をテーマ
別に実施し、教職員の人権教育に対する意
識の向上に務めた。
［内容］
①集団づくり
②支援教育
③ジェンダー平等
④多文化共生と在日外国人教育
⑤同和問題

社会の変化に伴う価値観の多様化の中で、
教職員が人権教育の重要性に対する認識を
高め、子どもたちの人権感覚を育むことが
できるよう研修を実施することができた。

教職員が、学級及び学校全体で人権
意識や人権感覚を高め取組を進める
こと、また、多様性を育むことができ
るようになること。

今後も継続して研
修の充実を図って
いく。

教育セン
ター

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

18
ホームページ等において、「生涯学習情報
誌」等の生涯学習情報の発信を行った。

ホームページや「生涯学習情報誌」等、様々
な媒体を通して、情報提供を行うことができ
た。

引き続き、「生涯学習情報誌」やホーム
ページの活用に加え、SNS等の活用
に努める。

今後も継続して実
施する。

文化振興
課

料理未経験者や経験者のレベルに合わせ
た講座を開講し、男性の料理技能向上の機
会を提供した。

講座の開講により、男性の料理技能向上に
寄与することができた。

引き続き、生涯学習の取り組みを通じ
て、より多くの機会を提供できるよう
に努める。

今後も継続して実
施する。

25・26・
78

文化振興
課

広く市民等を対象に、男女共同参画講演会
や男女共同参画基礎講座など、男女共同
参画に関する講座等を開催した。
年間開催回数　１１０回
のべ3,357人参加

令和５年度に実施していた相談員による講
座は相談員の異動に伴い休止したため、トー
タルの実施回数・参加人数の減少があった。
引き続きオンライン開催やＳＮＳも活用しな
がら啓発を継続した。今後も、様々な媒体を
活用した講座や情報発信を実施する。

旬のテーマや希望の多いものなど、
ニーズを反映したものをタイムリーに
実施できるようにする。

今後も継続して実
施する。

81
人権・男
女共生課

〔目的〕
　市内各地域において、昨今の人権に関する問
題の周知を図り、人権啓発を推進するため
〔概要〕
①「思春期の子どもたちに届けた絵本につい
ての紹介」をテーマに、小学生とその保護者を
対象とした講演会
②「もう不登校で悩まない！おはなしワクチ
ン」をテーマとした講演会
③「人権落語：笑いでコミュニケーション　知ら
なかったではダメ！」をテーマとした講演会
④児童養護施設［レバノンホーム」、及び安威小
学校区内における人権啓発推進の概要につい
て学ぶ講習会
⑤「人権落語：笑いがつなぐ気づきと学び」を
テーマに、笑うことの権利を、戦争や紛争で侵
害されてしまう人々の実態について学ぶ講演
会
〔実施日〕
①令和６年６月15日（土）、②９月28日（土）、
③令和７年１月19日(日)、④２月５日(水)、⑤
２月22日（土）
〔対象者〕
市民
〔参加者〕
346人(合計数)（①穂積150人、②沢池50
人、③清溪50人、④安威31人、⑤郡山65人）
〔場所〕
①穂積小学校、②沢池コミュニティセンター、
③清溪公民館、④安威公民館、⑤郡山公民館

各地域において、人権に関するさまざまな
テーマの講演会等が実施されたため、より多
くの参加者と、人権にまつわる課題及びそれ
に対する解決策等について共有することが
できた。

地域住民の要望に沿った形で、各公
民館において人権に関する講演会等
を開催することにより、各地域課題の
解決の一助となれるよう取り組む必
要がある。

各公民館におい
て、テーマや手法
を工夫しながら、
人権に関する学習
会を積極的に実施
していく。

社会教育
振興課

乳幼児と保護者が一緒に参加できる読み
聞かせ講座や、保護者向けのこどもの本の
読書講座を実施した。
〔実施回数〕３回、〔参加者〕1００人

性別を問わず子育てに関わる大人が参加で
きる講座等を実施することができた。

今後も男女共同参画の視点を持っ
て、講座等を実施する必要がある。

継続
中央図書
館

ローズWAMや社会教育施設
等においてジェンダー平等の
視点を持ち、様々な講座を開催
します。

19

施策内容

（具体的施策　8）生涯学習に関する情報提供と学習機会の提供

施策内容

生涯学習に関する情報を、様々
な機会、媒体を通して提供しま
す。

17

ジェンダー平等の視点に配慮し
た施策や教育の推進に向け、市
職員・教職員に対する研修や啓
発、情報提供を充実します。

（具体的施策　7）市職員・教職員に対する研修の充実

14



20

出前型一時保育およびおにクルイベント保
育として出前型一時保育事業を実施した。
（おにクルイベント保育＝おにクル内でのイ
ベント実施の際におにクル一保育室で一時
保育を行うもの）
〔実施事業名〕出前型一時保育事業（①出
前型一時保育・②おにクルイベント保育）
〔託児担当員派遣件数〕①３１件②７９件
〔保育人数〕 ①１６４人②３４５人
※すくすく親子教室での出前型一時保育
について、令和６年度よりすくすく親子教
室保育士での保育となったため件数等減
少となっている

派遣依頼に対して対応できた。 次年度も継続的に実施する。 継続実施
子育て支
援課

多様な主体による生涯学習の機会を提供
し、生涯学習を体験する機会を提供した。

多様な主体による生涯学習や体験の機会を
提供することにより、表現活動の支援を行う
ことができた。

引き続き、生涯学習センター主催事
業・登録団体による講座開講、舞台発
表や作品展示の機会を提供し、来場
者の生涯学習への参加・参画するきっ
かけ作りを提供する必要がある。

今後も継続して実
施する。

文化振興
課

地域で活動するサークル等に、活動の成果
を発表する機会を提供した。
〔実施事業名〕たそがれコンサート
〔実施日〕令和6年４月～令和7年３月
〔参加〕393人　12団体出演
〔内容〕合唱、楽器演奏　他

コンサート出演の場を提供することで、音楽
による表現活動を支援することができた。

今後も、新たな参加者を募りつつ開催
していきたい。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

22

女性のエンパワーメント支援のため、新た
なチャレンジに進むためのセミナー等を開
催した。
〔実施事業名〕女性のためのチャレンジ応
援セミナー
〔開催日〕①令和6年10月18日
　　　　　②令和6年11月1日
　　　　　③令和6年11月29日
〔参加人数〕①12人、②17人、③15人

女性のためのお金に着目した内容で満足度
の高い講座となった。

昨年より参加者が増加したが、さらに
受講者のニーズにあった内容を検討
する必要がある。

今後も継続して実
施する。

24
人権・男
女共生課

ローズＷＡＭにおいて、男女共同参画に関
する情報の収集、活用、提供を行った。
〔内容等〕・収集資料
　（令和7年３月31日現在）
　 　　　　図書　7,682冊
   　　　　雑誌　1,094冊
  　　　　 ビデオ・ＤＶＤ121点

　　　　　・貸出状況
  　　　　令和6度貸出数3,993点
　 　　　　図書　3,201冊
 　　　　　雑誌　　781冊
   　　　　啓発ＡＶ資料　11点

ＳＮＳでの本の紹介を行うほか、講座等と連
動した本の特集展示を行うなどして、図書の
利用を促進した。

特集展示を行うなど、資料に出会う機
会を継続して設けたが、より一層、図
書館資料を活かした取組みを検討す
る必要がある。

今後も継続して実
施する。

38・39・
139

人権・男
女共生課

（１）広報誌やホームページ、SNS等の多様
な媒体を活用し、職業能力開発講座を行っ
た。

（２）キャリアブランクのある女性向けセミ
ナーを実施した。
〔実施日〕令和７年１月１５日
〔参加者〕９人

今後も継続して関係課と連携し、多様な広報
媒体を活用し、固定的な性別役割分担意識
解消のための啓発を行っていく。

今後も継続して就労者のチャレンジを
支援する事業を実施していく。

継続
商工労政
課

女性の様々なチャレンジを応援するため、
女性のためのチャレンジ応援セミナーを開
催した。

女性のためのお金に着目した内容で満足度
の高い講座となった。

昨年より参加者が増加したが、さらに
受講者のニーズにあった内容を検討
する必要がある。

今後も継続して実
施する。

22
人権・男
女共生課

（１）子育て世代向け就労支援フェアを実施
した。
〔実施日〕令和６年5月28日
〔内容〕相談ブースの設置やセミナーを実
施
〔セミナーテーマ〕
子育て世代のための働くときに知ってお
きたい「お金の話」
〔参加者〕相談ブース10人、セミナー９人

（２）女性向け起業セミナーを実施した。
【女性向け起業セミナー初級編】
　〔実施日〕　①令和6年9月4日 、②令和6
年9月21日
　〔参加者〕　①16人、②15人
【女性向け起業セミナー実践編】
　〔実施日〕　令和6年10月31日、11月7
日、11月２1日、11月27日、12月5日
　〔参加者〕　19人

子育て世代向け就労支援フェアでは、相談
ブースや年収の壁や税金等のお金の話に関
する情報を伝えるセミナーを開催し、子育て
によるブランクがある市民等に寄り添った
支援ができた。
女性向け起業セミナーでは、入門編と実践編
のセミナーを設け、女性の働き方の選択肢
の幅を広げたり、起業へのチャレンジ応援に
つながった。

子育て世代向け就労支援フェアにつ
いては、こどもと参加がしやすい場所
での開催や、さらに就労に踏み込んだ
企業説明会等の取組を実施する必要
がある。
女性向け起業セミナーについては、起
業をめざす方に対しては、引き続き、
個別相談等による支援を行っていく
必要がある。

継続 71
商工労政
課

様々なチャレンジに関する情報
を収集し、多様な媒体を通じて
情報提供をします。

ローズWAM等を活用して、女
性の芸術や文化、ものづくり等
の表現活動を支援します。

様々な学習機会に誰もが参加
しやすいよう、開催日時・場所
等について工夫します。また、
子育て世代が講演会や審議会
等へ参加できるよう、一時的に
子どもを預かる出前型一時保
育を実施します。

施策内容

21

女性の様々なチャレンジを応援
するため、子育て世代向けの就
労支援フェアを開催するほか、
女性向け起業セミナーやチャレ
ンジ応援セミナー等の多様な
学習機会を提供します。

24

（具体的施策　9)女性のチャレンジに関する情報提供と講座の開催

セミナーやイベントの企画・運
営等の実践的な活動を通して、
女性のエンパワメント支援をし
ます。

23

15



令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

料理未経験者や経験者のレベルに合わせ
た講座を開講し、男性の料理技能向上の機
会を提供した。

講座の開講により、男性の料理技能向上に
寄与することができた。

引き続き、生涯学習の取り組みを通じ
て、より多くの機会を提供できるよう
に努める。

今後も継続して実
施する。

19
文化振興
課

男性の家事参画・仕事以外の活動参画を
推進するための各種講座を開催した。
〔内　容〕初心者男の料理教室
〔実施日〕①令和6年６月22日
　　　　　　②令和6年10月26日
　　　　　　③令和7年２月22日
〔参加人数〕①８人　②7人　③８人

〔内　容〕男のヨガ教室
〔実施日〕①令和6年４月20日
　　　　　　②令和6年８月24日
　　　　　　③令和6年12月14日
〔参加人数〕①8人　②6人　③6人

〔内　容〕おとう飯はじめよう！講座 父（祖
父）と子（孫）の料理教室
〔実施日〕令和6年5月27日
　　　　　令和6年7月16日
　　　　　令和6年9月23日
　　　　　令和6年11月18日
　　　　　令和7年1月27日
　　　　　令和7年3月24日
〔参加人数〕96人

市民の方のニーズと内容がマッチしている
人気の講座であり、新規来館者に多く参加し
てもらっている。

男性の家事・育児参画、仕事以外の活
動参画の一助となる講座であるので、
引き続き実施する。

今後も継続して実
施する。

26・29・
65・78・
78

人権・男
女共生課

料理未経験者や経験者のレベルに合わせ
た講座を開講し、男性の料理技能向上の機
会を提供した。

講座の開講により、男性の料理技能向上に
寄与することができた。

引き続き、生涯学習の取り組みを通じ
て、より多くの機会を提供できるよう
に努める。

今後も継続して実
施する。

19
文化振興
課

男性の家事参画・仕事以外の活動参画を
推進するための各種講座を開催した。

市民の方のニーズと内容がマッチしている
人気の講座であり、新規来館者に多く参加し
てもらっている。

男性の家事・育児参画、仕事以外の活
動参画の一助となる講座であるので、
引き続き実施する。

今後も継続して実
施する。

25
人権・男
女共生課

出前講座を通して介護保険サービスに関
する情報を提供した。
〔実施回数〕6回
〔参加者〕122人

令和６年度は出前講座を6回実施し、参加者
122人に対して介護保険サービスに関する
情報提供をした。引き続き出前講座を通して
介護保険サービスの啓発に努める。

今後も継続して実
施する。

78・79
長寿介護
課

（１）①妊娠中から出産・育児について、知
識・技術を学ぶ両親教室（パパ＆ママクラ
ス）を実施した。
〔実施事業名〕パパ＆ママクラス
〔実施回数〕19回
〔参加者〕　853人(うち妊婦431人）

（２）②母子健康手帳交付時に、男性の育児
参加を促すリーフレットを配布した。

両親教室への参加希望者が毎月定員を上
回っていたため、９月から実施回数を増やし
た。
土曜日、日曜日にも積極的に開催している
こともありパートナー参加者も97.7%と高
い。

次年度も継続的に実施する。 継続実施 78・79
子育て支
援課

つどいの広場等において、父親も参加でき
る学習機会を設ける活動を実施した。
〔男性参加イベント数〕579回
〔男性参加者数〕1，406人

父親も参加しやすい土曜日などにイベントの
企画をしたことで男性の子育て参加の促進
をすることができた。

父親も参加できる学習機会を設ける
活動を実施していることを幅広く周
知する必要がある。

SNS等を活用し、
活動の周知に努め
る。

78・79
子育て支
援課

子育てフリースペースわっくるにて、パパ
向けの講座を開催した。

実施時期や参加条件を工夫し、多くの方に
参加していただくことができた。

- 継続実施 12
子育て支
援課

児童の保護者が家庭教育の重要性を認識
し､子どもの育成に必要な知識と技術につ
いて学習し､家庭の教育力の向上を図るた
め、市内各小学校区に学級(10学級)を開
設した。「人権」「親学習」等を学習項目とし
て、年間を通じて自主的に学習や情報交換
等の活動を行った。

令和6年度から従来の事業委託形式の見直
しを図るなど、参加者負担軽減の取り組みを
行った。

負担軽減の取り組みを行っているが、
参加者数は減少している。

社会的課題を踏ま
えた学習機会の提
供に努めるととも
に、保護者の自主
性に依存した従来
型事業の継続は今
後より困難になる
ことを見込み、新
たな実施手法を検
討していく。

10
社会教育
振興課

（具体的施策　10)男性にとってのジェンダー平等に関する啓発や学習機会等の提供

26

男性が家事、育児、介護等、生
活者としての能力を身につけ
るための各種講座を開催しま
す。また、学習ニーズの把握に
努めるとともに、オンラインに
よる開催や参加しやすい日時
の設定など、参加者増加に向け
た工夫をします。

25

男性にとってのジェンダー平等
の意義について理解を促進す
るための学習機会を提供しま
す。

施策内容

16



27

（１）市ホームページ等を活用し、市内企業
に対し、両立支援、育児・介護休業法、働き
方・休み方改善のポータルサイト等の情報
提供を行った。
（２）働きやすい職場づくり推進事業認定制
度を実施した。
また、茨木市産業情報サイト「あいきゃっ
ち」で認定事業所の取組事例や合同就職面
接会で求職者に働きやすい職場づくり推
進事業所の認定を受ける企業を紹介し、他
事業所への自主的取組のを促進した。
〔認定事業所数〕１１事業所

働きやすい職場づくり推進事業認定制度に
ついては、他事業所への自主的取組の推進
につなげることができた。

今後も継続して関係機関と連携し、多
様な広報媒体を活用し、男性にとって
のジェンダー平等解消のための啓発
を行っていく。

継続
46・61・
63・66・
70・83

商工労政
課

28

男性のための電話相談を実施した。
〔実施事業名〕ローズＷＡＭ相談事業
〔事業内容〕男性電話相談
〔相談件数〕34件

相談件数は、昨年と比較して同程度である
ものの、今後も引き続き、相談できる場所の
存在意義を再確認しながら、継続して実施し
ていく。

悩みを相談する男性がまだまだ少な
いと思われる。

今後も継続して実
施する。

103・138
人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

29
男性の家事参画・仕事以外の活動参画を
推進するための各種講座を開催した。

市民の方のニーズと内容がマッチしている
人気の講座であり、新規来館者に多く参加し
てもらっている。

男性の家事・育児参画、仕事以外の活
動参画の一助となる講座であるので、
引き続き実施する。

今後も継続して実
施する。

25
人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

30
広報誌面での表現やイラストについて、
ジェンダー平等の視点立った表現となるよ
う、毎月号、配慮を行った。

引き続き各課と連携し、広報誌やホームペー
ジ等で啓発を行う。

継続
まち魅力
発信課

広報誌、市民ハンドブック等まち魅力発信
課で発行する市刊行物におけるイラストや
写真は「表現ハンドブック」を活用するなど
により、ジェンダー平等の視点に立った表
現をするよう努めた。

ジェンダー平等の視点に立った広報誌等の
作成、読者への意識づけにつながった。

継続
まち魅力
発信課

表現ハンドブックについて庁内いこねっと
や、市ホームページに掲載し、誰もがハンド
ブックにつながることができる環境を作っ
た。

市の刊行物において固定的な性差観にとら
われない表現をするための一助となった。

継続
人権・男
女共生課

男女共同参画社会推進登録団体の活動を
支援した。

チャレンジ企画やジョインと企画、
WAMcafe企画を通して、男女共同参画社
会の推進に取り組む団体を支援し、団体活
動の活性化を図ることができた。

今後は、大学等と連携することで、若
年層の視点を取り入れた事業を実施
する。

今後も継続して実
施する。

16
人権・男
女共生課

市ホームページ等を活用し、市内企業に対
し、男女雇用機会均等へのポジティブアク
ションや両立支援についての情報提供を
通じて雇用・就労におけるジェンダー平等
の啓発を行った。

ジェンダーという言葉を用いた啓発はでき
ていないが、男女雇用機会均等へのポジ
ティブアクションや両立支援等の情報提供を
通じて、雇用・就労におけるジェンダー平等
について、一定の啓発ができた。

啓発について、セミナーやイベントの
機会を活用し、雇用・就労における
ジェンダー平等の視点に配慮した表
現等の情報提供を行う必要がある。

継続
商工労政
課

男性の家事や子育て、地域活動
等への参画を促進するための
各種講座を開催するとともに、
若者、子育て中の父親、定年前
後の男性、介護を担う男性等の
ネットワークづくりを支援しま
す。

31

施策内容

広報誌や市ホームページ、SNS
等多様な媒体を活用し、ジェン
ダー平等に関する情報発信を
行うとともに、ジェンダー平等
の視点に立った表現やイラスト
を使用するよう配慮します。

32

市民や地域団体・市内事業所等
がジェンダー平等の視点に配
慮した表現について学べる機
会の充実を図ります。

（具体的施策　12)多様な媒体による広報や啓発の充実

施策内容

男性が相談しやすい体制の整
備を図ります。

市内事業所に対して、男性が家
庭や地域活動、市民活動へ参画
できるよう、男性中心の働き方
等を前提とした労働慣行の見
直しやワーク・ライフ・バランス
についての啓発や情報提供を
推進します。

広報誌や市民ハンドブック等の
市刊行物において、「表現ハン
ドブック」を活用するなどによ
り、固定的な性差観にとらわれ
ない、人権尊重の表現を推進し
ます。

（具体的施策　11)男性のネットワーク支援

17



令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

情報処理能力向上及びメディアリテラシー
の向上を図るため、パソコン等の講座及び
相談会を実施した。
・パソコン講座
〔実施回数〕2回
〔参加者〕延べ6人
〔実施場所〕総持寺いのち・愛・ゆめセン
ター
・スマートフォン①②相談会・③講座
〔実施回数〕17回（①豊川3回、②沢良宜
12回③総持寺２回）、
〔参加者〕26人（①豊川4人、②沢良宜6
人、③総持寺16人）、
〔実施場所〕①豊川②沢良宜③総持寺いの
ち・愛・ゆめセンター

講座については、申込件数も多く、ニーズが
高い講座を実施することができた。
個別相談会については、概ね一般的なスマ
ホ知識で対応することができた。個別対応
であるため相談者からの満足度も高かっ
た。

講座については、アンケートを参考
に、今後も、ニーズに合わせた講座を
企画し、開催する。
個別相談会については、満足度が高
く、それ以外の相談にも繋がるといっ
た波及効果もあるため、継続して実施
していく。地域においてはニーズを掘
り起こせるよう、周知方法を工夫す
る。また、一定のスマホ知識
（iPhone・android）を職員全員が
共通して持てるよう情報のアップデー
トを行うとともに、相談内容と対応を
共有する。

今後も継続して実
施する。

34
人権・男
女共生課

１人１台端末が配備され、端末の使い方等
も含め全小・中学校において、情報モラル
の育成に努めた。
教職員を対象に情報教育研修を実施した。
(回数：13回 参加人数：384人学校情報
化担当者会を含む)

概ね計画どおり実施できた。

SNS等の利用が低年齢化する中、児
童生徒に情報モラル教育を実施でき
るよう、教職員対象の研修を実施して
いくこと。

今後も充実した研
修を実施するとと
もに、市内の取組
みの共有・発信を
行っていく。

教育セン
ター

ワード、エクセル等の活用に関するきらめ
き講座に加え、タブレット講座やZOOM講
座を実施し、情報化に対応できる能力を育
む機会を提供した。

講座の開講により、能力の育成に寄与する
ことができた。

引き続き、生涯学習の取り組みを通じ
て、情報化に対応できる能力を育む
機会を提供するように努める。

今後も継続して実
施する。

文化振興
課

情報処理能力向上及びメディアリテラシー
の向上を図るため、パソコン等の講座及び
相談会を実施した。

講座については、申込件数も多く、ニーズが
高い講座を実施することができた。
個別相談会については、概ね一般的なスマ
ホ知識で対応することができた。個別対応
であるため相談者からの満足度も高かっ
た。

講座については、アンケートを参考
に、今後も、ニーズに合わせた講座を
企画し、開催する。
個別相談会については、満足度が高
く、それ以外の相談にも繋がるといっ
た波及効果もあるため、継続して実施
していく。地域においてはニーズを掘
り起こせるよう、周知方法を工夫す
る。また、一定のスマホ知識
（iPhone・android）を職員全員が
共通して持てるよう情報のアップデー
トを行うとともに、相談内容と対応を
共有する。

今後も継続して実
施する。

33
人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

35

男女共同参画計画に基づく「男女共同参画
計画推進状況報告書」を作成し、公表した。
〔発行数〕70部
〔送付先〕関係課、関係機関、男女共同参画
推進登録団体
〔公表方法〕市ホームページ、庁内ネット
ワーク「いこ＠ねっと」

各課が男女共同参画の視点を持って事業を
実施することができた。また各取組について
の具体的な課題認識ができた。

担当課によって意識の違いがあるた
め、今後もジェンダー平等の視点の重
要性について各課に働きかけていく
必要がある。

継続 37
人権・男
女共生課

36
ジェンダー平等に関するデータ等につい
て、国・府・マスメディア等からの情報の収
集に努めた。

情報を収集することにより、ジャエンダー平
等に関する動向を把握することができた。

今後とも情報収集に努め、男女間の
不公平等の実態を把握し、その解消を
図るための施策の立案に努める必要
がある。

継続
人権・男
女共生課

各種統計調査の結果や市の人口・世帯数
などのデータについて、市ホームページや
茨木市統計書を通じ、広く情報提供を行う
ことができた。

基礎資料としての使用など、公表データを広
く活用いただくことができた。

データの収集先である企業などの情
報取り扱いの変化等により、非開示と
なるケースが増え、今後どのように茨
木市統計書の充実を図るかが課題。

今後も継続して実
施する。

総務課

男女共同参画計画に基づく「男女共同参画
計画推進状況報告書」を作成し、公表した。

各課が男女共同参画の視点を持って事業を
実施することができた。また各取組について
の具体的な課題認識ができた。

担当課によって意識の違いがあるた
め、今後もジェンダー平等の視点の重
要性について各課に働きかけていく
必要がある。

継続 35
人権・男
女共生課

（具体的施策　14)ジェンダー平等に関する調査・研究、情報収集の充実

施策内容

施策内容

33

インターネット等メディアの利
用による性被害等の被害者に
も加害者にもならないよう、学
校教育、社会教育等を通じて、
情報処理・情報発信能力を身に
つけるとともに、情報を主体的
に収集・判断等できる能力（メ
ディア・リテラシー）を育みま
す。

34

中高年層や生活に困難を抱え
る人々を対象に、ワード、エク
セル等の活用に関する講座な
ど情報化に対応できる能力を
育む機会を提供し、情報格差を
解消します。

（具体的施策　13)情報教育の推進

ジェンダー平等に関する意識
や実態、取組状況等について継
続的に調査・分析を行います。

37
統計や調査・研究結果を市ホー
ムページや茨木市統計書等で
公表し、データを提供します。

性別による格差や不平等の実
態を把握し、その解消を図ると
ともに、施策の立案に役立てる
ため、男女別データを収集しま
す。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

ローズＷＡＭにおいて、男女共同参画に関
する情報の収集、活用、提供を行った。

図書等の貸出件数の減少が見られ、おにク
ルぶっくぱーくの開設の影響を受けたと思
われる。
ＳＮＳでの本の紹介を行うほか、講座等と連
動した本の特集展示を行うなどして、図書の
利用を促進した。

特集展示を行うなど、資料に出会う機
会を継続して設け、図書館資料を活か
した取組みを検討するなどおにクル
ぶっくぱーくとの差別化を図る必要
がある。

今後も継続して実
施する。

23
人権・男
女共生課

図書館のブックスタートの候補本のひとつ
として「へんじゃないもん！」を紹介した。
ローズWAMや図書館の行事のチラシを相
互に設置した。
（「へんじゃないもん！」配布冊数）２冊

ブックスタートでは、絵本を紹介し、提供する
ことができた。

今後もブックスタートで、絵本の紹介
を行う必要がある。また、ローズＷＡ
Ｍや図書館の行事のチラシ等を相互
に設置し、周知を図ることで、資料に
親しめる機会を設ける。

継続
中央図書
館

ローズＷＡＭにおいて、男女共同参画に関
する情報の収集、活用、提供を行った。

国際セクシャリティ教育ガイダンスをはじめ
国際的な視点に立った資料の収集と提供を
行うことができた。

国際的な動きにも注視しながら関連
した資料の収集を行い、情報提供を
行っていく。

今後も継続して実
施する。

23
人権・男
女共生課

図書や電子資料を使って資料提供・情報提
供をした。

関係機関からの情報提供も活用し、多様な
資料を収集し、提供した。

多様な資料を収集し、提供すること
を、継続して取り組む必要がある。

継続
中央図書
館

市ホームページを活用し、ジェンダー平等
に関する情報を提供した。
また、ローズＷＡＭのホームページでは、利
用者の利便性を高めるため、蔵書検索の
機能を設けている。また、アプリ「いばライ
フ」のお知らせ通知機能を活用した情報発
信を行った。

今後もＩＣＴを活用し、ジェンダー平等に関す
る情報の提供に努める。

SNSごとに異なる利用者層別のアプ
ローチが可能か検討する。講座・講演
等のアーカイブ化が可能か研究する。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

インターネットや商用データベースを活用
し、資料提供・情報提供した。
いばらき市電子図書館
ジェンダー平等関連書籍　4点所蔵

商用データベースや電子書籍等で資料・情報
に接する機会を提供することができた。

多様な資料を収集し、提供すること
を、継続して取り組む必要がある。

継続
中央図書
館

施策内容

39
国際的な視点に立ったジェン
ダー平等に関する資料の収集
と情報提供を推進します。

40
情報通信技術（ICT）を活用し
てジェンダー平等に関する資
料等を提供します。

38

ローズWAMや図書館等が連
携し、ジェンダー平等に関する
各種資料に親しめる機会を充
実します。

（具体的施策　15)ジェンダー平等に関する情報提供機会の充実
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

各種審議会等における女性委員登用率を
40％に近づけることを目標として、女性
の登用について各課へ積極的に呼びかけ
た。また、審議会等委員の公募について
は、引き続き、公募実施要領や選任基準等
に関する指針に基づく運用に努めた。

各種審議会等において、委員委嘱の際に女
性委員登用を推進しているが、女性委員登
用率は未だ40％に到達していない。

女性委員登用について、各課への積
極的な呼びかけに加え、審議会等の
委員の選任の際に意識できるように
するなど、別の手法の検討も必要と考
える。

各種審議会等にお
ける女性委員登用
率を40％以上に
できるよう、各課
への周知等、今後
も継続して取組を
進める。

政策企画
課

令和６年4月1日現在で、女性委員の登用
率が34.０％と目標登用率の40％を下
回ったことから、審議会等への女性委員の
登用について、積極的な登用を各課へ依
頼した。

令和５年４月１日時点の女性登用率は
34.7%より下回り、目標の40%には至ら
なかった。

他団体から推薦の場合は、市で委員
の性別を定めることができない場合
もある。
該当する分野の学識有識者に女性が
少ない状況にある。

継続
人権・男
女共生課

42
広報誌・ホームページ等を活用し、市内事
業所に対して、女性の活躍について、啓発
を実施した。

働きやすい職場づくり推進事業所認定制度
において、女性の活躍を推進していること を
の認定基準項目を選択している事業所が多
いことから、一定、取組が進んでいると考え
ている。

今後も継続して、広報媒体等を通じ
て、市内事業所の自主的取組を促進
する。

継続 23
商工労政
課

地域における方針決定過程への女性の参画拡大を図るため、各種団体等に対して女性の積極的登用についての啓発を推進します。

市内事業所や大学等との連携、リーダー養成講座等を通して女性リーダーの発掘・育成を進めます。

８　女性の管理職への登用推進と能力向上機会の充実

 (19)市職員・教職員における女性の管理職への積極的登用の推進

女性の市職員・教職員を各部署の多様なポストに積極的に配置するとともに、キャリアデザインを尊重した適材適所の人材配置を実施するなど、女性の市職
員・教職員の職域・職務拡大を推進します。

(18)市内事業所等における女性の活躍推進のための支援

市内事業所の女性の活躍推進に関する自主的な取組を促進するため、市ホームページやリーフレットにより国等の制度の周知を図ります。

総合評価一般競争入札に女性の活躍推進やワーク・ライフ・バランスの推進等に積極的に取り組む事業所に対する評価を採り入れます。

(17)審議会等への女性の参画拡大のための環境整備

女性人材情報を充実し、活用します。

市内事業所に対して、女性の管理職への登用に関する啓発や情報提供を行います。

基本目標３　意思決定の場への女性の参画拡大

　行政・民間企業ともに意思決定の場における女性の参画の更なる拡大を図ります。また、女性活躍の推進に向けて、意思決定の場で性別にかかわらず能力を発揮できる人材の発
掘・育成を進めます。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

７　女性の参画拡大のための環境整備

(16)　ポジティブ・アクション（積極的改善措置）の推進

審議会等における女性委員の積極的登用や公募による委員の登用促進など、実効性のある取組を検討します。

(20)市職員・教職員における女性の能力向上機会の充実

管理職や中核となる人材の育成に向けて、市職員・教職員が能力向上できる研修を実施します。

（具体的施策　16)　ポジティブ・アクション（積極的改善措置）の推進

女性の市職員・教職員の管理職への登用拡大を図ります。

施策内容

女性の市職員の職域・職務拡大や管理職への登用について、理解が進むよう職員への研修・啓発を行います。

審議会等における女性委員の
積極的登用や公募による委員
の登用促進など、実効性のある
取組を検討します。

41

市内事業所に対して、女性の管
理職への登用に関する啓発や
情報提供を行います。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

43
各課から寄せられる女性人材情報を取り
まとめ、データ化した。

女性人材を探す際のツールの一つとするこ
とができた。

インターネットの普
及により、当事業
の拡充は検討しな
いが、女性人材情
報の一つのツール
として、継続して
実施する。

人権・男
女共生課

44

自主防災会女性部と連携し、地域での防災
活動への女性参画を促進するための女性
防災講座を開催した。
〔内　容〕女性の視点・多様な視点をいかし
た地域防災講座
〔実施日〕令和6年12月22日
〔参加人数〕１９人

能登地震を始めとした近年の地震での課題
や経験を踏まえた多様な視点で防災活動を
考えることができた。

多様な視点で防災活動を考えること
により「みんなが助かる」地域防災に
つながることから、今後もこのような
講座等を開催していく必要がある。

今後も継続して実
施する。

45・54
人権・男
女共生課

45

自主防災会女性部と連携し、地域での防災
活動への女性参画を促進するための女性
防災講座を開催した。
〔内　容〕女性の視点・多様な視点をいかし
た地域防災講座
〔実施日〕令和6年12月22日
〔参加人数〕１９人

能登地震を始めとした近年の地震での課題
や経験を踏まえた多様な視点で防災活動を
考えることができた。

多様な視点で防災活動を考えること
により「みんなが助かる」地域防災に
つながることから、今後もこのような
講座等を開催していく必要がある。

今後も継続して実
施する。

44
人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

関係課と連携し、「女性の活躍推進」を進め
る事業所が増えるようホームページ等で情
報提供した。

「女性の活躍推進」を進める事業所は増加の
傾向にある。ホームページ等で「女性の活躍
推進」に関する取組の推進を図ることができ
た。

継続的な周知が必要である。 継続
人権・男
女共生課

働きやすい職場づくり推進事業所認定制
度を実施した。

働きやすい職場づくり推進事業所認定制度
において、女性の活躍を推進していることを
認定基準項目に設定しており、市内事業所
の自主的取組を促進することができた。

市ホームページの市内事業所向け
ページにおいて、女性活躍推進法に
基づく一般行動事業主計画策定の啓
発を行い、市内企業の女性の活躍を
推進する必要がある。

継続 27
商工労政
課

47
総合評価一般競争入札の評価項目として
男女共同参画への取組状況を採用した。

評価項目として採用することは、計画推進の
観点から今後も継続していく。

評価項目として採用することは、計画
推進の観点から今後も継続していく。

継続して実施す
る。

契約検査
課

施策内容

地域における方針決定過程へ
の女性の参画拡大を図るため、
各種団体等に対して女性の積
極的登用についての啓発を推
進します。

市内事業所や大学等との連携、
リーダー養成講座等を通して女
性リーダーの発掘・育成を進め
ます。

（具体的施策　17)審議会等への女性の参画拡大のための環境整備

施策内容

（具体的施策　18)市内事業所等における女性の活躍推進のための支援

総合評価一般競争入札に女性
の活躍推進やワーク・ライフ・バ
ランスの推進等に積極的に取
り組む事業所に対する評価を
採り入れます。

女性人材情報を充実し、活用し
ます。

市内事業所の女性の活躍推進
に関する自主的な取組を促進
するため、市ホームページや
リーフレットにより国等の制度
の周知を図ります。

46
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

女性の市職員を各部署の多様なポストに
積極的に配置するとともに、キャリアデザ
インを尊重した適材適所の人材配置を推
進した。

各部署の多様なポストへ、女性の市職員の
積極的配置に努めたが、「特定事業主行動計
画」の目標達成には至らなかった。

引き続き、「特定事業主行動計画」に
基づき、女性の市職員のキャリアデザ
インを尊重した多様なポストへの積極
的配置を推進する。

継続 49 人事課

女性の市職員を各部署の多様なポストに
積極的に配置するとともに、キャリアデザ
インを尊重して適材適所の人材配置を推
進した。

各部署の多様なポストへ、女性の市職員の
積極的配置に努めたが、「特定事業主行動計
画」の目標達成には至らなかった。

引き続き、「特定事業主行動計画」に
基づき、女性の市職員のキャリアデザ
インを尊重した多様なポストへの積極
的配置を推進する。

継続 49
教育政策
課

首席・指導教諭の任用について、積極的な
推薦を各学校長に呼びかけた。
〔女性の首席・指導教諭数〕首席１2人、指
導教諭9人

各学校長への呼びかけにより、一定の推進
が図られている。

出産・育児・介護等のライフイベントと
重なることを懸念して、首席・指導教
諭を希望する女性が増えにくい傾向
にある。

今後も各学校長へ
積極的な推薦を呼
びかけていく。

教職員課

女性職員の職域・職務拡大を推進した。

女性職員の職域・職務を限定することなく、
人材配置を行い、推進に努めている。今後も
制限することなく、積極的に職域・職務の拡
大を推進する必要がある。

引き続き女性職員の職域・職務を限
定することなく人材配置を行い、推進
に努めていく。

今後も継続して実
施する。

49
水道部総
務課

妊娠した職員に対して、本人の希望に沿い
ながら、なるべく負担のないよう日勤職に
配置した。

女性職員の総数が少ないため、消防学校教
官等の新たな派遣は行えなかったが、その
中でもなるべく職員の希望に沿いながら、
状況に応じた配置を行うことができた。

女性専用設備の整備を進める必要が
ある。

庁舎改修に合わせ
て女性専用設備の
整備を行い、今後
も引き続き積極的
に職域・職務の拡
大を推進する。

消防本部
総務課

女性の市職員を各部署の管理的地位に積
極的に配置するとともに、キャリアデザイ
ンを尊重した適材適所の人材配置を推進
した。

各部署の管理的地位への女性の市職員の積
極的配置に努めたが、「特定事業主行動計
画」の目標達成には至らなかった。

引き続き、女性の市職員の管理職へ
の登用拡大を推進する。

継続 48 人事課

女性の市職員を各部署の管理的地位に積
極的に配置するとともに、キャリアデザイ
ンを尊重した適材適所の人材配置を推進
した。

各部署の管理的地位への女性の市職員の積
極的配置に努めたが、「特定事業主行動計
画」の目標達成には至らなかった。

引き続き、女性の市職員の管理職へ
の登用拡大を推進する。

継続 48
教育政策
課

女性管理職の登用に向けて、積極的な推
薦を各学校長に呼びかけた。
〔女性の管理職数〕校長10人、教頭6人

各学校長への呼びかけにより、一定の推進
が図られている。

管理職に登用される年齢が下がって
おり、出産・育児等のライフイベントと
重なることを懸念して、管理職を希望
する女性が減少している。

今後も各学校長へ
積極的な推薦を呼
びかけていく。

教職員課

女性職員の職域・職務拡大を推進した。

女性職員の職域・職務を限定することなく、
人材配置を行い、推進に努めている。今後も
制限することなく、積極的に職域・職務の拡
大を推進する必要がある。

引き続き女性職員の職域・職務を限
定することなく人材配置を行い、推進
に努めていく。

今後も継続して実
施する。

48
水道部総
務課

新たに昇任した職員はいなかった。

昇任試験の受験資格の都合上、昇任する機
会のある職員が少なかったため、新たな職
員の昇任には繋がらなかった。ただし本年度
に実施した昇任試験では新たに受験資格を
得た職員が積極的に受験しており、今後の
昇任、しいては管理職への登用の推進に繋
がると考える。

将来的に女性管理職の登用推進をは
かるためには、女性職員の新規採用
者を獲得する必要がある。

引き続き職歴等を
考慮し、登用を推
進する。また女性
の新規採用者の獲
得を推進する。

消防本部
総務課

49

（具体的施策　19)市職員・教職員における女性の管理職への積極的登用の推進

施策内容

女性の市職員・教職員の管理職
への登用拡大を図ります。

48

女性の市職員・教職員を各部署
の多様なポストに積極的に配
置するとともに、キャリアデザ
インを尊重した適材適所の人材
配置を実施するなど、女性の市
職員・教職員の職域・職務拡大
を推進します。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

（１）市職員に対して、自治大学校、JIAM、
JAMP等の派遣研修の参加を推進した。

（２）市職員に対して、管理職を目指す若手
職員に向けて、リーダーシップ研修を実施
した。
〔実施日〕①令和６年10月18日、②令和６
年5月9日、20日
〔対象者〕①在職５年目職員、②主査職員
〔受講者数〕①28人、②79人
〔講　師〕
①ビジネスサポート株式会社　梅原　千草
氏
②株式会社パトス　久保　朋子　氏

【1】自治大学校は長期のため、市職員からの
派遣希望はなかったが、JIAM・JAMPへの
積極的な参加を促すことができた。

【2】研修の実施により、管理職や中核となる
人材の育成に向けて、市職員の能力向上を
図ることができた。

【１】長期間の宿泊型研修だけでなく、
eラーニングにより参加できる研修な
どへの参加も検討する。

【２】引き続き、市職員の能力向上のた
め、体系的な階層別研修の確立や、自
由度の高い選択型研修の充実を推進
する。

継続 人事課

教職員に対して、管理職や首席・指導教諭・
各種主任等を含む中堅教職員を育成する
キャリアステージ・職種別研修を行い
3,175人の参加があった。

計画通り実施できた。また、教職員アンケー
トを実施し、ニーズに対応した研修計画を立
案し、市全体の参加回数増につなげることが
できた。

教職員の資質向上を図るため、教育
課題に対応した研修を行っていくこ
と。

今後も継続して研
修の充実を図って
いく。

教育セン
ター

51

（１）女性の市職員の職域・職務拡大や管理
職への登用について理解が進むよう、キャ
リアデザイン研修を実施した。
〔実施日〕令和６年６月６日、７日
〔対象者〕在職５～９年目および新任主査
職員など
〔受講者数〕43人
〔講　師〕ビジネスサポート株式会社　梅原
千草　氏

（２）男女共生研修の実施【再掲　施策番号
17】

自らのキャリアデザインについて考える機会
を提供するとともに、管理職には女性の市
職員の職域・職務拡大や管理職への登用に
ついて理解を深めることができた。

引き続き、研修の実施により女性の市
職員の職域・職務拡大や管理職への
登用について、理解を促進するため、
研修・啓発を実施する。

継続 17 人事課

（具体的施策　20)市職員・教職員における女性の能力向上機会の充実

施策内容

女性の市職員の職域・職務拡大
や管理職への登用について、理
解が進むよう職員への研修・啓
発を行います。

50

管理職や中核となる人材の育
成に向けて、市職員・教職員が
能力向上できる研修を実施し
ます。
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52

53

54

55

56

57

58

59

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

52

地域の多様な団体から構成し、市に登録の
届出のある地域自治組織を対象に地域活
動支援交付金を交付し、地域課題の自主
的な解決や特色ある活動の促進を支援し
ている。
【交付団体数】
17団体（大池、三島、春日、中津、沢池、彩
都西、玉島、郡、東奈良、山手台、玉櫛、豊
川、畑田、西、郡山、福井、茨木）

地域自治組織は地域の多様な団体から構成
し、地域の情報発信や映画祭、防災訓練など
の特色ある取組みをはじめ、地域行事の充
実や負担軽減など、性別等を問わず、多くの
人が地域活動に参画できる仕組みづくりに
取り組んでいる。その取組の財源として、地
域活動支援交付金などが活用されている。

地域自治組織代表者連絡会などの場
を通して、各地域の取組などの意見交
換の場を設け、交付金の効果的な活
用方法を検討する必要がある。

継続
地域コ
ミュニ
ティ課

（１）茨木市自治会連合会の会報誌やホーム
ページにおいて、地域の取組み事例などを
紹介。また、茨木市住みよいまちづくり協
議会の会報誌において、市民活動団体等
を紹介している。
【連合会の会報誌の発行時期・部数】
　・年２回（８月、３月）、各8,300部
【協議会の会報誌の発行時期・部数】
　・年２回（７月、２月）、各8,400部
（２）その他、令和7年３月１日のいばまちサ
ミットにおいて、地域活動と市民活動の関
わりをテーマに講演会を実施
【講　師】市民活動センター長　入交享子氏
【テーマ】地域活動×市民活動　つなぐ・つ
ながる　みんなの輪

会報誌やHP、講演会などを通して、地域活
動や市民活動の取組を周知することで、地
域課題の解決や活動の新たな展開につなが
る一助となっている。

より多くの人たちが地域活動に関心
をもち、参画できるよう、引き続き地
域活動の取組事例の共有・発信に努
める必要がある。

継続
地域コ
ミュニ
ティ課

男女共同参画に関する冊子等を発行し、啓
発を行った。

ＷＡＭ通信、ＢＯＯＫガイドについては、その
時々の課題に沿った内容を提供できるよう
継続して実施している。

様々な媒体により、多くの人に周知で
きるように、情報発信の方法を工夫す
る必要がある。

今後も継続して実
施する。

14
人権・男
女共生課

自主防災会女性部と連携し、地域での防災
活動への女性参画を促進するための女性
防災講座を開催した。
〔内　容〕女性の視点・多様な視点をいかし
た地域防災講座
〔実施日〕令和6年12月22日
〔参加人数〕１９人

能登地震を始めとした近年の地震での課題
や経験を踏まえた多様な視点で防災活動を
考えることができた。

多様な視点で防災活動を考えること
により「みんなが助かる」地域防災に
つながることから、今後もこのような
講座等を開催していく必要がある。

今後も継続して実
施する。

44
人権・男
女共生課

児童の保護者が家庭教育の重要性を認識
し､子どもの育成に必要な知識と技術につ
いて学習し､家庭の教育力の向上を図るた
め、市内各小学校区に学級(10学級)を開
設した。「人権」「親学習」等を学習項目とし
て、年間を通じて自主的に学習や情報交換
等の活動を行った。

令和6年度から従来の事業委託形式の見直
しを図るなど、参加者負担軽減の取り組みを
行った。

負担軽減の取り組みを行っているが、
参加者数は減少している。

社会的課題を踏ま
えた学習機会の提
供に努めるととも
に、保護者の自主
性に依存した従来
型事業の継続は今
後より困難になる
ことを見込み、新
たな実施手法を検
討していく。

10
社会教育
振興課

地域の実情に合わせたジェンダー平等の地域づくりが進められるよう、地域における主体的な取組を支援します。

地域における課題解決や実践的活動に関する先進事例やノウハウ等の情報を収集するとともに、多様な媒体を活用した情報発信を行います。

市民主体のまちづくりや地域おこしにジェンダー平等の視点が反映されるよう支援します。

地域活動団体や社会教育関係団体のジェンダー平等に関する理解が進むよう、各種講座の開催等、研修機会や内容の充実を図ります。

基本目標４　地域におけるジェンダー平等の推進

　市民一人ひとりが、性別にとらわれず主体的に地域活動へ参画できるよう、地域における様々な活動にジェンダー平等の視点を取り入れ、情報提供や活動支援を行います。また、
防災・復興対策においてもジェンダー平等の視点を取り入れた体制の確立及び環境整備を図ります。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

９　地域の活動におけるジェンダー平等の促進

(21)ジェンダー平等の視点に立って地域団体を運営するための支援

10　防災・復興におけるジェンダー平等の推進

 (22)ジェンダー平等の視点を取り⼊れた防災・復興体制の確⽴

地域防災計画や各種防災マニュアル、避難所運営等にジェンダー平等の視点や高齢者、障害者、外国人、乳幼児のいる世帯等の多様な視点が反映されるよう
取り組みます。

緊急時においても固定的な性別役割分担意識にとらわれず行動ができるよう、平時から多様な人々が協力した地域活動を推進します。

地域の実情に合わせたジェン
ダー平等の地域づくりが進め
られるよう、地域における主体
的な取組を支援します。

（23）防災分野における⼥性の参画の拡大

自主防災組織の意思決定過程への女性の参画を促進します。

出前講座等の防災啓発事業を通じて、地域の防災活動への女性の参画を促進します。

（具体的施策　21)ジェンダー平等の視点に立って地域団体を運営するための支援

施策内容

54

地域活動団体や社会教育関係
団体のジェンダー平等に関す
る理解が進むよう、各種講座の
開催等、研修機会や内容の充実
を図ります。

53

地域における課題解決や実践
的活動に関する先進事例やノ
ウハウ等の情報を収集すると
ともに、多様な媒体を活用した
情報発信を行います。
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（１）地域の多様な主体が参画し、地域活動
の洗出しから共有、解決方策を検討する協
議の場づくりとして、「地域活動の活性化
に向けたワークショップ」を実施した。
【実施校区】
2校区（西、天王）
（２）市内に通う大学生が地域と一緒に
なって地域課題を解決するための協議・提
案・活動する「まちづくり検討会議」を実施
した。
【実施校区】
２校区（福井：歴史探索マップ、ガイドブック
作成、茨木：地域の担い手を広げる仕組み
を検討）

・地域活動の活性化に向けたワークショップ
は、多様な団体から、老若男女問わず参加
し、地域活動に関する意見交換や今後の活
動方策を検討する機会となっている。
・まちづくり検討会議では、普段あまり地域
と関わりのない大学生が活動に参画するこ
とで、新たな活動の展開や固定概念を解消
する一助となっている。

地域活動のワークショップやまちづく
り検討会議の取組が、各地域に浸透
し、担い手のすそ野が広がる取組につ
ながるよう引き続き支援する必要が
ある。

継続
地域コ
ミュニ
ティ課

市民主体でのまちづくり活動の機運が高
まるような支援を行った。具体的には、自
分の趣味・特技をまちづくりに生かす「太
田知恵の和」や、郊外部の住宅地における
暮らしやすさの低下への予防的対応とし
て、大阪大学と連携した「共創ラボ」を実施
し、地域住民との対話やイベントの実施を
行った。

趣味・特技を活かした市民主体のまちづくり
活動を行っており、性別関係なくまちづくり
を実施できている。
プロジェクトによってはコアメンバーの男女
差はなく、それぞれの視点や意見を活かした
まちづくりが進められている。

地元住民にいかに自分事と捉え、まち
づくりに参加してもらえるか、状況に
応じて、適切なアドバイスを行ってい
く必要がある。
また、高校生や大学生など、若い世代
にまちづくりについて知ってもらい、
性別関係なく自分事としてまちづくり
への参加や将来のまちづくりの担い
手に繋がるような取組にしていく必
要がある。

今後も継続して事
業を実施する

都市政策
課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

56

男性参加が多くなる傾向であるが、女性の
参加を促し、女性視点の避難所レイアウト
等の意見を取り入れた。
その結果、自主防災組織５地区で避難所の
ルールやレイアウトでジェンダー平等の視
点を取り入れたマニュアルの作成ができ
た。

男女参画だけではなく、障がいを持たれた
方の参加もあり、様々な視点から避難所レイ
アウトを事前に検討できた。また、発災直後
の避難所の開設・設営の円滑化が期待され
るとともに、地域主体の避難所運営の意識
付けにつながった。

地域によって参加率のばらつきが
あったため、多くの意見を取り入れる
ことができなかった地域がある。

より多くの参加を
呼びかけるよう地
域に案内し、引き
続き実施する

危機管理
課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

57

女性を対象とした女性部会（令和６年８月
30日）、防災女性リーダー講座（令和６年
12月22日）を実施し、延べ41人が参加し
た。地域防災、避難所運営についての講演
やワークショップをとおして自主防災組織
の意思決定過程への女性の参画を促進し
た。

講演会だけではなく、参加者同士でのワーク
ショップをすることで、防災対策の再確認や
共感、気づきにより参加者の防災意識の向
上に寄与した。

昨年度に比べ参加者増になったが、
さらに多くの参加をいただける内容
を検討する。

引き続き実施する
危機管理
課

58
一般の方への講座に加えて、高校や大学
への出前講座を実施し、若い世代への女性
の参画を促進する機会となった。

近年、全国各地で災害が発生していることを
背景に、防災意識が高まる中、女性の参加者
も増加していることから、当該背景はもとよ
り、これまでの促進・啓発の効果が生じてい
ると感じる。

女性への啓発のみならず、男性への
理解・啓発の周知も努める。

引き続き、出前講
座等により啓発
し、女性の参画を
促進していく

危機管理
課

男女問わず地域における防災の中心的な
担い手として活動していただく防災士資
格取得補助を実施。また、地域の防災公園
の研修会を実施した。市主催の避難所開
設・運営訓練では94名に参加いただき、
地震災害市民避難訓練では地域の方に避
難所運営をお手伝いいただいた。

防災公園の研修会は市内にある防災設備の
ある、すべての広域・一時避難地で訓練を3
か年で実施した。施設により使用方法が異
なるため参加者はその違いを認識すること
ができた。地域の訓練でも実施していただ
き、地域住民への啓発に繋がった。

地域の中心を担う方の高齢化が生じ
ている地域もある。
女性をはじめ、若年層の方が参加しや
すい内容等を検討する。

引き続き実施する
危機管理
課

（１）茨木市自治会連合会では、「防災意識
の高揚」を事業として挙げており、会報誌
に防災に関する記事を掲載し、啓発活動を
行った。
「南海トラフ地震への備え」
（令和７年３月発行分：8,300部）
（２）地域自治組織が交付金を活用し、地域
独自で防災訓練を実施するなど、災害時に
は地域住民がお互い協力して助け合える
共助の意識醸成に努めている。

会報誌の情報発信や地域における防災訓練
において、平時より老若男女問わず協力す
る体制の構築や意識啓発に努めている。

地震等の災害が頻発する中で、老若
男女問わず、住民が地域の取組に参
画し、顔の見える関係性を構築できる
よう、啓発に努める必要がある。

継続
地域コ
ミュニ
ティ課

施策内容

55
市民主体のまちづくりや地域
おこしにジェンダー平等の視点
が反映されるよう支援します。

59

緊急時においても固定的な性
別役割分担意識にとらわれず
行動ができるよう、平時から多
様な人々が協力した地域活動
を推進します。

自主防災組織の意思決定過程
への女性の参画を促進します。

出前講座等の防災啓発事業を
通じて、地域の防災活動への女
性の参画を促進します。

（具体的施策　22)ジェンダー平等の視点を取り⼊れた防災・復興体制の確⽴

施策内容

地域防災計画や各種防災マ
ニュアル、避難所運営等にジェ
ンダー平等の視点や高齢者、障
害者、外国人、乳幼児のいる世
帯等の多様な視点が反映され
るよう取り組みます。

（具体的施策　23)防災分野における⼥性の参画の拡大
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60

61

62

63

64

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

男女共同参画に関する冊子等を発行し、啓
発を行った。

ＷＡＭ通信、ＢＯＯＫガイドについては、その
時々の課題に沿った内容を提供できるよう
継続して実施している。

様々な媒体により、多くの人に周知で
きるように、情報発信の方法を工夫す
る必要がある。

今後も継続して実
施する。

14
人権・男
女共生課

（１）市ホームページ等を活用し、市内企業
に対し、男女雇用機会均等法に基づく雇用
及び待遇の確保について啓発活動を実施
した。

（２）三島地域4市1町が各地域において、
労働問題や労働法制をわかりやすく解説
する「働く人・雇用する人のためのお役立
ちセミナー」を実施した。
〔参加者〕　６７人（※４市１町開催分の合
計）
〔本市実施内容〕取組事例から学ぶ健康経
営の必要性

市ホームページを活用し、市内企業に対し、
啓発を行うことができた。
働く人・雇用する人のためのお役立ちセミ
ナーでは、三島地域4市1町が労働者にとっ
て関心のある職場におけるハラスメントを
テーマで実施でき、労働問題に関する啓発
につながった。

事業のタイトルやテーマの見直しを行
う等の改善を進め、これまで労働施策
の事業として「働く人・雇用する人の
ためのお役立ちセミナー」を開催して
きたが、費用対効果の観点から効果
的な事業となっておらず、三島地域の
4市1町へ意見照会した結果、賛成多
数により、セミナー事業の開催は廃止
となった。

継続 63・83
商工労政
課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

61

（１）市ホームページを活用し、市内企業に
対し、働き方改革特設サイトを紹介し、国の
働き方改革への取組に対する助成金等に
ついての情報提供を行った。

（２）働きやすい職場づくり推進事業所認定
制度を実施した。
【再掲 施策番号27】

働きやすい職場づくり認定事業所の取組等
について、茨木市産業情報サイト「あい・
きゃっち」に紹介し、市内事業所の働きやす
い職場づくりに向けた自主的取組を促進す
ることができた。

自主的取組を推進するため、働き方
改革の取組が進んでいない中小企業
に特化した制度設計や、認定を受ける
ことのメリット等を多様な情報媒体を
活用し、ＰＲしていく必要がある。

継続 27
商工労政
課

62
仕事なんでも相談を実施した。
〔相談件数〕11２件

仕事なんでも相談が、労働上の問題解決の
一助となった。

今後も継続して関係機関と連携し、仕
事なんでも相談を実施し、労働上の問
題解決を図っていく。
多くの方に相談窓口を知ってもらう
ために、HP等以外にチラシの配布等
を行い、幅広い年齢層に対して、周知
を行っていく。

継続 111・120
商工労政
課

基本目標５　職業生活における活躍支援

　誰もが自らの意思に基づき、その個性や能力を最大限発揮できるよう、性別に偏らない機会均等や働きやすい職場環境整備の支援、ハラスメント防止対策を推進します。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

11　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進

(24)労働に関する法律・制度の周知徹底

広報誌や啓発冊子のほか、SNSを活用するなど、情報発信方法を工夫し、男女雇用機会均等法等関係法令の周知に努めます。

施策内容

労働に関する相談窓口を充実します。

60

広報誌や啓発冊子のほか、
SNSを活用するなど、情報発
信方法を工夫し、男女雇用機会
均等法等関係法令の周知に努
めます。

労働に関する相談窓口を充実
します。

(25)ジェンダー平等な職場環境整備の支援

市ホームページ等で事業所の働きやすい職場づくりに関する情報を周知・啓発します。

(26)ハラスメントの防止

市内事業所に対してセクシュアル・ハラスメント等様々なハラスメントを防止するための情報提供や研修を実施します。

市職員に対してハラスメント防止研修を実施し、職員の意識向上を図ります。

市ホームページ等で事業所の
働きやすい職場づくりに関す
る情報を周知・啓発します。

（具体的施策　25)ジェンダー平等な職場環境整備の支援

施策内容

（具体的施策　24)労働に関する法律・制度の周知徹底

26



令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

生涯学習出前講座で依頼のあった団体に
対して、ハラスメント研修を行った。
〔訪問先〕１か所
〔参加人数〕10人

出前講座のため、講師である職員が団体が
用意した会場に行けばよいので、団体にとっ
ても受講しやすいものとなっている。

出前講座についての周知に努め、利
用事業者の増加につなげる必要があ
る。

継続 84
人権・男
女共生課

（１）市ホームページを活用し、国・府作成の
ハラスメントに関する冊子や、市作成の
リーフレット「職場のハラスメント」のリーフ
レットの紹介、様々なハラスメントを周知す
ることで、ハラスメント防止に向けた啓発
を行うことができた。

（２）働きやすい職場づくり推進事業所認定
制度を実施した。
【再掲 施策番号27】

（３）三島地域4市1町が各地域において、
最近の労働問題や労働法制をわかりやす
く解説する「働く人・雇用する人のための
お役立ちセミナー」を実施した。
【再掲 施策番号60】

働く人・雇用する人のためのお役立ちセミ
ナーについて、島本町が労働者にとって関
心のあるカスタマーハラスメントをテーマと
したが、参加者は少なかった。

ハラスメントは、労働者だけでなく、
事業者も非常に関心が高い問題であ
ることから、今後も継続して防止に向
けた情報提供に努める必要がある。
ハラスメントの一つであるカスタマー
ハラスメントは、対策が企業に義務付
けられたため、セミナー等の実施を通
じて、啓発を行っていく。

継続 27・60
商工労政
課

（１）市職員を対象に、ハラスメント防止研
修を実施した。
〔実施日〕令和６年10月18日～12月27日
〔受講者数〕1,725人
〔テーマ〕ハラスメントの防止について（動
画閲覧によるｅラーニング学習）

（２）新任係長級職員向けハラスメント研修
実施【再掲　施策番号17】

研修の実施により、人権意識の醸成を図る
ことができた。

引き続き、研修の実施により人権意識
の醸成を図る。

継続 17 人事課

人事課が主催する新任係長級職員対象の
ハラスメントに関する研修の講師となり、
研修を実施した。

ハラスメントについて啓発することができ
た。

継続
人権・男
女共生課

64
市職員に対してハラスメント防
止研修を実施し、職員の意識向
上を図ります。

（具体的施策　26)ハラスメントの防止

施策内容

63

市内事業所に対してセクシュア
ル・ハラスメント等様々なハラ
スメントを防止するための情報
提供や研修を実施します。
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65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

基本目標６　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

　一人ひとりの希望に合ったワーク・ライフ・バランスが実現できるよう、企業を対象とした啓発や情報提供を行います。また、仕事と家庭生活を両立することへの負担感を軽減でき
るよう、多様なライフスタイルに対応した仕事と家庭生活の両立支援や男性の育児・介護等への参画促進を図ります。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

12　働き方の見直しと仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現支援

(28)仕事と育児・介護の両立に関する法律・制度の周知

市内事業所等に対し、育児・介護休業制度の定着や柔軟な働き方の普及についての啓発や情報提供を推進します。

育児・介護休業法について、広報誌、啓発冊子等による啓発を実施します。

男性の市職員・教職員の育児・介護休業制度の利用促進に向けた環境整備を進めます。

市内事業所に対して、女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」の策定に向けた情報提供を行うとともに、策定の働きか
けに努めます。

（27)仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）実現のための広報・啓発の推進

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）についての啓発を充実します。また、働きやすい職場づくりセミナーを開催するほか、市内事業所に対して国等の
制度の周知を図ります。

（29)多様な就業意向に応じた支援の充実

(31)家庭生活や地域活動への男性の参画の促進

仕事と介護が両立できるよう相談、情報提供等の充実を図ります。

介護家族等の相談等支援事業の充実を図ります。

非正規雇用や正規雇用の待遇改善の推進等、雇用環境を向上させるため、国等の制度周知を図ります。

女性向け起業セミナーや起業志望者誘致セミナーの開催、創業促進事業補助制度等により、起業を支援します。

家族経営協定の普及・啓発を図り、農業に従事する女性が、経営における対等なパートナーとして、生産、経営活動に参画することを支援します。

市内事業所に対し、テレワーク等のオンライン化に係る情報提供やセミナーを行うなど、多様なライフスタイルに対応した働き方への支援を行います。

私立保育所等の建設補助事業や幼稚園の認定こども園化等により、保育所等の待機児童の解消に努めます。

13　多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援

(30)ジェンダー平等に基づく仕事と育児・介護の両立支援

固定的な性別役割分担意識にしばられない自由なライフデザインを考えることができる機会として、職場体験学習や野外体験活動を実施します。

男性が女性とともに家庭での役割を果たせるよう、技能向上をめざすための学習機会を提供するとともに、休日開催やオンラインによる実施など、参加しや
すい環境を整えます。

性別にかかわりなく地域活動に参加・参画できるよう、意識啓発や活躍できる場の情報提供を行うとともに、多様なライフスタイルに対応した、参加・参画しや
すい環境づくりを進めます。

(13)情報教育の推進

ジェンダー平等の視点を踏まえて「茨木市次世代育成支援行動計画」を推進し、妊娠・出産期から小・中学校期までの子育て支援の充実に努めます。また、放
課後児童健全育成事業において、効率的・効果的な運営を行うとともに、対象学年の拡大について検討します。

ジェンダー平等の視点に配慮した子育て相談事業、こども会活動等を推進するなど、地域における子育て支援活動の活性化を図ります。また、支援担当員や
こども会活動を支援するサポーターの募集を継続して行います。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

（１）市職員が働きやすい職場環境を目指
すため、市職員に対して多様性理解研修を
実施した【再掲　施策番号17】

（２）仕事と生活の調和を実現するための
キャリア形成支援のため、市職員に対して
キャリアデザイン研修を実施した【再掲　施
策番号51】

（３）全市職員に対して、年次有給休暇取得
促進のための周知をするとともに、管理職
に対しては年休管理表の作成を促す等の
啓発をした。

研修等の実施により、仕事と生活の調和に
ついての啓発を図ることができた。

引き続き、研修等の実施により、仕事
と生活の調和についての啓発を充実
させる。

継続 17・51 人事課

男性の家事参画・仕事以外の活動参画を
推進するための各種講座を開催した。

市民の方のニーズと内容がマッチしている
人気の講座であり、新規来館者に多く参加し
てもらっている。

実習形式の講座のため参加人数に限
りがある。オンラインでの開催が可能
かなど研究がが必要。

今後も継続して実
施する。

25
人権・男
女共生課

（１）市ホームページを活用し、市内企業に
対し、ワーク・ライフ・バランスや国の働き
方改革特設サイト等の情報提供を行った。

（２）令和６年度は働きやすい職場づくりセ
ミナーとしては開催しなかったが、働く人・
雇用する人のためのお役立ちセミナーと
類似する目的があったことから、統合して
実施した。
【再掲 施策番号60】

セミナーを統合して実施したことにより、参
加人数は減少したが、より効率的な啓発の
機会とすることができた。また、セミナーで
は、取組事例から学ぶ健康経営の必要性に
ついて、事業者の課題に即した内容で実施
することができた。

今後も継続して関係課と連携し、多様
な広報媒体の活用により、ワーク・ラ
イフ・バランスについての啓発を行っ
ていく。

継続 60
商工労政
課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

66

（１）市ホームページを活用し、市内企業に
対し、国の働き方改革特設サイトや、育児・
介護休業法サイトの情報提供を行った。

（２）働きやすい職場づくり推進事業所認定
制度を実施した。
【再掲 施策番号27】

市ホームページを活用し、市内企業に対し、
柔軟な働き方の啓発を行うことができた。

働きやすい職場づくり推進事業所認定制度
において、ワーク・ライフ・バランスを推進し
ていることを認定基準項目に設定し、市内事
業所の自主的取組を促進することができ
た。

今後も継続して関係課と連携し、多様
な広報媒体を活用し、柔軟な働き方へ
の啓発を行っていく。

継続 27
商工労政
課

男女共同参画に関する冊子等を発行し、啓
発を行った。

人権・男女共同参画啓発冊子及びカレンダー
については、児童・生徒に見てもらえるよう
なテーマ、デザインとし、各教室にも掲示を
依頼し、１年を通して、身の回りの人権課題
に気づくきっかけとなる情報を提供するこ
とができた。

効果的な啓発に向けて引き続き検討
する。

継続 7
人権・男
女共生課

市ホームページを活用し、市内企業に対
し、国の育児・介護休業法サイトの情報提
供を行った。

市ホームページを活用し、市内企業に対し、
育児・介護休業法の改正のポイント等を紹介
し、啓発を行うことができた。

今後も継続して関係課と連携し、多様
な広報媒体を活用し、育児・介護休業
法の啓発を行っていく。

継続
商工労政
課

男性の市職員の育休等の利用促進のた
め、市長が平成28年５月に育ボス宣言を
行っており、利用促進に向けた環境整備を
進めている。また、各種休暇制度等の周
知・啓発を継続して行った。今後も引き続
き職場環境の整備や周知に取組む必要が
ある。

令和6年度の男性の市職員の育児休業取得
率は74.0％であった。特定事業主行動計画
に基づき、引き続き取り組みを継続し、更な
る取得率向上を目指す。

引き続き、「特定事業主行動計画」に
基づき、男性の育休等の利用を促進
する。

継続 人事課

国・府などからの通知等について、引き続
き男性教職員を中心に周知徹底に努める
とともに、管理職を通じて休暇・休業制度
の利用についての相談を受けた。
〔育児休業を取得した男性教職員数〕25人

休暇・休業制度の利用に関する相談が増え
ており、一定の周知が図られている。

年度途中での休業や短期間の休暇の
場合、代替者が配置できないことがあ
り、学校運営体制の確保が課題となっ
ている。

今後も国・府から
の通知について周
知を図る。

教職員課

69

市ホームページを活用し、市内事業所に対
して次世代育成支援対策推進法に基づく
一般事業主行動計画策定について情報提
供を行った。

市ホームページを活用し、市内事業所に対し
て次世代育成支援対策推進法に基づく一般
事業主行動計画策定について情報提供を行
うことができた。

市ホームページの市内事業所向け
ページにおいて女性活躍推進法に基
づく一般行動事業主計画策定につい
て情報提供をし、策定の啓発を行って
いく必要がある。

継続
商工労政
課

（具体的施策　27)仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）実現のための広報・啓発の推進

施策内容

65

仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）についての啓発
を充実します。また、働きやす
い職場づくりセミナーを開催す
るほか、市内事業所に対して国
等の制度の周知を図ります。

（具体的施策　28)仕事と育児・介護の両立に関する法律・制度の周知

育児・介護休業法について、広
報誌、啓発冊子等による啓発を
実施します。

67

施策内容

市内事業所等に対し、育児・介
護休業制度の定着や柔軟な働
き方の普及についての啓発や
情報提供を推進します。

68
男性の市職員・教職員の育児・
介護休業制度の利用促進に向
けた環境整備を進めます。

市内事業所に対して、女性活躍
推進法や次世代育成支援対策
推進法に基づく「一般事業主行
動計画」の策定に向けた情報提
供を行うとともに、策定の働き
かけに努めます。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

70

（１）市ホームページを活用し、市内企業に
対し、働き方改革特設サイトを紹介し、国の
助成金や働き方改革の取組事例等の情報
提供を行った。

（２）正規雇用促進奨励金制度を実施した。
〔交付件数〕2３件

（３）働きやすい職場づくり推進事業所認定
制度を実施した。
【再掲 施策番号27】

市ホームページを活用し、市内企業に対し、
待遇改善の推進、雇用環境向上を促進する
国の制度の周知を行うことができた。

正規雇用促進奨励金制度については、制度
実施により、新規雇用及び非正規雇用から
正規雇用への待遇改善につなげることがで
きた。

働きやすい職場づくり推進事業所認
定事業所について、正規雇用促進奨
励金の増額を目的とした申請が見ら
れるため、正規雇用促進奨励金制度
及び働きやすい職場づくり推進事業
所認定制度の実効性を測る必要があ
る。

継続 27
商工労政
課

71

（１）女性向け起業セミナーを実施した。
【再掲 施策番号24】

（２）創業希望者誘致セミナーや創業促進
事業補助制度を実施し、創業者当の支援を
した。
〔創業希望者誘致セミナー〕
　実施日　令和7年2月7日
　対象者　創業に関心のある方、創業に向
けて準備を進めている方
　参加者　23人
　場所　　 おにクル会議室１
〔創業促進事業補助制度〕
　市内で新たに創業するまたは創業後5年
未満の方を対象に、テナントの改装工事
費、賃借料、法人設立に要する経費の一部
を補助する。
　交付決定件数　66件

起業支援については、補助制度の活用、セミ
ナーの参加状況ともに堅調に推移している。
女性向け起業セミナーでは、入門編と実践編
のセミナーを設け、女性の働き方の選択肢
の幅を広げたり、起業へのチャレンジ応援に
つながった。
商工会議所や地元金融機関等と構成する
「創業支援ネットワーク」とも連携し、開業前
の相談等からきめ細やかな支援に努めた。

起業後の経営安定や事業拡大に向け
て、支援制度活用後のアフターフォ
ローも重要と考える。

継続 24
商工労政
課

72
認定農業者の農業経営改善計画の認定を
行った。

認定農業者の農業経営改善計画の認定を行
う際に、家族農業経営に携わる女性が、意欲
とやり甲斐を持って農業経営に参画できる
環境を目指し、経営方針や役割分担及び就
業環境等について家族間で十分話し合い、
取り決めを行うよう促した。

農業者の高齢化が進んでいるため、
多様な主体が農業経営に参画できる
環境づくりの推進がより一層求めら
れている。

新規就農者の確
保・育成も含め、今
後も事業を継続す
る。

農林課

73

自営型在宅ワークセミナーを実施した。
➀入門編
〔実施日〕　令和６年９月５日、〔参加者〕２８
人
➁実践編
〔実施日〕　令和６年1１月２９日、12月６
日、20日〔参加者〕1４人

実践編については、在宅ワークの1つである
WEB制作を取り上げ、3日間で講義、演習
等により、在宅ワーカーとして働くために必
要な知識の習得に向け、より実践に近い形
で実施することができた。

在宅ワーカーとして起業するための
知識の習得には、セミナーの実施期間
が短く、セミナーで知識を習得し、実
践で活かすまでには及ばないため、実
施内容を検討していく必要がある。

継続
商工労政
課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

74
私立保育所等の建設補助事業等により、保
育の受入体制の確保に努めた。

想定を超える保育需要率の増加等により、
令和6年度は待機児童が発生してしまった。

今後も引き続き、私立保育所等の建
設補助事業や幼稚園の認定こども園
化により、待機児童ゼロを目指す。

継続 24
保育幼稚
園総務課

75

介護保険サービスを周知するため市民や
介護事業所等に冊子を配布し、市民への介
護保険制度への理解の促進に寄与した。
 [発行部数]
介護保険サービスについて　7,000部

今後も広報誌・ホームページ等を活用し、市
民や市内事業所に対して、より一層の啓発
活動に努める。

今後も継続して実
施する。

24
長寿介護
課

76

各種高齢者福祉サービス事業を実施した。
〔実施事業名〕
　・紙おむつ等支給サービス
　・ごいっしょサービス

標記の事業について適正に執行した。今後
も広報誌・ホームページ等を活用し、高齢者
福祉サービス事業に関する情報提供を実施
する。

紙おむつ等支給サービスについては、
引き続き、国の介護保険事業計画に
より、対象となる介護用品等の見直し
が必要である。

今後もサービスを
継続して実施する
とともに、新たに
介護時技術講習会
を計画する。

24
長寿介護
課

（具体的施策　29)多様な就業意向に応じた支援の充実

施策内容

非正規雇用や正規雇用の待遇
改善の推進等、雇用環境を向上
させるため、国等の制度周知を
図ります。

女性向け起業セミナーや起業
志望者誘致セミナーの開催、創
業促進事業補助制度等により、
起業を支援します。

（具体的施策　30)ジェンダー平等に基づく仕事と育児・介護の両立支援

家族経営協定の普及・啓発を図
り、農業に従事する女性が、経
営における対等なパートナーと
して、生産、経営活動に参画す
ることを支援します。

市内事業所に対し、テレワーク
等のオンライン化に係る情報提
供やセミナーを行うなど、多様
なライフスタイルに対応した働
き方への支援を行います。

介護家族等の相談等支援事業
の充実を図ります。

仕事と介護が両立できるよう
相談、情報提供等の充実を図り
ます。

施策内容

私立保育所等の建設補助事業
や幼稚園の認定こども園化等
により、保育所等の待機児童の
解消に努めます。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

77

固定的な性別役割分担意識にしばられな
い自由なライフデザインを考えることがで
きる職場体験学習や野外体験活動を実施
した。

固定的な性別役割分担意識にしばられない
自由なライフデザインを考える機会を提供で
きたので今後も継続していきたい。

固定的性別役割分担意識の強い子ど
もたちへのアプローチが必要である。

固定的性別役割分
担意識にとらわれ
ないキャリア教育
を推進する。

学校教育
推進課

料理未経験者や経験者のレベルに合わせ
た講座を開講し、男性の料理技能向上の機
会を提供した。

講座の開講により、男性の料理技能向上に
寄与することができた。

引き続き、生涯学習の取り組みを通じ
て、より多くの機会を提供できるよう
に努める。

今後も継続して実
施する。

19
文化振興
課

男性の家事参画・仕事以外の活動参画を
推進するための各種講座を開催した。

市民の方のニーズと内容がマッチしている
人気の講座であり、新規来館者に多く参加し
てもらっている。

実習形式の講座のため参加人数に限
りがある。オンラインでの開催が可能
かなど研究がが必要。

今後も継続して実
施する。

25
人権・男
女共生課

出前講座を通して介護保険サービスに関
する情報を提供した。

令和６年度は出前講座を６回実施し、参加者
１２２人に対して介護保険サービスに関する
情報提供をした。引き続き出前講座を通して
介護保険サービスの啓発に努める。

今後も継続して実
施する。

26
長寿介護
課

（１）妊娠中から出産・育児について、知識・
技術を学ぶ両親教室（パパ＆ママクラス）
を実施した。

（２）母子健康手帳交付時に、男性の育児参
加を促すリーフレットを配布した。

両親教室への参加希望者が毎月定員を上
回っていたため、９月から実施回数を増やし
た。
土曜日、日曜日にも積極的に開催している
こともありパートナー参加者も97.7%と高
い。

次年度も継続的に実施する。 継続実施 26・79
子育て支
援課

つどいの広場等において、父親も参加でき
る学習機会を設ける活動を実施した。

父親も参加しやすい土曜日などにイベントの
企画をしたことで男性の子育て参加の促進
をすることができた。

父親も参加できる学習機会を設ける
活動を実施していることを幅広く周
知する必要がある。

SNS等を活用し、
活動の周知に努め
る。

26
子育て支
援課

市内の公立高校3校で、子育て中の親子と
関わる機会をもつ「ふれあいまなび事業」
を実施した。
延べ参加者保護者143人　こども143人
（A校保護者88人こども90人/B校保護者
51人こども49人/C校保護者4人こども4
人）

命の大切さについてこどもに直接ふれるこ
とで、また保護者の話を聞くことで伝えるこ
とができた。また、子育て環境についても知
る機会となった。

引き続き次世代を担う生徒に協力し
ていただけるように関係機関に働き
かけていく。

継続実施 8
子育て支
援課

児童の保護者が家庭教育の重要性を認識
し､子どもの育成に必要な知識と技術につ
いて学習し､家庭の教育力の向上を図るた
め、市内各小学校区に学級(10学級)を開
設した。「人権」「親学習」等を学習項目とし
て、年間を通じて自主的に学習や情報交換
等の活動を行った。

令和6年度から従来の事業委託形式の見直
しを図るなど、参加者負担軽減の取り組みを
行った。

負担軽減の取り組みを行っているが、
参加者数は減少している。

社会的課題を踏ま
えた学習機会の提
供に努めるととも
に、保護者の自主
性に依存した従来
型事業の継続は今
後より困難になる
ことを見込み、新
たな実施手法を検
討していく。

10
子育て支
援課

家庭科の学習において、裁縫実習や調理
実習等の技能向上をめざすための学習を
発達段階に応じて実施した。

家庭科の実習において、発達段階に応じた
裁縫実習や調理実習等の技能向上をめざす
実習ができた。

固定的性別役割分担意識の強い子ど
もたちへのアプローチが必要である。

家庭科の実習にお
いて、発達段階に
応じた裁縫実習や
調理実習等の技能
向上をめざす実習
を推進する。

社会教育
振興課

固定的な性別役割分担意識に
しばられない自由なライフデザ
インを考えることができる機会
として、職場体験学習や野外体
験活動を実施します。

78

男性が女性とともに家庭での
役割を果たせるよう、技能向上
をめざすための学習機会を提
供するとともに、休日開催やオ
ンラインによる実施など、参加
しやすい環境を整えます。

（具体的施策　31)家庭生活や地域活動への男性の参画の促進

施策内容
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（１）多様な主体との連携の事例共有の場
として、「いばまちサミット」を開催し、ワー
クショップ、まちづくり検討会議の取組を
報告。
（２）子育て世代や定年の延長により働くシ
ニア世代が地域活動に参画しやすい環境
を整え、住民ニーズにあった地域活動を進
めることができるよう、地域活動のデジタ
ル技術の活用を支援として「自治会ICT出
前講座」を実施している。
【申込団体数・講座開催数】
・５団体、LINE講座　10回

・学生などの地域を取り巻く関係人口の地域
活動への参画を促すことで、地域活動の担
い手のすそ野を広げる一助になっている。
・ICT出前講座を受講した自治会には概ね
好評であり、役員間の連絡やLINE公式アカ
ウントを活用した情報発信に努めている自
治会もあり、ライフスタイルや住民ニーズに
対応した取組が進みつつある。

・地域活動の関わりシロを伸ばすため
に引き続き取組や各地域のノウハウ
を共有する必要がある。
・ＩＣＴ出前講座の受講数を伸ばすとと
もに、継続的な活用につなげ、だれで
も参加できる環境づくりを支援する
必要がある。

継続
地域コ
ミュニ
ティ課

男性の家事参画・仕事以外の活動参画を
推進するための各種講座を開催した。

市民の方のニーズと内容がマッチしている
人気の講座であり、新規来館者に多く参加し
てもらっている。

実習形式の講座のため参加人数に限
りがある。オンラインでの開催が可能
かなど研究がが必要。

今後も継続して実
施する。

25
人権・男
女共生課

シニア世代の地域での居場所と出番の創
出について茨木シニアカレッジ事業「いこ
いこ未来塾」において情報提供の機会を設
けた。また、地域活動や市民活動に意欲が
ある高齢者の社会参加機会やボランティ
ア活動等の出会いの場を老人クラブを通
じて支援した。

茨木シニアカレッジ事業や老人クラブ活動の
活性化により地域活動に参加しやすい環境
づくりに取り組んだ。

茨木シニアカレッジ事業については、
修了生も増加し、地域活動の担い手
が増えてきているが、老人クラブにつ
いては、高齢化による担い手不足が
課題となっている。

継続して実施す
る。

地域福祉
課

出前講座を通して介護保険サービスに関
する情報を提供した。

令和６年度は出前講座を６回実施し、参加者
１２２人に対して介護保険サービスに関する
情報提供をした。引き続き出前講座を通して
介護保険サービスの啓発に努める。

今後も継続して実
施する。

26
長寿介護
課

（１）妊娠中から出産・育児について、知識・
技術を学ぶ両親教室（パパ＆ママクラス）
を実施した。

（２）母子健康手帳交付時に、男性の育児参
加を促すリーフレットを配布した。

平日のみでなく土曜日、日曜日にも開催して
いることもありパートナー参加者が97.7%
と高い。

次年度も継続的に実施する。 継続実施 26・78
子育て支
援課

（１）つどいの広場等において、父親も参加
できる学習機会を設ける活動を実施した。
【再掲　施策番号26】

（２）市内の公立高校で、子育て中の親子と
関わる機会をもつ「ふれあいまなび事業」
を実施した。
【再掲　施策番号８】

父親も参加しやすい土曜日などにイベントの
企画をしたことで男性の子育て参加の促進
をすることができた。

命の大切さについてこどもに直接ふれるこ
とで、また保護者の話を聞くことで伝えるこ
とができた。また、子育て環境についても生
徒が知る機会となった。

引き続き、イベントを企画し、男性の
子育て参加の促進を行う。

継続実施 8・26
子育て支
援課

放課後子ども教室については、地域の実
情に合わせて実施した。
〔校 区 数〕32校
〔実施日数〕延べ2,0５８日
〔参加児童〕延べ２６９，４４９人

地域の実状に合わせ活動内容を企画・実施
することで、安全安心な居場所の提供に繋
がった。

継続実施
社会教育
振興課

79

性別にかかわりなく地域活動
に参加・参画できるよう、意識
啓発や活躍できる場の情報提
供を行うとともに、多様なライ
フスタイルに対応した、参加・参
画しやすい環境づくりを進めま
す。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

（１）茨木市次世代育成支援行動計画（第５
期）の策定にあたり多様な意見を反映させ
ることを目的に次の取組を実施した。
■関係団体ヒアリング
地域の子育て支援事業者や障害児の保護
者の団体等、８団体を対象にヒアリングを
実施。
■当事者ヒアリング
市内５か所にあるユースプラザの利用者を
対象にワークショップ等を実施し、当事者
の「想い」の聞き取りを実施。

（２）茨木市次世代育成支援行動計画（第４
期）の実績評価及び茨木市次世代育成支
援行動計画（第５期）策定に向けて、次の会
議を実施した。
[こども育成支援会議の実績]
 開催回数:６回
 委員数:20人(市民、学識、保護者、子育
て支援事業従事者等)

関係団体や当事者を対象に広くヒアリング
を実施したことで、ニーズや意見等を幅広く
把握することができた。
また、茨木市次世代育成支援行動計画（第４
期）で設定した令和６年度の取組について、
ＰＤＣＡの手法により評価や課題を整理する
ことができた。今後は、茨木市次世代育成支
援行動計画（５期）に基づき、定期的に計画
に位置付けた取組の進捗管理等を行ってい
く。

茨木市次世代育成支援行動計画（５
期）で設定した取組を評価・課題を整
理しやすいよう、事業状況報告書の様
式を見直す必要がある。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

妊婦等包括相談支援事業において、専任
助産師、専任保健師を中心とした体制によ
る妊娠届出時の全数面接や、子育てプラン
シートの作成等の支援を実施した。
また、多胎家庭への支援として、妊娠届出
時からのフォローを開始した。
〔実施事業名〕妊娠等包括相談支援事業
〔妊娠届出時及び妊産婦健康診査受診券
交付届時面接〕2,454人（オンライン面談
含む。産後に受診券交換については含ま
ず）
〔専任職員による妊婦面談実績〕
1,795人（73.0％）
〔多胎妊娠届出件数〕　 31人
（うち専任職員フォロー26人、地区担当保
健師フォロー5人）

妊婦等包括相談支援事業において、育児負
担が大きく、孤立しやすいなど様々な課題を
抱える多胎家庭への支援として、妊娠届出
時からの支援を行っている。
多胎妊産婦が安心して育児をおこなえるよ
う、ニーズに応じたサービスの調整や訪問を
実施している。

母子保健機能と児童福祉機能の双方の機能
の一体的な運営を行っており、より密に情報
共有をしながら妊娠・出産から子育てまでの
広い範囲で切れ目がおこらないような包括
的な子育て支援をおこなっている。

継続実施
子育て支
援課

各種子育て短期支援事業を実施した。
〔実施事業名〕①ショートステイ
　　　　　　　②トワイライトステイ
〔利用人数〕①延べ６人
　　　　　　②延べ 0人
〔利用日数〕①延べ２０日
　　　　　　②延べ 0日

育児疲れや保護者の入院等に対応すること
により、子育ての負担軽減につながった。

利用ニーズの動向に注視し、状況に応
じて委託先を開拓する。

継続実施
子育て支
援課

一時保育事業を実施した。
【登録者数】（旧625人・新1，650人）延
2，275人
＊10月利用申請方法変更
〔利用者数〕9,596人

利用定員を拡大したことで利用者数が倍増
した。
同時に利用要件に就労を加えた。また、当日
利用枠を事前予約枠と別カウントとした。
決済方法も開館に伴いクレカ払い等を導入
し利便性が向上した
予約から利用申請をWEB上で完結できる
ようになり利用者の負担の軽減につながっ
た。

引き続き利用ニーズに応えていく。 継続実施
子育て支
援課

就学前の児童と親が気軽に語り合える「つ
どいの広場」を運営した。
〔実施事業名〕地域子育て支援拠点事業
（ひろば型）
〔実施か所数〕22か所
〔年間利用者数〕86,250人

つどいの広場を新たに２か所開設し、概ね小
学校区に１か所の整備が完了し、利用者の利
便性がさらに向上した。

引き続き、在宅世帯の子育てを支援
し､子どもの健やかな成長をサポート
する｡

継続実施
子育て支
援課

地域子育て支援センターにおいて、子育て
情報の提供、子育て講座、親子教室、子育
て相談等を実施した。
〔実施事業名〕地域子育て支援拠点事業(セ
ンター型）
〔実施か所数〕5か所
〔年間利用者数〕15,160人
〔相談件数〕　1,182件

利用者のニーズに合ったイベントなどを開催
することで、より利用者に寄り添った地域の
子育て支援施設となり、昨年度よりも利用者
が増加した。

引き続き、在宅世帯の子育てを支援
し､子どもの健やかな成長をサポート
する｡

継続実施
子育て支
援課

地域における子育てサロン事業・グループ
を支援した。
〔実施事業名〕①おもちゃの貸出
　　　　　　　　　②教材貸出
〔実績件数〕①93件②13件

地域の子育てサロン開催に協力することが
できた。

引き続き継続する。 継続実施
子育て支
援課

ファミリー・サポート・センター事業を実施
した。
利用料負担の軽減のためにひとり親家庭
への補助を行なった。
〔会員数〕1,523人（依頼会員1,117人　援
助会員243人　両方会員163人）
〔活動件数〕2,610件
〔新規依頼件数〕105件

活動に対する不安を取り除き、依頼会員・援
助会員どちらも安心して活動できるように、
ファミサポ体験会を実施した。
更新制度を見直し、依頼・両方会員は最年少
のこどもが小学校を卒業するまでは更新不
要とし、更新手続きの負担を減らした。

継続実施
子育て支
援課

保育所(園)・幼稚園・認定こども園におい
て、子育て相談や心理判定員による発達
相談を実施した。また、園庭開放事業等を
実施し、子育て支援に努めた。

保育所(園)・幼稚園・認定こども園におい
て、子育て相談や心理判定員による発達相
談を実施した。

引き続き園庭開放事業等を実施し、
子育て支援につなげることに努める。

継続
保育幼稚
園総務課

市内30小学校で学童保育室を運営し、児
童の受け入れを行った。（※令和６年度4月
1日時点2,918人）対象学年の拡大につい
ては、児童数推計を鑑み、実施開始時期の
検討を行った。

令和6年度は令和5年度と比較し、小学校の
教室借用等により、受入可能人数を319人
増加させた結果、一斉受付での待機児童は
発生しなかった。
教室確保が困難な小学校もあることから、
民間事業者への補助金交付等により、児童
の居場所確保に務めた。

女性就業率の上昇等により、学童保
育室の利用児童は増加しているため、
教室確保が困難となっている。
また、学年拡大については実施時期
の検討が必要である。

小学校、教育委員
会と協議を行い教
室確保に努めると
ともに、民間事業
者への補助を継続
して実施する。

学童保育
課

（具体的施策　32)子育て支援の充実

施策内容

80

ジェンダー平等の視点を踏まえ
て「茨木市次世代育成支援行動
計画」を推進し、妊娠・出産期か
ら小・中学校期までの子育て支
援の充実に努めます。また、放
課後児童健全育成事業におい
て、効率的・効果的な運営を行
うとともに、対象学年の拡大に
ついて検討します。
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広く市民等を対象に、男女共同参画講演会
や男女共同参画基礎講座など、男女共同
参画に関する講座等を開催した。

引き続きオンライン開催やＳＮＳも活用しな
がら啓発を継続した。今後も、様々な媒体を
活用した講座や情報発信を実施する。

実施方法や内容など常に新しい方法
を模索していく必要がある、

今後も継続して実
施する。

19
人権・男
女共生課

（１）子育て相談の充実および周知を図ると
ともに、地域における安心・安全に子育て
できる環境を提供した。
〔実施事業名〕子育て相談
〔事業内容〕①電話相談
　　　　　　②個別相談（面接、訪問）
　　　　　　③メール等相談
〔相談件数〕①２９６件 ②４58件 ③２８件
　　　　　　  合計７８２件
〔実施事業名〕地域子育て支援センターで
の相談
〔相談件数〕849件

（２）養育に不安や困難のある家庭に支援
担当員を派遣した。
〔実施事業名〕養育支援訪問事業
〔訪問家庭数〕５家庭
〔訪問件数〕６６件

こんにちは赤ちゃん事業やその他相談事業
との連携により、支援ニーズを確認して養育
支援訪問事業の利用へと繋げられている。

引き続き、養育に不安等抱えている
家庭を早期に発見し支援に繋げるた
め、関係機関との密な連携を行う。

継続実施
子育て支
援課

こども会育成者相互の連絡を密にすると
ともに､茨木市内のこども会の自主的活動
を振興し､心身ともに健全なこどもの育成
と福祉の増進を図ることを目的とするこど
も会育成連絡協議会を支援した。

こども会活動の活性化に繋がるよう、市主
催事業の参加要件を見直しを図った。

こども会加入率や子ども会数の減少
に伴い、単位こども会の育成者が減
少しつつある。

こども会及びこど
も会育成者間の連
絡協調やこども会
活動の維持を図る
ため、引続き茨木
市こども会育成連
絡協議会を支援す
る。

社会教育
振興課

81

ジェンダー平等の視点に配慮し
た子育て相談事業、こども会活
動等を推進するなど、地域にお
ける子育て支援活動の活性化
を図ります。また、支援担当員
やこども会活動を支援するサ
ポーターの募集を継続して行
います。
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基本目標７　ジェンダーに基づくあらゆる暴力の根絶

　ＤＶは人権侵害であるという正しい認識を定着させ、ＤＶ・性犯罪・性暴力・セクシュアルハラスメント等あらゆる暴力の根絶に向けて、加害者にも被害者にもならないための啓発を
推進します。また、複雑化する相談内容に適切に対応し、早期に支援を行うことができるよう、関係機関との連携を強化するとともに、相談しやすい体制の充実を図ります。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

14　ジェンダーに基づくあらゆる暴力を防ぐ社会づくり

（33)性犯罪・性暴力等への対策の推進

域とともに子どもの安全を守るため青少年の健全育成を阻害する有害環境の改善に努めます。

インターネット等を利用した児童ポルノ、児童売買春への根絶に向けた対策とともに、子どもに対する性的な暴力の早期発見、相談の充実、こころのケア等を
推進します。

通学路等見守り用カメラの設置や青色防犯パトロール等の活動により、ストーカー行為や性犯罪・性暴力等の未然防止を推進します。

雇用・教育分野におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止対策を推進します。

地域におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた啓発に取り組みます。

犯罪防止に配慮した道路・公園等の施設の整備を図り、安全・安心のまちづくりの推進に努めます。

(34)女性に対する暴力を許さない社会づくり

暴力が起こる背景や問題性等の認識を深める講座等を実施するほか、多様な広報媒体を通じて啓発に努めます。

暴力によらない問題解決能力を身につける保育や教育を推進します。

保健・医療機関、学校、幼稚園、保育所（園）、地域子育て支援センター、地域包括支援センター等と連携、協力しながらDVの早期発見に努めます。

地域における身近な発見者・支援者である民生委員・児童委員や人権擁護委員、コミュニティソーシャルワーカーとの連携を強化します。

(37)相談・連携体制の充実・強化

被害者に対応する相談員や市職員等がDVに対する理解を深め、適切に対応できるよう研修会等を実施し、二次被害の防止を図ります。

市民をはじめ、医療関係者や相談を受ける人が、配偶者等からの暴力に対する正しい認識を持てるよう、啓発を充実します。

配偶者等からの暴力について理解を深めるため、市職員・教職員等への研修を実施します。

中学生等を対象にしたワークショップの開催や、デートDV予防啓発冊子の配布等、デートDVに関する予防啓発を強化します。

予防から被害者の自立支援までの総合的な支援を充実するため、「茨木市DV防止ネットワーク連絡会」の機能を強化します。

各種相談窓口でDVが推測される相談に対して適切な対応ができるよう、相談員のスキルアップを目的とした研修を実施します。

配偶者暴力相談支援センターの機能の充実を図ります。

DV被害者を含む男性のための相談しやすい窓口を充実します。

大阪府女性相談センターと連携して一時保護を適切に実施し、場所の秘匿を徹底します。

被害者等の個人情報の管理が適切にできる仕組みを整備します。

警察や大阪府女性相談センター、子ども家庭センター等関係機関との連携を強化します。

DV被害者等が自立し、地域社会において安全・安心に過ごせるよう、民間支援団体との連携・協力体制を強化します。

(38)被害者の安全確保の徹底

保護命令申立て手続きに関する利用支援をします。

被害者が各機関で何度も同じことを話さなくてすむよう、情報共有を図ります。また、庁内においては「配偶者等からの暴力被害者支援対応マニュアル」を共
有し、関係課の連携を強化します。

15　配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進

(35)相談しやすい体制等の整備

女性や子ども等に対するあらゆる暴力に関しての相談窓口の周知を図るとともに、関係機関と連携し、相談者に寄り添った相談支援に努めます。

被害者と直接接する機会のある各種相談の担当者や窓口職員、民生委員・児童委員、人権擁護委員等関係機関への研修を充実します。また、多様化・複雑化
する相談内容に対応するため、関係課や関係機関との情報共有、連携強化を図ります。

被害者支援を推進するために、警察をはじめ、大阪府や関係機関との連携体制を強化します。

(36)DV被害の防止と早期発見の仕組みづくり
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

小学校の通学路等を中心に設置した防犯
カメラの適正な管理運用を行うとともに、
カメラの犯罪抑止効果を高めるために告
知板を設置している。令和６年度は防犯カ
メラの設置効果をより高めるため、新たに
告知板を作成し基幹公園等に設置した。ま
た、防犯協会に青色防犯パトロール車両等
を貸与し、防犯活動の支援を行った。

新たに告知板を作成し、基幹公園等に設置
したことにより、防犯カメラの設置効果をよ
り高めた。また小学校の通学路等を中心に
設置した防犯カメラについては、地域の見守
りだけでなく警察への犯罪捜査にも活用さ
れており、市民が安全・安心を実感できる生
活環境の確保に役立っている。青色防犯パト
ロールについては、市民の自主的な防犯活
動を支援することで、犯罪意識の向上につ
ながっている。

防犯協会の会員が高齢化し、青色防
犯パトロール活動の担い手が今後不
足していくことが懸念される。

防犯カメラの適正
な管理運用に努め
るとともに、青色
防犯パトロール等
の市民の自主的な
防犯活動を引き続
き支援していく。

危機管理
課

市民等を対象とした暴力防止啓発として
従来の講座形式からワークショップ形式の
クロースラインを開催した。
〔実施日〕令和６年７月1２日から10月26
日の間で8回
〔参加者〕７7人
〔展示期間〕令和6年11月1日から25日ま
で
〔カード枚数〕249枚展示
ローズＷＡＭ館内において、ＤＶ防止に関
するパネル展示、パープルライトアップを
行った。

より多くの人に関心を持ち参加していただ
くためにクロースラインを実施したところ多
くの参加を得て、考えるきっかけとしていた
だけた。

当事者以外の方への理解の促進が必
要であり、その方法や内容の検討を行
う必要がある。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

女性のための相談(電話・面接等）の充実
を図った。
〔実施事業名〕ローズＷＡＭ相談事業
〔事業内容〕①女性面接相談
　　　　　　②女性電話相談
〔相談件数〕①３５７件②1,476件

相談件数は、昨年と比較して、電話相談・面
接相談ともに減少した。

SNSでの相談ニーズが一定あるの
で、その実施方法について研究する必
要がある。

今後も継続して実
施する。

121・138
人権・男
女共生課

（１）市ホームページを活用し、パワーハラ
スメントやカスタマーハラスメントについ
て情報提供を行った。

（２）働きやすい職場づくり推進事業所認定
制度を実施した。
【再掲 施策番号27】

（３）三島地域4市1町が各地域において、
最近の労働問題や労働法制をわかりやす
く解説する「働く人・雇用する人のための
お役立ちセミナー」を実施した。
【再掲 施策番号60】

市ホームページを活用し、府発行の「職場の
ハラスメント防止・対応ハンドブック」や、「カ
スタマーハラスメント対策企業マニュアル」の
情報を提供することができた。

今後も継続して関係課と連携し、多様
な広報媒体を活用し、セクシュアルハ
ラスメント防止に向けた情報提供を
行っていく。
カスタマーハラスメント対策が企業に
義務付けられたため、セミナー等の実
施を通じて、啓発を行っていく。

継続 27・60
商工労政
課

各校に児童生徒、保護者の相談窓口をお
き、周知した。

各校窓口を設置し、保護者向けのパンフレッ
トを配布することでセクシュアルハラスメン
ト等の防止対策ができた。

教職員の人権感覚を常に磨いてく必
要がある。

未然防止や校内に
おいて研修を継続
して実施する。

学校教育
推進課

84
生涯学習出前講座で依頼のあった団体に
対して、ハラスメント研修を行った。

出前講座のため、講師である職員が団体が
用意した会場に行けばよいので、団体にとっ
ても受講しやすいものとなっている。

継続 63
人権・男
女共生課

ハローワーク等と連携し、就労支援を行います。

(39)生活基盤を整えるための支援

専門的なこころのケアが必要な被害者に対して、安全で安心な生活ができるよう関係機関と連携して支援します。

施策内容

83

通学路等見守り用カメラの設置
や青色防犯パトロール等の活動
により、ストーカー行為や性犯
罪・性暴力等の未然防止を推進し
ます。

安全で安心な環境で被害者同士が情報交換等を行うことができる居場所づくりを行います。

雇用・教育分野におけるセクシュ
アル・ハラスメント等の防止対策
を推進します。

82

（具体的施策　33)性犯罪・性暴力等への対策の推進

(40)児童虐待を取り扱う機関との連携

DVのある家庭の子どもへの支援について適切な情報提供を行います。また、関係機関と連携して適切な支援につなげます。

児童虐待やDVで被害を受けた子どもが保育所（園）・幼稚園・学校等で安全に過ごせるよう、DVや子どもに関する関係機関と連携し、情報の保護や支援体制
の整備を推進します。

子どもに関する相談窓口の周知を図るとともに、こころのケアが必要な子どもが安心して生活できるよう、学校や関係機関と連携して支援を行います。

医療機関、警察、民間団体等の様々な機関が連携し、継続的な被害者支援を実施する仕組みをつくります。

地域におけるセクシュアル・ハラ
スメント等の防止に向けた啓発
に取り組みます。
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性的虐待については、関係機関と連携し、
児童虐待対応マニュアル等に基づいて早
期発見に向けた取組みを進めた。

児童虐待対応マニュアルについては適宜改
訂し、関係機関にはマニュアルに基づく対応
を依頼し、児童虐待の早期発見・対応に取り
組む。

引き続き、関係機関に丁寧な対応を
依頼していく。

継続実施
子育て支
援課

スクールカウンセラーやスクールソーシャ
ルワーカーと連携し、未然防止に向けて
ケース会議を行った。

スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーと連携し、ケース会議等で早期発見
に向けて情報交換ができた。

未然防止教育と教職員の研修の充実

引き続き、スクー
ルカウンセラーや
スクールソーシャ
ルワーカーと連携
してこころのケア
を図る。

学校教育
推進課

街路灯（LED灯）を62基新設した。また、
既設街路灯（蛍光灯等）を17基更新（LED
灯）し、LED化率は99％となった。

要望箇所に街路灯が増設されるとともに、
市管理街路灯のLED化が進んだ。

LED化を促進し、ほぼ完了している状
況であるが、短期間で事業を行ってき
たため、灯具更新時期が一時期に集
中する可能性がある。

引き続き、防犯上
必要な街路灯の新
設や、灯具更新を
進める。

建設管理
課

犯罪防止に配慮した道路施設の普及を図
り、安全・安心のまちづくりの推進に努め
た。
〔実施事業名〕
　交通安全施設整備事業

道路施設整備にあたり、防護柵や植栽等に
よる適切な歩車分離や、見通しを妨げない
工作物の配置による視認性の確保に努め
た。

適切な維持管理・見通しを妨げない工
作物の設置に向けた予算の確保に努
める。

引き続き、順次取
り組む。

道路課

安全・安心なまちづくりの推進に努め、事
業課及び設計会社等への提案・助言の働
きかけを行った。

犯罪防止に配慮した公共施設の普及を図っ
た。

安全・安心なまちづくりの推進に努め
る。

継続して実施す
る。

建築課

公園施設等が犯罪行為の温床とならない
ように、定期的な樹木の剪定を実施して見
通しを確保するなど、施設の適切な維持管
理に努めた。
　※倒木等の恐れのある樹木の撤去等
（実績額）
第1～17工区公園等管理業務委託
５６７,４８３,４00円

公園内にある樹木については、自然的な樹
形を基本にしつつ見通しの確保も考慮しな
がら維持管理に努めた。引き続き、公園利用
者が安全・安心に過ごせるよう、公園樹木の
適正な維持管理に向けた、予算の確保に努
め、管理手法の整理を進める必要がある。

公園利用者が安全・安心に過ごせるよ
う、公園樹木の適正な維持管理に向
けた、予算の確保に努め、管理手法の
整理を進める必要がある。

引き続き施設の適
切な維持管理に努
める。

公園緑地
課

生涯学習出前講座で依頼のあった小学校
に対して、インターネットについて授業を
行った。
〔依頼数〕４団体
〔参加人数〕292人

インターネットやSNS等の安全な利用につ
いて、学ぶ機会を提供することができた。

例年、同じ学校からの依頼のため、こ
れまで依頼の無い学校での認識等が
把握できていない。

継続
人権・男
女共生課

青少年指導員等による巡回街頭指導を実
施した。
・巡回街頭指導
〔実施回数〕３回
〔参加者〕69人

夏祭り等における巡回街頭指導により、地域
の大人による青少年の見守りを行うことが
できた。

コロナ禍で活動が滞っていたため、今
後の活動が途切れないように留意が
必要。

団体と連携・協力
し、今後も継続し
て実施する。

社会教育
振興課

暴力によらない問題解決能力を
身につける保育や教育を推進し
ます。

暴力が起こる背景や問題性等の
認識を深める講座等を実施する
ほか、多様な広報媒体を通じて啓
発に努めます。

87

85

86

インターネット等を利用した児童
ポルノ、児童売買春への根絶に向
けた対策とともに、子どもに対す
る性的な暴力の早期発見、相談
の充実、こころのケア等を推進し
ます。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

88

（１）市民等を対象とした暴力防止啓発とし
て従来の講座形式からワークショップ形式
のクロースラインを開催した。

（２）ローズＷＡＭ館内において、ＤＶ防止
に関するパネル展示、パープルライトアッ
プを行った。

より多くの人に関心を持ち参加していただ
くためにクロースラインを実施したところ多
くの参加を得て、考えるきっかけとしていた
だけた。

当事者以外の方への理解の促進が必
要であり、その方法や内容の検討を行
う必要がある。

今後も継続して実
施する。

93
人権・男
女共生課

デートＤＶ予防啓発を進めるため、中学生
等を対象にワークショップを市民グループ
と連携して開催した。
〔出前講座実施対象〕中学校3件、高等学校
１件
〔ワークショップ参加者〕計566人

令和6年度は4件の依頼があり、中学生・高
校生にデートDVについて啓発することがで
きた。

今後もより多くの学校等で効果的な
啓発ができるよう、時代のニーズに対
応した内容の手法を検討する必要が
ある。

継続 97
人権・男
女共生課

保育所(園)・幼稚園・認定こども園におい
ては、遊びを中心とした生活の中で、試行
錯誤できる場面や様々な体験ができる機
会等を設定し、問題解決能力を身につける
保育や教育の推進を図った。

公立保育所(園)・公立幼稚園・公立認定こど
も園において、一人ひとりに応じた総合的な
指導を行いながら、様々な活動や体験を通
して「考える力」が身につくような保育・教育
に努めた。

コミュニケーションをとることが苦手
なこどもも増えてきているので、個別
の声かけが必要になってきていて、個
別に関わることも多くの場面で出て
きたときに、保育士、教諭の加配が必
要になってくるのではないかと思わ
れる。

継続
保育幼稚
園総務課

巡回者による学童保育室の現場確認や指
導員からの相談に応じるなど、暴力によら
ない問題解決能力を身に着けるよう相談
支援等を行った。

児童の発達段階に応じて、暴力によらない
問題解決能力を高めるために研修を行うと
ともに、巡回者による巡回支援を拡充する
必要がある。

暴力によらない問題解決能力を高め
るために、継続的に研修を実施し指導
員個々の対応力を高める必要があ
る。

研修等を充実させ
ながら継続する。

学童保育
課

全小学校で「暴力から身を守るワーク」を
実施した。

「暴力から身を守るワーク」を実施すること
で、暴力によらない問題解決能力を身に着
けることができた。

取組みと日常が結びつきにくい子ど
もへの丁寧な取組みが必要である。

暴力によらない問
題解決能力を身に
つける保育や教育
を推進する。

学校教育
推進課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

弁護士による無料相談等を実施するとと
もに、広報誌やホームページで相談窓口の
周知を行った。
また、毎年市民生活相談課にて作成してい
る相談窓口一覧「どこ聞こＢＯＯＫ」を市
ホームページやいばライフに掲載し、相談
窓口の周知を行った。

広報誌やホームページ等で各種相談窓口や
無料相談窓口を広く周知した。なお、弁護士
による法律相談は2,016人の利用があっ
た。

市民が抱える問題解決の一助となっ
ていることから、引続き実施し、周知
に努める必要がある。

継続
市民生活
相談課

配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。
〔実施事業名〕ＤＶ相談事業
〔事業内容〕①来所相談　②電話相談
〔相談件数〕①526件　②491件

複雑化する相談に対し、関係機関と連携して
対応した。

今後も関係機関と連携し、相談者に寄
り添った相談支援に努める。

今後も継続して実
施する。

92・94・
95・104・
108・109・
113

人権・男
女共生課

市民、相談員等を対象とした暴力防止啓発
講座を開催した。

暴力被害者支援について、相談内容が多様
化しており、関係機関との連携の重要性が
高まっている。

より連携を強化できるようなカリキュ
ラムを考える必要がある。

継続 95
人権・男
女共生課

新任民生委員に対し相談支援のポイントや
人権意識への関心を盛り込んだ研修を開
催した。
〔開催〕令和６年４月１日、６月１日、８月１
日、令和７年２月１日
〔参加者〕新任民生委員　計８人

民生委員・児童委員の相談支援に関するス
キルアップと人権意識に対する見識が深
まった。

民生委員のなりて不足が深刻化する
なか、民生委員の負担軽減の観点と、
見識を深めるための研修の開催のバ
ランスを調整していく必要がある。

継続して実施す
る。

地域福祉
課

大阪府主催のＤＶ被害者の地域支援者養
成講座に参加した。
〔実施内容〕
児童虐待防止協会主催（スキルアップ研
修）
〔実施回数〕７回

多くの児童虐待の背後にはＤＶが存在する
ことから、研修を通じて、児童虐待とＤＶの
関連性について学ぶことができた。児童虐
待及びＤＶは困難な問題であるため、今後も
研修を受講し研鑽に努める。

児童の面前でのDVが増えていること
から、DV防止対策の理解を深める必
要がある。

継続実施
子育て支
援課

配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。

複雑化する相談に対応するため、今後も関
係機関と連携し、相談者に寄り添った相談支
援に努める。

継続 90
人権・男
女共生課

国の交付金を活用し、SNS相談等を行う
民間団体の先進的な活動を支援した。

民間団体と連携しSNS相談を実施すること
により、相談につながりづらい若年層が相談
しやすい体制の整備が図られた。

引き続き、民間団体と連携し、若年層
が相談しやすい体制の整備に努める
必要がある。

継続
人権・男
女共生課

90

女性や子ども等に対するあらゆ
る暴力に関しての相談窓口の周
知を図るとともに、関係機関と連
携し、相談者に寄り添った相談支
援に努めます。

暴力が起こる背景や問題性等の
認識を深める講座等を実施する
ほか、多様な広報媒体を通じて啓
発に努めます。

（具体的施策　34)女性に対する暴力を許さない社会づくり

施策内容

89
暴力によらない問題解決能力を
身につける保育や教育を推進し
ます。

（具体的施策　35)相談しやすい体制等の整備

92
被害者支援を推進するために、警
察をはじめ、大阪府や関係機関と
の連携体制を強化します。

施策内容

91

被害者と直接接する機会のある
各種相談の担当者や窓口職員、
民生委員・児童委員、人権擁護委
員等関係機関への研修を充実し
ます。また、多様化・複雑化する相
談内容に対応するため、関係課や
関係機関との情報共有、連携強化
を図ります。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

93
市民等を対象とした暴力防止啓発講座を
開催した。

暴力被害者支援について、相談内容が多様
化しており、関係機関との連携の重要性が
高まっている。

関係機関と、より連携を強化できるよ
うなカリキュラムを考える必要があ
る。

今後も継続して実
施する。

88
人権・男
女共生課

94
配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。

複雑化する相談に対し、関係機関と連携して
対応することができた。

今後も関係機関と連携し、相談者に寄
り添った相談支援に努める。

今後も継続して実
施する。

90
人権・男
女共生課

配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。

複雑化する相談に対応するため、今後も関
係機関と連携し、相談者に寄り添った相談支
援に努める。

複雑化する相談に対応するため、さら
なる連携強化が求められる。

継続 90
人権・男
女共生課

ＤＶ被害者等への支援を円滑に行えるよ
う、ＤＶ防止ネットワーク連絡会を開催した

連絡会では、改めて市の相談体制や支援業
務の内容について、関係各課と共有するこ
とができた。

継続
95・98・
100・101・
112

人権・男
女共生課

市民、相談員等を対象とした暴力防止啓発
講座を開催した。

暴力被害者支援について、相談内容が多様
化しており、関係機関との連携の重要性が
高まっている。

継続 91
人権・男
女共生課

ＤＶの早期発見や防止のため、民生委員・
児童委員や２～３小学校区ごとに配置した
ＣＳＷと連携が強化できるよう努めた。

民生委員・児童委員やＣＳＷ等の連携が強化
されることで、支援につながりやすくなっ
た。

引き続き連携強化に努める。
継続して実施す
る。

地域福祉
課

子育て支援課主催のスーパーバイズ研修
において、子育て支援課職員や、要保護児
童対策地域協議会実務者向けに研修を
行った。
〔開催日〕令和６年11月25日、12月５日
〔開催回数〕２回

DV防止ネットワーク連絡会研修会の開催は
なかったが、要保護児童対策地域協議会で
研修を実施し、配偶者からの暴力について
の理解促進に努めることができた。

DV防止ネットワーク連絡会研修会に
ついては実施方法や内容等を検討し
ながら開催していく。

継続
102・107・
112

人権・男
女共生課

関係機関からの研修機会等の情報を教職
員等に情報提供した。

関係機関からの研修機会等の情報を教職員
等に提供することができた。

教職員の積極的な参加

関係機関からの研
修機会等の情報を
教職員等に情報提
供するとともに研
修の参加を促す。

学校教育
推進課

施策内容

95

保健・医療機関、学校、幼稚園、保
育所（園）、地域子育て支援セン
ター、地域包括支援センター等と
連携、協力しながらDVの早期発
見に努めます。

市民をはじめ、医療関係者や相談
を受ける人が、配偶者等からの暴
力に対する正しい認識を持てる
よう、啓発を充実します。

96
配偶者等からの暴力について理
解を深めるため、市職員・教職員
等への研修を実施します。

地域における身近な発見者・支援
者である民生委員・児童委員や人
権擁護委員、コミュニティソー
シャルワーカーとの連携を強化し
ます。

（具体的施策　36)DV被害の防止と早期発見の仕組みづくり
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若年層への効果的なデートDV啓発を行う
ため、デートDV予防に関する啓発冊子を
作成した。

昨今のデートDVの状況などを踏まえて、
SNS等の内容など、時代の内容にあった啓
発冊子を作成することができた。

冊子作成には大学に協力いただき、大学生・
中学生の意見や、大学・中学校教職員といっ
た多くの意見を盛り込んだ冊子となった。

より多くの人に啓発冊子を活用して
もらう必要がある。

啓発冊子の効果的
な活用方法を検討
するなど、引き続
き、デートDV予防
の啓発活動に取り
組む。

人権・男
女共生課

デートＤＶ予防啓発を進めるため、中学生
等を対象にワークショップを市民グループ
と連携して開催した。

令和6年度は4件の依頼があり、中学生・高
校生にデートDVについて啓発することがで
きた。

今後もより多くの学校等で効果的な
啓発ができるよう、時代のニーズに対
応した内容の手法を検討する必要が
ある。

継続 89
人権・男
女共生課

デートＤＶ予防啓発冊子を、市内中学校等
に配布し、予防啓発に努めた。

デートＤＶ予防啓発冊子を、市内中学校等に
配布し、予防啓発に努めることができた。

学校によって活用の仕方に違いがあ
る。

デートＤＶ予防啓
発冊子を、市内中
学校等に配布し、
予防啓発に努め
る。

学校教育
推進課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

98
ＤＶ被害者等への支援を円滑に行えるよ
う、ＤＶ防止ネットワーク連絡会を開催し
た。

連絡会では、市の相談体制や支援業務の内
容について、改めて関係各課と共有すること
ができた。
また、連絡会において、DV被害者を保護す
る構成団体から被害者のおかれている状況
の説明を行うことで、関係団体の理解促進
を図ることができた。

相談内容が複雑化しているため、関係
課との連携が必須になっているが、各
課連携が円滑に進まないケースも散
見されるため、今後とも連絡会等を活
用し、課題の共有等に努める必要があ
る。

継続 95
人権・男
女共生課

99

市役所庁内におけるＤＶ被害者対応につい
て記載した「配偶者等からの暴力被害者支
援対応マニュアル」を改訂し、情報提供に
努めた。

各機関の最新のDV被害者支援情報をマ
ニュアルにまとめることで、DV被害者支援
の庁内共有を図ることができた。

庁内においてDV被害者に関する対
応を幅広く共有することが重要であ
り、情報の定着を図るため、継続的な
情報提供が必要である。

継続
人権・男
女共生課

100
ＤＶ被害者等への支援を円滑に行えるよ
う、ＤＶ防止ネットワーク連絡会を開催し
た。

連絡会では、市の相談体制や支援業務の内
容について、改めて関係各課と共有すること
ができた。
また、連絡会において、DV被害者を保護す
る構成団体から被害者のおかれている状況
の説明を行うことで、関係団体の理解促進
を図ることができた。

相談内容が複雑化しているため、関係
課との連携が必須になっているが、各
課連携が円滑に進まないケースも散
見されるため、今後とも連絡会等を活
用し、課題の共有等に努める必要があ
る。

継続 95
人権・男
女共生課

101
ＤＶ被害者等への支援を円滑に行えるよ
う、ＤＶ防止ネットワーク連絡会を開催し
た。

連絡会では、市の相談体制や支援業務の内
容について、改めて関係各課と共有すること
ができた。
また、連絡会において、DV被害者を保護す
る構成団体から被害者のおかれている状況
の説明を行うことで、関係団体の理解促進
を図ることができた。

相談内容が複雑化しているため、関係
課との連携が必須になっているが、各
課連携が円滑に進まないケースも散
見されるため、今後とも連絡会等を活
用し、課題の共有等に努める必要があ
る。

継続 95
人権・男
女共生課

102

（１）大阪府配偶者暴力相談支援センター代
表者会議での連携を図った。
〔実施日〕令和6年５月16日
（２）大阪府配偶者暴力相談支援センター
実務者会議での連携を図った。
〔実施日〕令和6年8月1日
（３）相談員を対象としたスーパービジョン
研修を実施した。
〔実施日〕令和6年６月21日、8月29日、９
月13日、11月15日、令和7年３月21日
（４）子育て支援課主催のスーパーバイズ研
修において、子育て支援課職員や、要保護
児童対策地域協議会実務者向けに研修を
行った。【再掲　施策番号96】

大阪府及び参加各市のＤＶ被害の状況や対
策・施策・対応などについての情報、また場
合によっては教示・助言を得る機会となって
いる。

DV防止ネットワーク連絡会研修会の開催は
なかったが、要保護児童対策地域協議会で
研修をすることができた。

DV被害の防止に取り組む自治体が
一同に会して情報共有や意見交換を
することで、連携の強化にもつながる
ものであり、今後も継続して参加す
る。

今後も継続して実
施する。

96・106・
107・112

人権・男
女共生課

103
男性のための電話相談を実施した。

相談件数は、昨年と比較して減少しているも
のの、今後も引き続き、相談できる場所の存
在意義を再確認しながら、継続して実施して
いく。

悩みを相談する男性がまだまだ少な
いと思われる。

今後も継続して実
施する。

28・138
人権・男
女共生課

配偶者暴力相談支援センターの
機能の充実を図ります。

DV被害者を含む男性のための
相談しやすい窓口を充実します。

中学生等を対象にしたワーク
ショップの開催や、デートDV予防
啓発冊子の配布等、デートDVに
関する予防啓発を強化します。

各種相談窓口でDVが推測され
る相談に対して適切な対応がで
きるよう、相談員のスキルアップ
を目的とした研修を実施します。

被害者が各機関で何度も同じこ
とを話さなくてすむよう、情報共
有を図ります。また、庁内におい
ては「配偶者等からの暴力被害者
支援対応マニュアル」を共有し、
関係課の連携を強化します。

（具体的施策　37)相談・連携体制の充実・強化

施策内容

97

予防から被害者の自立支援まで
の総合的な支援を充実するため、
「茨木市DV防止ネットワーク連絡
会」の機能を強化します。

被害者に対応する相談員や市職
員等がDVに対する理解を深め、
適切に対応できるよう研修会等
を実施し、二次被害の防止を図り
ます。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

104
配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。
〔保護命令申立て手続き件数〕　１件

複雑化する相談に対し、関係機関と連携して
対応した。

今後も関係機関と連携し、相談者に寄
り添った相談支援に努める。

今後も継続して実
施する。

90・92・
94・95・
108・109・
113

人権・男
女共生課

105

配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ
相談を通して、大阪府女性相談センターと
連携し、一時保護を行った。
〔一時保護件数〕　7件

令和６年度から「困難な問題を抱える女性へ
の支援に関する法律」が施行されたことによ
る影響もあり、令和６年度は保護件数が増加
したが、被害者の安全確保と支援のため、適
切に一時保護を行うことができた。

要保護者の状況が多種多様なため、
個々の実情に合う民間シェルター等
との連携が必要である。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

106

（１）大阪府配偶者暴力相談支援センター連
絡会議での連携を図った。
【再掲　施策番号102】

（２）大阪府ＤＶ相談担当者ブロック別連絡
会での連携を図った。

大阪府及び参加各市のＤＶ被害の状況や対
策・施策・対応などについての情報、また場
合によっては教示・助言を得る機会となって
いる。

継続 102
人権・男
女共生課

107

（１）大阪府配偶者暴力相談支援センター代
表者会議での連携を図った。【再掲　施策
番号102】

（２）大阪府配偶者暴力相談支援センター
実務者会議での連携を図った。【再掲　施
策番号102】

（３）子育て支援課主催のスーパーバイズ研
修において、子育て支援課職員や、要保護
児童対策地域協議会実務者向けに研修を
行った。【再掲　施策番号96】

大阪府及び参加各市のＤＶ被害の状況や対
策・施策・対応などについての情報、また場
合によっては教示・助言を得る機会となって
いる。

DV防止ネットワーク連絡会研修会の開催は
なかったが、要保護児童対策地域協議会で
研修をすることができた。

DV被害の防止に取り組む自治体が
一同に会して情報共有や意見交換を
することで、連携の強化にもつながる
ものであり、今後も継続して参加す
る。

今後も継続して実
施する。

96・102・
112

人権・男
女共生課

108
配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。

複雑化する相談に対し、関係機関と連携して
対応した。

今後も関係機関と連携し、相談者に寄
り添った相談支援に努める。

今後も継続して実
施する。

90
人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

109
配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。

複雑化する相談に対し、関係機関と連携して
対応した。

今後も関係機関と連携し、相談者に寄
り添った相談支援に努める。

今後も継続して実
施する。

90
人権・男
女共生課

110

被害者の方の回復を支援するための講座
を開催した。
〔実施事業名〕こころのケア講座
〔開催日〕令和6年６月14日
　　　　　令和6年８月9日
　　　　　令和6年10月11日
　　　　　令和6年12月13日
　　　　　令和7年１月10日
　　　　　令和7年３月14日
〔参加人数〕延べ14人

少人数で実施しており、満足度が高い講座
となっている。必要な人に必要な情報が届
けられた。

受講者同士で話し合う機会がほしい
という意見がある一方で、プライバ
シーへの配慮も必要。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

就労に関する相談を実施した。
〔実施事業名〕女性のはたらき方相談
〔相談件数〕21件

毎年、一定の相談件数があることから、今後
も継続して実施する。

関係機関と、より連携が行えるような
カリキュラムを考える必要がある。

今後も継続して実
施する。

124
人権・男
女共生課

仕事なんでも相談を実施した。 仕事なんでも相談が、就労支援の一助と
なった。

今後も継続してハローワーク等関係
機関と連携し、仕事なんでも相談を実
施し、就労支援を行っていく。

継続 62
商工労政
課

112

（１）大阪府配偶者暴力相談支援センター代
表者会議での連携を図った。【再掲　施策
番号102】

（２）大阪府配偶者暴力相談支援センター
実務者会議での連携を図った。【再掲　施
策番号102】

（３）子育て支援課主催のスーパーバイズ研
修において、子育て支援課職員や、要保護
児童対策地域協議会実務者向けに研修を
行った。【再掲　施策番号96】

大阪府及び参加各市のＤＶ被害の状況や対
策・施策・対応などについての情報、また場
合によっては教示・助言を得る機会となって
いる。

DV防止ネットワーク連絡会研修会の開催は
なかったが、要保護児童対策地域協議会で
研修をすることができた。

DV被害の防止に取り組む自治体が
一同に会して情報共有や意見交換を
することで、連携の強化にもつながる
ものであり、今後も継続して参加す
る。

今後も継続して実
施する。

96・102
人権・男
女共生課

警察や大阪府女性相談センター、
子ども家庭センター等関係機関
との連携を強化します。

DV被害者等が自立し、地域社会
において安全・安心に過ごせるよ
う、民間支援団体との連携・協力
体制を強化します。

（具体的施策　39)生活基盤を整えるための支援

施策内容

専門的なこころのケアが必要な
被害者に対して、安全で安心な生
活ができるよう関係機関と連携
して支援します。

（具体的施策　38)被害者の安全確保の徹底

施策内容

保護命令申立て手続きに関する
利用支援をします。

大阪府女性相談センターと連携
して一時保護を適切に実施し、場
所の秘匿を徹底します。

安全で安心な環境で被害者同士
が情報交換等を行うことができ
る居場所づくりを行います。

医療機関、警察、民間団体等の
様々な機関が連携し、継続的な被
害者支援を実施する仕組みをつ
くります。

111
ハローワーク等と連携し、就労支
援を行います。

被害者等の個人情報の管理が適
切にできる仕組みを整備します。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

配偶者暴力相談支援センターにおいて、Ｄ
Ｖ等相談(来所・電話）の充実を図った。

複雑化する相談に対し、関係機関と連携して
対応した。

今後も関係機関と連携し、相談者に寄
り添った相談支援に努める。

今後も継続して実
施する。

90
人権・男
女共生課

ＤＶや子どもに関する関係機関と連携し、
保健師地区活動等において、適切な支援
に努めた。
〔実施事業名および実績〕
　　　　　　訪問指導 6,092件
          　　　　　　ＤＶ　  8件
 　　　　　 面接指導   5,122件
            　　　　ＤＶ　  19件
 　　　　　 電話指導 5,144件
            　　　　ＤＶ　   36件

実施件数全体におけるDVの項目の割合は
約0.4％であった。関係機関と連携し、引き
続き適切な支援に努めたい。

継続実施
子育て支
援課

企業広告付き茨木市子育てハンドブックを
発行、配布した。

　〔冊子〕茨木市子育てハンドブック
　〔発行・配布部数〕14,200部

妊娠届出時での妊婦やこんにちは赤ちゃん
事業を通して新生児のほとんどに冊子を配
布することができ、市の子育て支援サービス
情報について提供できている。

引き続き、冊子を配布し、子育て支援
サービス情報を提供する。

継続実施
子育て支
援課

実務者を中心にＤＶやこどもに関する関係
機関との連携を図った。

関係機関との連携を強化したことで、スムー
ズに情報共有することができた。

こどもの様子や体、顔などの変化に気
づいていける保育環境を整え、保護
者との関係を築いていくことが大き
な課題となってきている。

継続
保育幼稚
園総務課

子ども家庭センターや子育て支援センター
などのＤＶや子どもに関する関係機関につ
いての情報提供を行った。

子ども家庭センターや子育て支援センター
などのＤＶや子どもに関する関係機関につ
いての情報提供を行うことができた。

全教職員の正しい知識と現状の理解

ＤＶや子どもに関
する関係機関につ
いての情報提供を
行う。

114
学校教育
推進課

関係各課及び関係機関とのケース会議を
行い、支援体制の整備を図った。また、実
務者を中心にＤＶやこどもに関する関係機
関との連携を強化した。

関係各課及び関係機関とのケース会議を行
い、支援体制の整備の推進を図り、実務者を
中心にＤＶやこどもに関する関係機関との
連携を強化したことで、関係案件に対して、
スムーズに対応することができた。

連携機関とはいろんな話が進んでい
くが、保護者との関係を作っていくの
が今後の課題となる。

継続
保育幼稚
園総務課

子ども家庭センターや子育て支援センター
などのＤＶや子どもに関する関係機関と連
携し、情報の保護や適切な対応を行った。

子ども家庭センターや子育て支援センター
などＤＶや子どもに関する関係機関と連携
し、情報の保護や適切な対応を行うことがで
きた。

全教職員の正しい知識と現状の理解

ＤＶや子どもに関
する関係機関につ
いての情報提供を
行う。

113
学校教育
推進課

子育て相談の充実および周知を図るとと
もに、地域における安心・安全に子育てで
きる環境を提供した。

育児に対する不安感または負担感を抱く保
護者からの、子育てや発達などに関する電
話・メール・面接等による相談を実施した。

次年度も相談者の思いに寄り添い、
話を聴き､対応を一緒に考え、必要に
応じて継続面接や訪問を実施してい
く。

継続実施 81
子育て支
援課

「いじめ」ホッと電話相談カードを市立小中
学校の全児童生徒に配布したり、電話教育
相談については、広報誌等で周知した。ま
た、保護者に寄り添った相談を行い、必要
に応じて学校や関係機関と連携を図り支
援を行った。
①「いじめ」電話相談　 32件
② 電話教育相談　　　119件

子育てや不登校に関する内容の相談が多
かった。そのような困り感のある保護者や子
ども一人ひとりに寄り添う支援を行うこと
ができたことに加えて、学校も「いじめ」に対
して、早期発見早期対応できていると考え
る。

相談者のニーズにタイムリーに対応す
るため、相談体制の充実を図っていく
必要があること。

今後も保護者や子
どもに寄り添う相
談支援を行ってい
く。

教育セン
ター

（具体的施策　40)児童虐待を取り扱う機関との連携

施策内容

115

子どもに関する相談窓口の周知
を図るとともに、こころのケアが
必要な子どもが安心して生活で
きるよう、学校や関係機関と連携
して支援を行います。

113

DVのある家庭の子どもへの支援
について適切な情報提供を行い
ます。また、関係機関と連携して
適切な支援につなげます。

114

児童虐待やDVで被害を受けた
子どもが保育所（園）・幼稚園・学
校等で安全に過ごせるよう、DV
や子どもに関する関係機関と連
携し、情報の保護や支援体制の整
備を推進します。
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116

117

118

119

120

121

122

123

124

125

126

127

128

129

130

131

132

133 在住外国人等が利用しやすいように多言語に対応している相談機関との連携を図ります。

障害者虐待防止、高齢者虐待防止のための啓発を行います。

(47)在住外国人等への支援

在住外国人等が孤立しないよう、意思疎通のための援助をします。在住外国人等と相互理解を深められるように、市民活動団体等と協働して、交流の場の提
供や学習機会の充実を図ります。また、学習ニーズを踏まえた講座内容の工夫や、技能実習生受け入れ拡大に伴う受講希望者の増加への対応についても取
組を進めます。

在住外国人等が安心して暮らせるよう、多言語による情報提供を行います。また、災害時緊急情報を含めた防災情報等を多言語で発信します。

ヤングケアラー実態調査の結果を踏まえ、課題解決に向けた取組を検討します。

(46)高齢者や障害者等への支援

高齢者や障害者等が安心して暮らせるよう、様々なサービスの充実と質の向上を図るとともに、自立に向けた支援を行います。

(45)子ども・若者への支援

子ども・若者自立支援センター「くろす」と関係機関のさらなる連携を図るため、各ケースに合わせた部会やケース会議の充実について検討します。また、
「ユースプラザ」においては、関係機関等と連携して子ども・若者の生きづらさを解消し、自立に向けた支援を行います。

17　様々な困難を抱える人々への支援

ひとり親家庭の当事者グループを支援します。

茨木市パートナーシップ宣誓制度の普及啓発を図り、制度を利用したいと考えている人の利用につなげます。また、対応できる事務の拡大を検討します。

大阪府内でパートナーシップ宣誓制度を実施している自治体間において連携を図り、制度の運用を行います。

(44)ひとり親家庭への支援

ひとり親家庭やステップファミリー、同性カップル等様々な形態の家族が安心して暮らせるよう、交流機会や学習機会の充実を図ります。

(43)困難を抱える女性への支援

女性が抱える様々な困難の解決に向けた支援や困難の解消に向けたサポートを行います。また、相談員や支援人材の育成・資質向上を図ります。

困難を抱えており、かつ孤独・孤立状況にある女性に対して、関係団体と連携して支援を行います。

関係機関と連携の下、生理の貧困等女性特有の困難に対する支援を行います。

生活支援や子育て支援、就業支援等に関する情報や補助制度、相談窓口について、広報誌や市ホームページ、SNSなど多様な媒体を通じて周知を図り、就労
につながるよう支援をします。

ひとり親自立支援員や就職サポートセンター等の相談担当者のスキルアップを図るための研修を実施します。

学校教育や社会教育等において、性の多様性への理解が進むよう学習機会を提供するとともに、市ホームページやSNS、啓発リーフレット等を活用した啓発
活動を行います。また、性的マイノリティの当事者への相談支援や各種支援に取り組みます。

(42)パートナーシップ宣誓制度の普及

基本目標８　困難を抱える人々への支援

　すべての人が安心して、自分らしく地域で暮らしていくことができるよう、多様性を認め合う社会に向けた啓発や、相談支援の充実等、様々な社会的環境の整備を進めます。また、
性の多様性に関する周知・啓発と性的マイノリティの支援を併せた取組の推進を図ります。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

16　性の多様性への理解促進と社会的環境の整備

(41)性の多様性への理解促進と性的マイノリティへの支援

市職員・教職員や市内事業所を対象に、性の多様性に関する研修や啓発を実施します。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

（１）市職員を対象に、アライ研修を実施し
た。
〔実施日〕令和６年10月30日、11月20日
〔対象者〕全職員
〔受講者数〕72人
〔講　師〕ＮＰＯ法人ＱＷＲＣ　近藤　由香
氏

（２）市職員を対象に、人権問題研修を実施
した。
〔実施日〕令和６年12月24日～令和７年３
月24日
〔対象者〕全職員
〔受講者数〕133人
〔講　師〕宝塚大学看護学部教授　日高　庸
晴　氏

研修の実施により、性の多様性に対する理
解を促進することができた

引き続き、研修の実施により、性の多
様性に対する理解促進を図る。

継続 人事課

職員向けには人事課の研修の1つとして、
アライ研修を開催した。
〔開催回数〕2回
〔参加人数〕72人
事業所向けには、出前研修を実施した。
〔実施回数〕1回
〔参加人数〕250名

アライに関して関心がなかった人も一定数
あったが、受講後には業務に活かせる内容
であったとの回答が多くあったことより、職
員の性の多様性理解促進につなげることが
できた。

継続
人権・男
女共生課

人権教育研修をおこなった。
〔実施日〕令和７年１月21日
          　〔対　象〕市内すべての教職員
〔テーマ〕「ジェンダー平等教育、性の多様
性について」

教職員に対しての人権研修を実施すること
で人権意識を向上させることができた

研修を受けていない教職員に対して
の啓発が不十分なところが課題であ
る。

研修での学びや他
校の取組みを自校
において広げるこ
とを促す。

2
学校教育
推進課

（１）電話相談とコミュニティスペースを実
施し、公共施設や市内高校・大学へチラシ・
ポスターを配布した。
【開催日時】電話相談：毎月第4土曜日15
時～20時、コミュニティスペース：毎月第
3水曜日午後6時～8時

（２）市ホームページにおいて、性の多様性
について啓発し、性のあり方に関する
Q&Aを公開した。

コミュニティスペースについては各回にテー
マ設定を行い、各回のテーマごとのちらしを
関係機関に送付するなど周知を図り、利用
者数の倍増につなげることができた。

コミュニティスペースおよび電話相談
の利用を増やすための工夫が必要で
ある。

継続
人権・男
女共生課

さまざまな人権学習の具体的な取組のモ
デル案を示した「人権教育授業プラン集
パートⅢ」を教職員に配布し、人権課題の
一つであるセクシャルマイノリティへの理
解促進を図った。

「人権教育授業プラン集パートⅡ」を活用す
ることで多様な性のあり方への理解を深め
ることができた。今後は「人権教育授業プラ
ン集パートⅢ」の活用をすすめていく。

当事者の有無に関わらず計画的にて
学習に取組むことが必要である。

「人権教育授業プ
ラン集パートⅢ」の
活用を推進する。

7
学校教育
推進課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

118

（１）パートナーシップ宣誓制度を実施し、公
共施設等へのチラシ設置や商工会議所の
会報誌等を通じて、制度の周知及び理解
促進に努めた。また、宣誓書受領証の提示
により婚姻関係に準じた取扱いが可能な
事務をとりまとめ、ホームページで公開し
た。
［宣誓数］8組

（２）パートナーシップ宣誓された方を対象
に、公正証書の作成費用を助成する「パー
トナーシップ宣誓制度活用補助制度」を
行った。
［申請数］0件

パートナーシップ宣誓制度活用補助制度の
利用者はいなかったが、パートナーシップ宣
誓制度については、昨年度より宣誓数が増
加していることより、宣誓制度の普及が一定
図られたと考えられる。

継続
人権・男
女共生課

119

パートナーシップ宣誓制度の自治体間連携
に関する協定に加盟し、加盟自治体間で転
居するパートナーシップ宣誓者の手続きを
簡素化した。
〔申請組数〕0件

令和６年度には本市からの転出・転入を行う
パートナーシップ宣誓者がいなかったが、連
携自治体の範囲を大阪府内だけではなく、
府外へも拡大したことにより、制度の充実を
図った。

令和6年10月よりパートナーシップ宣
誓制度自治体間連携ネットワークに加
盟する自治体が全国に拡大したこと
から、連携するケースは増えるものと
見込まれるため、引き続きパートナー
シップ宣誓者の利便性向上を図る必
要がある。

継続
人権・男
女共生課

117

学校教育や社会教育等におい
て、性の多様性への理解が進む
よう学習機会を提供するととも
に、市ホームページやSNS、啓
発リーフレット等を活用した啓発
活動を行います。また、性的マイ
ノリティの当事者への相談支援
や各種支援に取り組みます。

（具体的施策　41)性の多様性への理解促進と性的マイノリティへの支援

施策内容

116
市職員・教職員や市内事業所を
対象に、性の多様性に関する研
修や啓発を実施します。

(具体的施策　42)パートナーシップ宣誓制度の普及

施策内容

茨木市パートナーシップ宣誓制
度の普及啓発を図り、制度を利
用したいと考えている人の利用
につなげます。また、対応できる
事務の拡大を検討します。

大阪府内でパートナーシップ宣
誓制度を実施している自治体間
において連携を図り、制度の運
用を行います。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

相談員を対象としたスーパービジョン研修
を実施した。【再掲施策番号102】

相談員のスキルアップを図り、適切な相談が
行える環境整備を図った。

多様化するケースに対応するため、引
き続きＳＶ研修を行い、相談員の更な
るスキルアップを図る必要がある。

今後も継続して実
施する。

102
人権・男
女共生課

くらしサポートセンターあすてっぷ茨木と
して、生活困窮を中心に様々な相談を受け
付け、支援を行った。
（新規相談件数762件）
また、困難な問題を抱える女性への相談に
配慮した対応ができるよう研修に参加す
る等、相談対応力の向上に努めた。

研修等に積極的に参加し、女性の抱える
様々な個別の問題への相談対応に備えるこ
とができた。

相談員の知識や経験に差があり、相
談対応においても斑がある。

適切な人材を確保
育成し、相談対応
力の向上を図る。

福祉総合
相談課

（１）子育て世代向け就労支援フェアを実施
した。
【再掲 施策番号24】

（２）仕事なんでも相談を実施した。
【再掲 施策番号62】

（３）就職サポートセンター担当職員が、府
主催の労働相談関係機関担当者等研修を
受講した。
［受講者］1人、〔受講回数〕６回
〔受講形式〕オンライン受講

子育て世代向け就労支援フェアでは、相談
ブースや年収の壁や税金等のお金の話に関
するセミナーを開催し、子育てによるブラン
クがある市民等に寄り添った支援ができた。

就職サポートセンター担当職員の研修につ
いては、労働問題への対応能力を高め、労働
関係法規等の基礎的知識をはじめ、実践的
な労働相談事例を通して、実務に必要な知
識やスキルの向上を図ることができた。

今後も継続して関係課と連携し、イベ
ント等の機会を捉え、女性の仕事に対
して抱える悩み等の解決に向けた相
談業務を行っていく。

継続
24・62・
125

商工労政
課

121
女性のための相談(電話・面接等）の充実
を図った。

相談件数は、昨年と比較して、電話相談が増
加し、面接相談は減少したが、総件数は増加
している。相談内容に応じて、関係団体との
連携支援を行うことができた。

相談できる場所の存在意義を再確認
しながら、継続して実施していくとと
もに、多様な媒体を通じた相談体制を
検討していく。

今後も継続して実
施する。

83
人権・男
女共生課

122
生理用品を関係機関に送り、必要とする方
へ配布した。
〔配布数〕110パック

ユースプラザを中心に、生理の貧困等の困
難状況を把握した際に緊急用に生理用品を
配布できる環境にすることができた。

相談員に制度が知られていない可能
性があるため、相談員への周知方法
を検討していく必要がある。

継続
人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

性的マイノリティの方や周りの方などが集
えるコミュニティスペースを月1回開催し
た。

コミュニティスペースについては各回にテー
マ設定を行い、各回のテーマごとのちらしを
関係機関に送付するなど周知を図り、利用
者数の倍増につなげることができた。

参加者を増やすための工夫が必要で
ある。

継続 117
人権・男
女共生課

ひとり親家庭が定期的に集い、交流や情報
交換を行う場を提供することにより、ひと
り親家庭の早期自立のための意欲形成及
び家庭生活の安定を図ることを目的とす
るひとり親家庭生活支援（情報交換）事業
を実施した。
〔参加者数〕大人69人、子ども22人

ひとり親家庭生活支援（情報交換）事業を実
施し、ひとり親家庭の早期自立のための意
欲形成及び家庭生活の安定を図った。

広報誌で事業の周知をしているが、新
規参加者が少ないため、事業周知の
工夫に努める必要がある。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

（具体的施策　43)困難を抱える女性への支援

困難を抱えており、かつ孤独・孤
立状況にある女性に対して、関
係団体と連携して支援を行いま
す。

（具体的施策　44)ひとり親家庭への支援

施策内容

120

女性が抱える様々な困難の解決
に向けた支援や困難の解消に向
けたサポートを行います。また、
相談員や支援人材の育成・資質
向上を図ります。

関係機関と連携の下、生理の貧
困等女性特有の困難に対する支
援を行います。

施策内容

123

ひとり親家庭やステップファミ
リー、同性カップル等様々な形
態の家族が安心して暮らせるよ
う、交流機会や学習機会の充実
を図ります。
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就労に関する相談を実施した。 毎年、一定の相談件数があることから、今後
も継続して実施する。

関係機関と、より連携が行えるような
カリキュラムを考える必要がある。

今後も継続して実
施する。

111
人権・男
女共生課

生活困窮者自立支援制度について、ホーム
ページ掲載や関係各機関へちらし等を配
布し、周知を行った。
（新規相談件数762件）

新規相談件数は昨年度に比べ微減したが、
適切に他制度、他機関につなぎ、関係機関等
とチームを組み支援を実施できた。

生活困窮者からの相談を早い段階で
受け付け、適切な支援につなぐため、
更に周知を徹底する必要がある。

引き続き多様な媒
体による周知活動
を実施する。

福祉総合
相談課

生活保護受給世帯が抱えている課題に対
して、健康管理支援・子育て支援・就労支援
等の諸施策を周知し、活用を図った。
〔ひとり親家庭就労支援員活用状況〕13件

担当CWが窓口となり、各家庭の課題を整理
したうえで、本課で取り組んでいる自立支援
事業や他施策を案内し、自立・就労につなが
る支援を行うことができた。

複雑化・多様化する課題を抱える世帯
に対しては、関係機関とも連携し、自
立・就労につながる有効な支援を行っ
ていく必要がある。

自立・就労につな
がるよう継続して
支援を実施する。

生活福祉
課

（１）母子家庭の母または父子家庭の父で、
市が承認した自立支援教育訓練給付金対
象講座を受講し、修了した場合、経費の一
部を支給した。
〔支給人数〕2人

（２）母子家庭の母または父子家庭の父で、
高等な技能取得のため6月以上養成機関
で修業する場合に、修業期間の一定期間
について、生活の負担の軽減を図るため、
高等職業訓練促進給付金を支給するとと
もに、修了後に高等職業訓練修了支援給
付金を支給した。
〔支給人数〕高等職業訓練促進
　　　　　　給付金：８人
　　　　　　高等職業訓練修了支援
　　　　　　給付金：４人

（３）就職や転職を考えているひとり親に対
して、相談に応じ、一人ひとりの状況や
ニーズに応じた自立支援計画を策定し、関
係機関と連携しながら、自立・就労に向け
てのきめ細やかなサポートを行うととも
に、策定目標未達成の方に、定期的な面談
等を実施した。
〔母子・父子自立支援プログラム策定件数〕
28人

就職や転職を考えているひとり親に対して
相談に応じ、関係機関と連携しながら、一人
ひとりの状況やニーズに応じた自立支援計
画を策定することにより、自立・就労に向け
たきめ細やかなサポートを行うことができ
た。

広報誌・ホームページのほか、こども
政策課の施策案内や関係各課作成の
冊子等で引き続き周知を図るととも
に、窓口や児童扶養手当の現況届受
付会場等にて、ひとり親家庭の父また
は母への就労支援により一層努める。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

（１）ホームページ等を活用し、ハローワーク
や市の仕事なんでも相談、大阪労働局の
「総合労働相談ダイヤル」等や、大阪府の働
く前に確認しておくべき情報について紹介
した。

（２）就労支援フェアの中で仕事なんでも相
談員による就労相談を実施した。

（３）キャリアブランクのある女性向けセミ
ナーを実施した。【再掲 施策番号23】

広報媒体やセミナーを通じて、ひとり親家庭
の就労支援を行うことができた。

就労支援フェア事業の一環で就労相談を実
施することにより、気軽に参加できる環境を
提供することができた。

今後も継続して関係機関と連携し、就
業支援等に関する補助制度や相談窓
口等の情報提供を行っていく。

継続 23
商工労政
課

配偶者暴力相談支援センター職員が実務
担当者向けに、暴力防止と早期発見・早期
対応、被害者への支援のあり方等について
研修を行った。

参加者アンケートの結果が高評価であったこ
とより、参加者に適した研修内容を実施する
ことができ、研修参加者のスキルアップにつ
なげることができたと考える。

継続
人権・男
女共生課

相談員へ資料提供や研修等の情報提供を
行い、相談対応力向上等のスキルアップを
図った。

研修に積極的に参加し、制度等の知識を深
めることができた。

複雑、複合、多様化した相談に対応す
るため、知識や経験を深める必要が
ある。

相談対応力向上の
ため、積極的に研
修等への参加をす
る。

福祉総合
相談課

ひとり親自立支援員に国・府等が実施する
研修を受講する機会を提供した。
〔研修受講回数〕１３回

国・府等が実施する研修を受講することによ
り、他の受講者との情報交換のほか、ひとり
親施策に関する最新情報を入手できたこと
から、ひとり親自立支援員の相談におけるス
キルアップにつながった。

案内のある研修会の中には毎年同じ
内容のものがあるため、興味のある
研修会を見つけスキルアップにつな
げる必要がある。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

就職サポートセンター担当者が、府主催の
労働相談関係機関担当者等研修や、就労
支援コーディネーター研修を受講した。
【再掲 施策番号120】〔再掲 連番２３３〕

就職サポートセンター担当者が研修を通じ
て、就労支援に必要なスキルや労働関係法
規等の相談事例を学び、実務に必要な知識
やスキルの向上を図ることができた。

今後も継続して研修会への参加を通
じて、就労支援に必要なスキルや労働
相談事例を学ぶ機会を増やしていく。

継続 120
商工労政
課

126

茨木市母子福祉会の売店等における販売
活動を引き続き支援した。また、母子福祉
会へ「ひとり親家庭の交流・情報交換事業」
を委託し、ひとり親家庭同士で交流を図っ
た。
〔交流会開催回数〕６回

茨木市母子福祉会の売店等における販売活
動の支援や、「ひとり親家庭の交流・情報交
換事業」を委託することで、ひとり親家庭の
早期自立や生活の安定に資することができ
た。

茨木市母子福祉会の次代を担う役員
候補探しに苦慮しており、運営の継続
に不安がある。また、母子福祉会の運
営資金を生み出し、活動の拠点として
大きな役割を担っていた売店も、福祉
文化会館閉館に伴い令和６年９月末
で廃止した。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

125

ひとり親自立支援員や就職サ
ポートセンター等の相談担当者
のスキルアップを図るための研
修を実施します。

ひとり親家庭の当事者グループ
を支援します。

124

生活支援や子育て支援、就業支
援等に関する情報や補助制度、
相談窓口について、広報誌や市
ホームページ、SNSなど多様な
媒体を通じて周知を図り、就労
につながるよう支援をします。
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令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

定期テスト応援カレンダーを作成し、学区
の中学生にユースプラザが自習で使えな
い時間でも愛センターで自習が出来ること
を伝えて、両方の利用を増やせるよう周知
している。
〔カレンダー発行回数〕　　５回

試験最終日に、ユースプラザにお楽しみ企画
を作っていただき、周知することで、利用者
増に繋がった。また、定期テスト期間後も、引
き続き自習利用に繋がった。

継続
人権・男
女共生課

（１）子ども・若者を早期に支援し、早期困
難解消をめざすとともに、支援する側・さ
れる側の負担軽減を図るため、社会生活を
円滑に営む上での困難を有する子ども・若
者に対し、各々の専門性を有する支援機関
が必要に応じて連携し包括的に支援した。
〔実績〕・代表者会議　　　  1回
　　　　 ・ケース会議　　　157回
　　　　 ・部会　　　　　　 19回

（２）研修・講座等を開催し、支援ノウハウや
情報共有の機会を提供した。
〔実績〕
 ・子ども・若者支援地域協議会研修
(KOWA研） 1回

講習会は、福祉や教育等、様々な機関からの
参加があり、参加者アンケートの結果は高評
価であった。

茨木市子ども・若者自立支援センター
とケース連携している機関が限定的
であるため、各ケースに合わせた部会
やケース会議の充実を検討する。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

子ども・若者自立支援センターと連携を図
る機会がなかった。

就職サポートセンターでは、子ども・若者自
立支援センターへの誘導の案件がなく、連携
を図る機会がなかった。

今後も関係機関等と連携し、子ども・
若者の生きづらさ解消、自立支援を
行っていく。

継続
商工労政
課

128

こども政策課に配置したヤングケアラー
コーディネーターが学校や地域の支援者か
ら相談を受け必要に応じて支援を提供し
たほか、様々な支援者を対象に事例検討
会を開催し、連携の必要性を共有した。ま
た、ヤングケアラーや元ヤングケアラーが
集えるピアサロンやヤングケアラー家庭等
への訪問支援事業を実施した。

事例検討会には多くの支援者が参加し、ヤン
グケアラー支援への関心の高さが伺えた。
ヤングケアラーコーディネーターが、市民及
び支援者からの一元的な相談先として、適
宜必要なサービス（窓口）につなぐとともに、
必要に合わせて訪問支援等も行うことがで
きた。

ヤングケアラー家庭等への訪問支援
事業では、利用に至る家庭がなく、対
象家庭を適切な支援につなげること
が課題。

今後も継続して実
施する。

こども政
策課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

家計について安心して暮らせるよう家計
や今後の生活に関する相談を実施した。
〔相談〕６９件

いのち・愛・ゆめセンターでの総合相談時に
加え、ＦＰ資格を有する社会保険労務士の専
門員を配置し、生活相談の充実を行うことが
できた。引続き実施しモニタリングと生活改
善に努めるほか、福祉施策との連動性をさ
らに強めていく。

福祉相談部署との連携を今も図って
いるところであるが、双方向により充
実させていくことが必要。

継続
人権・男
女共生課

住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ
るように、住民や企業・団体の活動との
マッチング等により、高齢者の生活支援に
かかるサービスの充実を図るとともに、地
域資源又は地域活動をわかりやすくする
ために視覚化（見える化）を行った。

高齢者の活動の場において、住民と接する
ことで地域の将来展望や課題を直接収集・
把握できただけでなく、それらの解決のため
に支援機関等との協議を通じた関係性の構
築やサービス創出（イベント、活動の活性化
など）につなげることができた。

必要な情報が入手できる体制を構築
するために、地域資源又は地域活動
の視覚化（見える化）を進めなければ
ならない。
また、分野や属性を問わず互いにつ
ながり、支え合える地域づくりをどの
ように進めていくのか、住民や支援機
関等とともに協議していく必要があ
る。

住民や支援機関等
と地域課題を共有
し、その解決に向
けた検討を行う協
議体の設置を進
め、誰もが安心し
て暮らせる地域づ
くりの構築をめざ
す。
そのためには、福
祉分野に限らず、
様々な主体がつな
がることによっ
て、住民の行動変
容につながる取組
みも継続して実施
する。

地域福祉
課

（１）障害福祉サービスの指定部局と連携の
上、集団指導に参加し障害福祉サービス提
供事業者に対して事業者等情報検索シス
テムや手続きの電子化について情報提供
を行った。
（２）相談支援事業所の初任者を対象に
サービス等利用計画の作成のポイントにつ
いて説明し、サービス提供面の質の向上を
図った。

左記取り組みを通じて、サービス提供事業者
が提供するサービスの質の平準化及び向上
を図ることができたことで、障害者自身が受
けるサービスの質を向上させることができ
たと考える。

サービスの質を向上させる一方で、
サービス提供事業者に過重な負担と
ならないよう事務効率化など、持続可
能なサービス提供体制づくりが課題
である。

今後も障害者が安
心して暮らしてい
くための、各種
サービスの充実と
質の向上に努めま
す。

障害福祉
課

地域住民の身近な相談場所である地域包
括支援センターや障害者相談支援センター
等で様々な相談に対応し、高齢者や障害者
等の支援を実施した。

地域包括支援センターの相談件数
48,197件
障害者相談支援事業の相談件数　3３,５２
８件

地区保健福祉センターを中心に障害者相談
支援センターや地域包括支援センター、ＣＳ
Ｗ等の相談支援機関や関係機関との連携を
強化し、包括的な支援体制の推進を図るこ
とができた。

高齢者や障害者等が安心して暮らせ
るよう、関係機関等との連携強化に努
め、包括的な支援体制の更なる充実
を図る必要がある。

今後も継続して実
施する。

福祉総合
相談課

高齢者福祉タクシー料金助成事業の他、各
種高齢者福祉サービスについて、市ホーム
ページ、チラシ等で周知をはかった。
【高齢者福祉タクシー料金助成事業】
・利用者数　　　2,308名
・延利用者数　 38,092件

タクシー料金助成事業他、高齢者福祉サービ
スについて適正に執行した。今後も広報誌・
ホームページ等を活用し、高齢者福祉サービ
ス事業に関する情報提供を実施する。

利用対象者の適正利用のための方策
の振り返り、予約が取りやすいよう事
業者登録を推進する。

今後も継続して実
施する。

長寿介護
課

ヤングケアラー実態調査の結果
を踏まえ、課題解決に向けた取
組を検討します。

施策内容

127

子ども・若者自立支援センター
「くろす」と関係機関のさらなる
連携を図るため、各ケースに合
わせた部会やケース会議の充実
について検討します。また、
「ユースプラザ」においては、関
係機関等と連携して子ども・若
者の生きづらさを解消し、自立
に向けた支援を行います。

129

高齢者や障害者等が安心して暮
らせるよう、様々なサービスの
充実と質の向上を図るととも
に、自立に向けた支援を行いま
す。

施策内容

（具体的施策　46)高齢者や障害者等への支援

（具体的施策　45)子ども・若者への支援
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130

（１）市ホームページやリーフレット、市内を
走る路線バスに虐待防止を啓発する広告
のラッピング等により、市民へ周知啓発を
図った。
（２）障害者・高齢者の虐待防止を図ること
を目的とした「障害者・高齢者虐待防止
ネットワーク連絡会」を開催し、関係機関と
の連携強化や支援力の向上を図った。
【連絡会】
　〔概要〕各機関の取組状況の報告と意見
交換
　〔実施日〕令和６年７月４日
　〔対象者〕ネットワークを構成する関係機
関
　〔参加者〕60人
【研修会】
　〔概要〕虐待に関する知識習得
　〔実施日〕令和７年１月20日
　〔対象者〕ネットワークを構成する関係機
関
　〔参加者〕127人
　〔テーマ〕虐待を未然に防ぐためのまちづ
くり
　〔講師〕武庫川女子大学　心理・社会福祉
学部　社会福祉学科
　　　　　教授　松端　克文　氏
　〔場所〕茨木市役所　南館10階大会議室

ラッピングバスによる周知は、より多くの市
民の目に触れる機会があること、周知期間
も長いことから、効果的であると考える。
また、連絡会と研修会を通して、虐待防止に
対する意識向上につながるとともに、虐待
への対応方法を考えるだけではなく、虐待
を未然に防ぐための方法も研修を通して考
えるきっかけになったものと認識している。

「障害者・高齢者虐待防止ネットワーク
連絡会」は、連携強化のために、引き
続き実施する必要があるが、より効果
的なものとなるよう、検討する必要が
ある。

今後も継続して実
施するが、実施方
法については、よ
り効果的なものと
なるよう、研究を
行っていく。

福祉総合
相談課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

（１）令和6年度は、転入してきた日本語に
不慣れな外国人の利便性向上のために、
英語・中国語・やさしいにほんごのいばら
き生活ガイドブックを更新・配布した。
（２）出入国在留管理庁通訳支援事業の電
話及び窓口対応時における電話通訳サー
ビスの利用を継続した。

在住外国人への情報提供を充実させた市
ホームページや、やさしいにほんご防災リー
フレットの作成・配布、いばらき生活ガイド
ブックを英語・中国語・やさしいにほんごで
作成することにより、在住外国人への情報提
供を行うことができた。また、電話及び窓口
対応時の外国語での円滑な意思疎通を行う
ことができた。

今後についても広く情報の周知を図
る必要がある。

継続 132
人権・男
女共生課

（１）各いのち・愛・ゆめセンターにおいて識
字・日本語教室をはじめとする学習の機会
の充実を図った。
〔受講者〕延べ1,430人（豊川547人、沢
良宜459人、総持寺424人）
（２）多文化共生支援事業としてオンライン
日本語交流会・対面式の交流サロン・事業
周知等を兼ねた交流会を実施した。
〔オンライン日本語交流会〕
１０回開催　延べ８７人
〔交流サロン〕
２３回開催　延べ472人
〔交流会〕
４回開催　延べ８97人

令和３年度から開催した多文化共生支援事
業では、識字・日本語教室に通室している外
国人のほか地域在住の外国人との交流を通
じて、日本語を学ぶ機会の提供や異文化理
解等、多文化共生に向けた理解を深めるこ
とができた。

当該事業の周知促進と参加者拡大を
図るとともに、外国人の活躍できる場
の創出や庁内外の関係機関・団体と
の更なる連携強化を図る必要があ
る。
日常生活の困り事等を気軽に相談で
き、様々な外国人向け情報等を集約
し、一元的に外国人に対応できる場を
創設する必要がある。

多文化共生に関す
る事業は今後も継
続して実施する。
外国人向けの総合
相談窓口を市役所
内で開設できるよ
う調整する。

人権・男
女共生課

〔目的〕日常生活に必要な文字の読み書き
を習得し､社会的自立を支援する｡
〔概要〕教育の機会を疎外されてきた人々
には識字教室を､在日外国人等を対象に日
本語教室を開催
〔実施日〕毎週1回または2回
〔対象者〕市民、在勤、在学
〔場所〕①豊川･沢良宜･総持寺
　　　　　いのち･愛･ゆめセンター
　　　　②生涯学習センターきらめき
〔参加者〕①延べ1,460人(3センター合計
数)（豊川577人、沢良宜459人、総持寺
424人）
　　　　　②延べ432人

識字・日本語教室事業については、特に日本
語教室への参加者が増加している状況の
中、地域住民の交流など、多文化共生事業と
連携しながら実施することができた。
また、日本語教育や多文化共生について理
解を深め、地域における人権意識の醸成を
図るため指導者研修を実施し、新規指導者
の参加や活動等へ積極的に参加する人材の
発掘につなげることができた。

特に日本語教室への参加者が増加し
ている状況が続いており、受講希望者
の増加に対応していく必要がある。
学習指導者を確保し、学習の待機が
出ないよう調整する必要がある。
学習機会の継続が図れるよう、生活
面での課題についても、寄り添い支援
する必要がある。

引き続き継続し、
事業を実施する。

社会教育
振興課

帰国・渡日の児童生徒及びその保護者に対
して通訳の派遣を実施した。

帰国・渡日の児童生徒及びその保護者に対
して通訳の派遣を実施し、学習機会の充実
を図ることができた。

少数言語の通訳者がなかなか見つか
らない場合がある。

少数言語通訳者の
確保に努める。

学校教育
推進課

障害者虐待防止、高齢者虐待防
止のための啓発を行います。

（具体的施策　47)在住外国人等への支援

施策内容

131

在住外国人等が孤立しないよ
う、意思疎通のための援助をし
ます。在住外国人等と相互理解
を深められるように、市民活動
団体等と協働して、交流の場の
提供や学習機会の充実を図りま
す。また、学習ニーズを踏まえた
講座内容の工夫や、技能実習生
受け入れ拡大に伴う受講希望者
の増加への対応についても取組
を進めます。
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水害・土砂災害ハザードマップの改訂時に
英語版、中国語版のデータ修正を行い、
ホームページに電子書籍データとして公開
した。また、多言語対応の大阪防災アプリ
を様々な機会で紹介し、普及を図った。

防災啓発冊子や防災アプリを最新の情報に
更新し、市ホームページで情報提供を行うこ
とで、外国人の防災情報の取得機会の向上
につなげている。

平時においては、既存の外国語版の
啓発冊子データ等を活用して、更なる
周知活動に取り組む必要がある。、ま
た、災害時においては、緊急情報はで
きる限り多言語や、簡単な日本語での
情報発信に努める必要がある。

引き続き、外国人
にとって分かりや
すい情報発信に努
める。

危機管理
課

（１）市ホームページにおいて英語・中国語・
韓国語の3か国の外国語自動翻訳を導入
している。またGoogle翻訳を活用し、ス
ペイン語、ポルトガル語、フランス語、タガ
ログ語、タイ語、インドネシア語、ベトナム語
の７か国の外国語でホームページを閲覧で
きる環境を整備している。
（２）広報誌について、日本語を含む１０言
語の自動翻訳機能がある電子ブックサー
ビス「カタログポケット」を導入した。

市政情報を広く発信する媒体について、多
言語で情報提供できる環境を整えた。

継続
まち魅力
発信課

（１）令和６年度は、転入してきた日本語に
不慣れな外国人の利便性向上のために、
英語・中国語・やさしいにほんごのいばら
き生活ガイドブックを更新・配布した。
（２）出入国在留管理庁通訳支援事業の電
話及び窓口対応時における電話通訳サー
ビスの利用を継続した。

在住外国人への情報提供を充実させた市
ホームページや、やさしいにほんご防災リー
フレットの作成・配布、いばらき生活ガイド
ブックを英語・中国語・やさしいにほんごで
作成することにより、在住外国人への情報提
供を行うことができた。また、電話及び窓口
対応時の外国語での円滑な意思疎通を行う
ことができた。

今後についても広く情報の周知を図
る必要がある。

継続 131
人権・男
女共生課

多文化共生支援事業の対面式の交流サロ
ンにて、在住外国人のためにやさしい日本
語で学べる防災教室を実施した。
〔実施〕
２回開催　延べ７９人

[子どもを守るための防災講座〕
（参加者）1回開催　13人

参加者には、防災用語をやさしい日本語に
置き換えて学んでいただき、ハザードマップ
の見方、防災クイズ等に取り組み、防災リテ
ラシーを高めていただいき、大変好評講評
だった。
防災講座は、防災紙芝居、防災を学ぼう、非
常食（試食含む）、親子防災クイズ、防災グッ
ズについて、学んでいただき、外国人親子と
来訪者とのコミュニケーション、地域でのか
かわりなどが深まったと好評だった。

当該事業の周知促進と参加者拡大を
図るとともに、外国人の活躍できる場
の創出や庁内外の関係機関・団体と
の更なる連携強化を図る必要があ
る。
日常生活の困り事等を気軽に相談で
き、様々な外国人向け情報等を集約
し、一元的に外国人に対応できる場を
創設する必要がある。

今後も継続して実
施する。
外国人向けの総合
相談窓口を市役所
内で開設できるよ
う調整する。

人権・男
女共生課

133

在住外国人に多言語で相談に対応できる
よう、通訳対応の予算措置をしている。
〔実施〕
38件

他機関からの相談も徐々に増えてきており、
通訳が必要なケースにおいても対応するこ
とが出来た。通訳利用の実績も増えている。

今後は、外国人総合相談窓口の積極
的に周知に伴い、これまで以上に多言
語での通訳対応ができるように、更な
る連携等が必要である。

今後、継続して実
施する。

人権・男
女共生課

在住外国人等が利用しやすいよ
うに多言語に対応している相談
機関との連携を図ります。

132

在住外国人等が安心して暮らせ
るよう、多言語による情報提供
を行います。また、災害時緊急情
報を含めた防災情報等を多言語
で発信します。

49



134

135

136

137

138

139

140

141

142

143

144

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

広く市民等を対象に、男女共同参画に関す
る講座等を開催した。

〔実施講座名〕ゆるやか女子会（生きづらさ
を感じる女性対象講座）
〔実施日〕４月～３月
　　　　（月１～３回・全34回）
〔参加者〕のべ199人

〔実施講座名〕私のモヤモヤスッキリ！感情
ケア講座
〔実施日〕偶数月（全６回）
〔参加者〕のべ52人

〔実施講座名〕アサーションによる心地いい
コミュニケーション
〔実施日〕令和5年6月10日・11日（全2回）
〔参加者〕のべ17人

こころの健康について考える講座であり、申
込率・受講後の満足度ともに高い結果となっ
ている

今後も引き続き実施し、健康を考える
機会を提供していく必要がある。

今後も継続して実
施する。

人権・男
女共生課

女性に特有な健康課題についての啓発や
情報提供に努めた。
〔事業実施名および実績〕
 妊娠届出時及び妊婦健康診査受診券交付
届時面接      2,454人

引き続き、事業実施時に女性に特有な健康
課題の啓発資料等について情報提供を行
う。

継続実施
子育て支
援課

135

妊娠届出時及び妊産婦健康診査受診券交
付届出時面談にて保健指導を行った。ま
た、訪問や面接、電話等にて妊娠・出産期
の健康課題について情報提供および指導
を行った。
〔事業実施名および実績〕
 妊娠届出時及び妊産婦健康診査受診券面
接 　2,454人
 妊婦訪問指導     94人(延べ)
 産婦訪問指導     1812人(延べ)

妊娠・出産という健康上大きな節目に対し、
様々な機会を通して情報提供および指導を
行えた。

継続実施
子育て支
援課

子どもの発達段階を踏まえて、妊娠・出産やHIV感染症を含む性感染症、薬物乱用、喫煙、飲酒、性に関する正しい知識を身につけ、適切な行動がとれるよ
う、学習機会の提供や指導に努めます。

(52)健康保持のための健康教育、健康相談等の推進

健康づくりや健診・検診に関する情報を提供するとともに、健康教育や健康相談の充実を図ります。

コミュニティデイハウスやいきいき交流広場など、高齢者の介護予防とリフレッシュを目的とした住民主体の通いの場づくりを支援するとともに、通いの場へ
の参加を促進します。

（具体的施策　48)健康保持のための事業の充実

施策内容

134

ライフサイクルを通じて性差に伴
う健康上の問題に直面すること
について、社会全体の認識を高め
るための啓発や情報提供に努め
ます。

妊娠・出産期における健康支援を
充実します。

(51)子どもの発達に応じたこころとからだの健康づくり

発達段階に応じて性教育を推進します。

保育者や教職員の性の多様性や性的マイノリティに対する意識を高めます。

(49)性差に応じた健康支援の推進

性差による疾病や症状等に対し相談に応じるなど、健康づくりの支援に努めます。

性差に応じた相談しやすい窓口の整備や情報提供に努めます。

19　こころとからだの健康に関する学習機会と情報の提供

(50)リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）という考え方の浸透

多様な機会を活用し、リプロダクティブ・ヘルス／ライツについての啓発に努めます。

ライフサイクルを通じて性差に伴う健康上の問題に直面することについて、社会全体の認識を高めるための啓発や情報提供に努めます。

妊娠・出産期における健康支援を充実します。

乳がん、子宮がん検診の重要性について周知するとともに、検診を受けやすい環境の整備に努めます。

基本目標９　生涯を通じた健康の保持・増進のための支援

　男女が互いの身体的性差について理解を深めつつ、健康を生涯にわたり保持・増進していくための包括的支援や心身の健康に関する学習機会の提供を行います。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

18　生涯を通じた健康の保持・増進のための支援

(48)健康保持のための事業の充実
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136

健診チケットの送付、市広報やホームペー
ジでの周知を行うとともに、20歳子宮が
ん、40歳乳がん検診の無料クーポンを送
付し意識づけの向上を図った。
また、レディース５がん検診や保育付き検
診の実施など、引き続き受診しやすい環境
整備に努めた。

レディース５がん検診や保育付き検診の実
施によって、一定程度、受診環境の整備がで
きているが、今後もより一層がん検診受診
機会の確保につながる取組を進める必要が
ある。
また、保育付き検診における保育利用者数
はそれほど多くないため、より多くの周知が
必要である。

受診率は目標値にまだ到達していな
いため、受診環境を整えるとともに検
診の周知に努める。

継続
健康づく
り課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

137
ジェンダーに関する悩みごとに対して話を
聴き、医療・福祉サービスの紹介等、随時
健康相談として適切な情報提供を行った。

相談内容はそれぞれ違い、対応方法も異な
るため評価を行うことは困難であるが、悩み
を抱えた市民が少しでも気持ちが落ち着け
るよう傾聴し、適切な医療やサービス等につ
ながるよう努めることができた。

相談内容が複雑化してきており、他課
や関係機関との連携がスムーズに進
まないことがあるため、相談対応可能
な多職種・相談場所の情報収集や日
頃からの関係づくりが必要。

継続
健康づく
り課

138

（１）男性のための電話相談を実施した。

（２）女性のための相談(電話・面接等）の充
実を図った。

相談件数は、昨年と比較して、電話相談が増
加し、面接相談は減少したが、総件数は増加
しており、コロナ禍でのストレスが引き続き
影響していると考えられる。

相談できる場所の存在意義を再確認
しながら、継続して実施していくとと
もに、多様な媒体を通じた相談体制を
検討していく。

今後も継続して実
施する。

28・83
人権・男
女共生課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

ローズＷＡＭにおいて、男女共同参画に関
する情報の収集、活用、提供を行った。

コロナ禍による施設の利用制限も緩和され、
図書等の貸出件数は増加している。
ＳＮＳでの本の紹介を行うほか、講座等と連
動した本の特集展示を行うなどして、図書の
利用を促進した。

特集展示を行うなど、資料に出会う機
会を継続して設けたが、より一層、図
書館資料を活かした取組みを検討す
る必要がある。

今後も継続して実
施する。

23
人権・男
女共生課

保健師等が妊産婦及び乳幼児の保護者に
対する保健指導を通し、情報提供に努め
た。また、不妊・不育症治療等の相談窓口
についてホームページで周知・啓発した。
〔実施事業名および実績〕
 訪問指導　 　　       6,092件
 面接指導　　　　　　　5,122件
 電話指導    　　      5,144件
 不育症治療費助成　　　    7件

前年度と比較し、訪問指導、面接指導、電話
指導とも増加した。
不育症治療費助成も増加した。
引続き訪問指導等を通して情報提供につと
めたい。

次年度も継続的に実施する。 継続実施
子育て支
援課

思春期のこころとからだをテーマに、学校
での出前教育を実施した。
〔事業実施名〕思春期保健事業
〔実施回数〕小学校４校　　計３０４人

思春期の子どもたちがこころとからだの変
化を理解し、妊娠や出産、性に関する正しい
知識を身につけるとともに、自分や周囲の
人を大切にできることをテーマに、人権・男
女共生課や学校教育推進課等関係機関と連
携し、小・中学校等における出前型講座を実
施した。
体をよりよく発育させるためにはバランス
の良い食事、睡眠、運動等が必要であること
を理解し、自分にとっての課題がどこにある
のかを考える教育を目指したい。

継続的な実施に繋がるように周知方
法の検討が必要。

継続実施 142
子育て支
援課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

健康診断や身体計測、保健指導等で自分
の体を知り、場面や必要性に応じて、絵本
やその他の教材を用いてその大切さに気
付く機会を持つようにした。

健康診断や身体計測、保健指導等で自分の
体を知り、体の大切さに気付くことができ
た。

今後も引き続き、取組を継続してい
く。LGBTなどジェンダーに対しても
保育者の意識を高めていかないと、
気が付かないままになることが今後
の課題である。

継続
保育幼稚
園総務課

保健等の学習により、児童・生徒の発達段
階に応じた性教育を推進した。

保健等の学習や人権学習授業プラン集パー
トⅢの活用をすすめた。

当事者の有無に関わらず計画的にて
学習に取組むことが必要である。

「人権教育授業プ
ラン集パートⅢ」の
活用を推進する。

学校教育
推進課

140
発達段階に応じて性教育を推進
します。

（具体的施策　51)子どもの発達に応じたこころとからだの健康づくり

施策内容

（具体的施策　49)性差に応じた健康支援の推進

施策内容

性差による疾病や症状等に対し
相談に応じるなど、健康づくりの
支援に努めます。

性差に応じた相談しやすい窓口
の整備や情報提供に努めます。

（具体的施策　50)リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）という考え方の浸透

施策内容

139
多様な機会を活用し、リプロダク
ティブ・ヘルス／ライツについて
の啓発に努めます。

乳がん、子宮がん検診の重要性に
ついて周知するとともに、検診を
受けやすい環境の整備に努めま
す。

51



LGBTに関する研修を実施するなど、保育
者や教職員の性の多様性や性的マイノリ
ティに対する意識を高める研修等を実施し
た。

ＬＧＢＴに関する研修を受講し、保育者や教
職員が性の多様性や性的マイノリティに対す
る意識を深めた。

継続して研修等を実施し、保育者や教
職員の意識を高めていく必要がある。

継続
保育幼稚
園総務課

性的マイノリティに関する学習指導案を
扱った「人権学習授業プラン集パートⅢ」の
活用を促進した。

「人権学習授業プラン集パートⅢ」を活用し、
市教育委員会が開催する研修の場で活用を
するように周知できた。

当事者の有無に関わらず計画的にて
学習に取組むことが必要である。

「人権教育授業プ
ラン集パートⅢ」の
活用を推進する。

学校教育
推進課

思春期のこころとからだをテーマに、学校
での出前教育を実施した。

思春期の子どもたちがこころとからだの変
化を理解し、妊娠や出産、性に関する正しい
知識を身につけるとともに、自分や周囲の
人を大切にできることをテーマに、人権・男
女共生課や学校教育推進課等関係機関と連
携し、小・中学校等における出前型講座を実
施した。
体をよりよく発育させるためにはバランス
の良い食事、睡眠、運動等が必要であること
を理解し、自分にとっての課題がどこにある
のかを考える教育を目指したい。

継続的な実施につながる要因周知方
法の検討が必要。

継続実施 139
子育て支
援課

保健体育科の授業にてＨＩＶ感染症を含む
性感染症、薬物乱用、喫煙、飲酒等につい
ての授業を実施した。

児童・生徒の発達段階に応じた保健学習を
推進することができた。

日常生活につなげていくこと。
児童・生徒の発達
段階に応じた保健
学習を推進する。

学校教育
推進課

令和６年度事業の取組と実績 令和６年度事業の取組と実績に対する評価 事業の課題
今後の
方向性

再掲 担当課

広く市民等を対象に、男女共同参画に関す
る講座等を開催した。

こころの健康について考える講座であり、申
込率・受講後の満足度ともに高い結果となっ
ている。

今後も引き続き実施し、健康を考える
機会を提供していく必要がある。

今後も継続して実
施する。

134
人権・男
女共生課

ホームページ・広報誌への健（検）診・健康
に関する情報・健康教育の実施について掲
載して情報提供を図るとともに、ハガキ・
メール・訪問等による受診勧奨に努め、出
前講座による健康教育や随時健康相談に
応じた。

さまざまな受診勧奨を行ったことで、一定数
ではあるが健（検）診を受診するきっかけ作
りができた。
また、随時相談を行うとともに出前講座等
で健康に関する知識の普及・周知ができた。

各健（検）診受診率が目標値に達して
いないため、実施場所や受診勧奨の
方法について検討が必要。
また、今までに健康教育を実施してい
ない場所へのアプローチの仕方等、検
討していく必要がある。

継続
健康づく
り課

保育所等において食育年間計画を作成し、
栄養士と連携しながら食育活動を進めた。
保育所・幼稚園においては、園・所児が食
べることを楽しみにできるように日々の生
活の中で食にかかわる体験や栽培活動に
取り組んだ。

保育所(園)・幼稚園・認定こども園におい
て、食べる意欲や生活の中でのマナー等に
つなげることができた。

今後も日々の生活の中で食に関わる
体験等を様々な教材や経験を通して
つなげていく。

継続
保育幼稚
園総務課

保健等の学習や保健委員会などの取組み
等、児童・生徒の発達段階に応じて健康教
育を実施した。

保健等の学習や保健委員会などの取組み
等、児童・生徒の発達段階に応じて健康教育
を推進した。

保健等の学習だけでなく日常生活と
もつなげていく。

児童・生徒の発達
段階に応じた保健
教育を推進する。

学校教育
推進課

地域の老人クラブ等が運営する高齢者の
居場所と仲間づくりの場であるいきいき
交流広場の活動を支援した。

利用者数が増加し、地域の高齢者の居場所・
通いの場として定着が進んだ。また、広場に
よっては、活動内容に体操を取り入れるなど
介護予防の取り組みにもつながっている。

各小学校区で1か所以上の開設を目
標としているが、運営主体である老人
クラブの高齢化による担い手不足か
ら、開設が進んでいない。

継続して実施す
る。

地域福祉
課

（１）コミュニティデイハウス（18か所）につ
いて年2回広報誌で情報提供するほか、事
業所紹介冊子を作成した。
　コミデイ延利用者：43,561人
　コミデイ介護予防事業延参加者：
23,301人
（２）介護予防教室について自宅でもでき
る体操の啓発に努めた。
　①はつらつ教室
　　〔実施回数〕   229回
　　〔参加人数〕4,229人
　②短期集中運動教室
　　〔実施回数〕   198回
　　〔参加人数〕2,132人

コミデイについて、年2回広報誌で情報提供
するほか、事業所紹介冊子を更新し、事業の
周知につながった。
介護予防教室では、自宅でできる体操を取
り入れたことや、短期集中運動教室では、利
便性等に配慮し、5か所から14か所に拡充
したことで実利用者が増えた。

コミデイについて
　運営者の高齢化が進んでいる、事業
所内での後継者育成に取組始めてい
る事業所もあるが、後継者となる年代
のスタッフがいない事業所もある。
介護予防教室について
　住民主体の介護予防活動に必要な
担い手の育成が課題。

介護予防教室について
日常生活の中で運動習慣を身につけ
るなど、セルフマネジメント力向上に
向けた支援方法が課題。

コミデイについて
　今後も継続して
実施する。
介護予防教室につ
いて
　住民主体の介護
予防活動支援に重
点を置いていく。

長寿介護
課

（具体的施策　52)健康保持のための健康教育、健康相談等の推進

141
保育者や教職員の性の多様性や
性的マイノリティに対する意識を
高めます。

142

子どもの発達段階を踏まえて、妊
娠・出産やHIV感染症を含む性感
染症、薬物乱用、喫煙、飲酒、性に
関する正しい知識を身につけ、適
切な行動がとれるよう、学習機会
の提供や指導に努めます。

施策内容

143
健康づくりや健診・検診に関する
情報を提供するとともに、健康教
育や健康相談の充実を図ります。

144

コミュニティデイハウスやいきい
き交流広場など、高齢者の介護予
防とリフレッシュを目的とした住
民主体の通いの場づくりを支援
するとともに、通いの場への参加
を促進します。

52
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